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第１節 問題の設定 

 本研究は，写真技術のデジタル化というラディカルな技術変化に，既存の写真業界のプ

レーヤーがどのように対応したのかという問題について検討する．とりわけ本論文が注目

するのは，写真の現像・プリントというフォトフィニッシング（仕上げ）の工程を担って

きた街の写真店（以下，ラボ）やミニラボ機器のメーカーが，写真のデジタル化という技

術変化が生じたにもかかわらず，非常に粘り強く生き残っているという点である． 

 近年，デジタル・カメラは急速に普及し，短期間のうちにフィルム式カメラを代替した．

このことは，少なくともフォトフィニッシング工程を担ってきたラボやミニラボ機器のメ

ーカーにとっては，そのビジネスの存在意義が問われるほどのインパクトを持っていたと

考えることができる． 

この点について，銀塩写真とデジタル写真とで，写真の消費の仕方がどのように異なる

のかという観点から，少し具体的に検討してみたい． 

銀塩写真の時代，すなわち，フィルムで写真を撮っていた時代には，消費者は写真を撮

影するためにフィルムを購入し，撮影後にはラボにフィルムを持ち込んで現像・プリント

を行うことが一般的であった．街の写真店での現像・プリント工程を経ることによって，

初めて消費者は撮影された画像を鑑賞することができた．したがって，銀塩写真の時代に

は消費者とラボとは不可分な関係にあったと言える． 

しかしながら，デジタル・カメラでは，撮影した写真をカメラ本体や PC のモニタを通し

て確認することができるようになった．さらに，紙の写真を得るためには，インクジェッ

トプリンタ（以下，IJP）で高精彩な画質の「写真」をプリントすることも可能である．PC

および IJP は，一般の家庭にある程度普及しており，消費者にとっては比較的身近な存在

となっている．したがって，デジタル写真の時代には，消費者がわざわざラボに足を運ば

なくとも，家庭内で写真プリントの作成までを完結させることが可能であり，消費者にと
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ってラボが必ずしも必要不可欠な存在であるとは言い切れなくなくなった． 

しかも，デジタル・カメラとPCとを組み合わせて使用すれば，デジタル・カメラのさま

ざまな特長を引き出すことができるため，デジタル・カメラはPCと接続して使用される可

能性も高いと考えられる1．写真画像をPC上で取り扱うのであれば，PCと接続されたプリ

ンタで容易に紙の写真を出力できる．したがって，消費者にとって，ラボでプリントを行

う必要性はますます低下すると考えられる． 

つまり，PC やプリンタ，インターネット等によって構成された消費者の用途システムに，

カメラ（デジタル・カメラ）を組み込むことによって，消費者はラボで写真を処理する必

要はなくなる．したがって，デジタル・カメラと PC とがつながれば，銀塩写真時代には不

可分であった消費者とラボとの関係が分断されてしまうのではないかと考えられるのであ

る． 

図１－１は，写真の消費者の用途システム（system-of-use）について表したものである． 

ラボは，もともと銀塩写真のシステムを構成する一要素であった．ラボは，銀塩写真と

いうやや特殊な技術ベースに基づいた機器（ミニラボ）を用いて，フォトフィニッシング

工程を担っていた．しかし，銀塩写真のシステムを構成する一要素であったカメラが，デ

ジタル・カメラとして PC を中心に構成されるシステムの中に組み換えられ，それがデジタ

ル写真のシステムとなった．それと共に，銀塩写真のシステムが時代遅れのものになった．

ラボやミニラボ機器は，時代遅れとなってしまったシステムの中に取り残される危険があ

ったと言える． 

 

                                                  
1 たとえば，デジタル・カメラは PC 内に電子ファイルとして画像を保存でき，内容も簡単に確認できる

ため，整理・保管する手間は簡便化され，保管のための空間も不要である．その他にも，写真のレタッチ

（修正）を非常に簡単に行うことができることや，電子メールで容易に送受信することが可能である等の

利点を挙げることができる．これらを銀塩写真で行うことは困難であった． 
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図 １－１ 銀塩写真のシステムとデジタル写真のシステム 
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 銀塩写真のシステムとデジタル写真のシステムとの，技術面での相違にも注目すると，

銀塩写真のシステムとデジタル写真のシステムとでは技術の親和性が非常に低いと考えら

れる．銀塩写真の場合，化学的原理で画像を形成し，その画像情報を最小単位まで還元す

ると，銀やカプラー（発色剤）という物質の粒子になる．これに対して，デジタル写真の

場合，電子的原理で画像を形成し，その最小単位は「0」と「1」の文字情報に還元される．

物質の粒子と文字情報とは，互いに混じり合いにくいものであると考えられる．したがっ

て，銀塩写真の技術をベースとするラボやミニラボ機器のメーカーが，技術的に親和性の

低いデジタル写真のシステムに転換することは困難であるように思われるのである．つま

り，技術的な観点から見ても，ラボやミニラボ機器が，銀塩写真のシステムの中に取り残

される可能性があったと言えるのである． 

 このように考えると，ラボやミニラボ機器のメーカーが，デジタル写真のシステムに適

応し，存続することは困難であると推論することができる．  

しかしながら，デジタル・カメラがフィルム式カメラを凌駕して，写真はデジタル化し

たにもかかわらず，現実には，ラボはミニラボ機器を業務の手段として使用しながら現在

でも存続している．ラボは，わずかに残されたフィルム式カメラのユーザーのみを顧客に

することでかろうじて生き延びているのではなく，新しいデジタル・カメラのシステムの

一要素となって存続しているのである．  

それでは，そもそもデジタル写真のシステムとは技術面での親和性が低く，また，写真

のデジタル化によって消費者にとっての必要性も失われてしまう可能性があったにもかか

わらず，ラボやミニラボ機器のメーカーがデジタル写真のシステムに適応し，非常に粘り
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強く生き残ることができているのはなぜだろうか．これが本論文の中心的な問題である． 

 ラボやミニラボ機器のメーカーにとって破壊的な影響を及ぼすポテンシャルを有した，

写真のデジタル化という技術変化に対して，ラボやミニラボ機器のメーカーはいかに対応

し，存続することができたのだろうか．本論文では，この問題について検討していきたい． 

 

第２節 先行研究の検討 

本節の目的は，技術変化が既存のビジネスに及ぼす影響に関して，既存の研究ではどの

ように取り扱われてきたのかについてレビューすることによって，次章以降の分析にとっ

て有益な視座を見出すことにある． 

レビューの結果として得られる知見は，次の通りである． 

代替について取り上げた既存研究と同様に，単一の技術尺度に基づく評価に従うならば，

銀塩技術をベースとするラボが非銀塩の技術体系であるデジタル写真のビジネスを展開す

ることは困難であると推論されることになる．これは，ラボが非常に粘り強く存続してい

るという現実とは，異なっている． 

しかしながら，銀塩写真とデジタル写真は，①技術がシステムを形成しており，それと

同時に，②多様な経済主体による分業から成るビジネス・システムとしての側面も有して

いる．この点に注目すると，単一の技術尺度とは異なった分析視覚が得られる．すなわち，

技術面とビジネス面の二つのシステム性を視野に入れると，技術が根本的に変化したにも

かかわらずラボが生き残った原因を明らかにするためには，単一の技術尺度に基づく単眼

的な分析ではなく，むしろ，技術特性と個々のプレーヤーの行動に関して多面的に分析す

る必要があるということが示唆される． 

 

新旧技術の対立 

①新旧技術の対立 

写真がデジタル化したにもかかわらず，ラボがなぜ粘り強く存続することができている

のかという問題を分析するための視点を得るためのレビューの出発点として，比較的単純

な構図の下で技術代替の問題を扱った研究を検討する． 

製品や製造に関する技術の変化は，企業の存続にとって脅威になりうる側面があること

が，既存研究では指摘されてきた（Cooper and Schendel, 1976; Foster, 1986; Tushman and 

Anderson, 1986）． 
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Cooper and Schendel(1976)は，新技術によって出現した新産業と旧技術に基づく既存産

業との対立構図の下で，既存産業に属する企業の観点から技術イノベーションの分析を行

った．ここで見出されたいくつかの重要な傾向は，後のこの分野における研究の主要な論

点を提供している．ここではそのうちの二点を挙げておきたい．第一に，出現当初の新技

術は荒削りであるために，旧技術がすぐに代替されることはない．しかしながら，新技術

が市場を部分的に獲得していくことによって，やがては旧技術を脅かすようになる傾向が

あることを指摘している2．第二は，既存企業は新技術を獲得するための資源配分を行うも

のの，他方で旧技術を捨て去ることができないという行動パターンが見出された．したが

って，従来までの組織の資源配分パターンを変更するには困難が伴うため，そもそも既存

企業は新規参入企業に対して不利であることを示唆している3．  

Foster(1986)は，技術の激変という脅威に直面した既存企業の対応について，実務的観点

から示唆を与えている．まず彼は，製品や製法に関する技術が特定の発展パターン（S曲線）

を描くと定式化した．その上で，業界において主導的な地位にあった企業が敗退する原因

として，そうした企業が技術変化の特性に対応できていない点を指摘した4．新技術に基づ

く製品や製法が，古い製品や製法に取って変わるという技術の転換期では，進歩のペース

が頭打ちとなった古い製品や製法のS曲線に代わって，全く異なる知識ベースに基づいた別

の新しいS曲線が出現する．新しいS曲線は，古いS曲線では達成し得なかった水準の性能を

実現するポテンシャルを有している．Fosterによれば，企業は古い既存技術に固執すべきで

はなく，自ら新技術への転換を行うことによって，新旧の二つのS曲線の間に存在する技術

的な断絶を乗り越える必要があるというのである． 

Cooper and Schendel(1976)や Foster(1986)で想定されているのは，代替されるか否かを

最終的に決定するのが，その技術によって最終的に達成できる物理的性能の優劣であると

いう点である．これらの研究は，技術の客観的な特徴である潜在的な発展可能性が人間の

努力の外側に存在して，最終的により高い性能を生み出せる技術が旧技術を代替していく

と想定した研究，として位置づけることができる．実際，Foster (1986)は，物理的な限界

と現在の達成性能とのギャップを重要な変数として描き出し，そのギャップの大きな技術

                                                  
2 この傾向は Christensen and Bower(1996)における破壊的技術とも共通した特徴を有している． 
3 こうした認識は， Foster(1986), Tushman and Anderson(1986), Christensen and Bower(1996), 
Leonard-Barton(1992)等の研究においても共通して見られるものである． 
4 ある技術の発展パターンは，次のようなものである．すなわち，進化のペースは，最初はゆっくりであ

るものの，その後で急速に向上し，その後進歩のペースが鈍化する． 
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には高いポテンシャルが備わっており，そのポテンシャルが生かされることで旧技術を代

替していくと考えている．このような見方に従うのであれば，ラボが IJP によって代替さ

れるか否かという問題は，ラボの対応努力とは関係なく，それらに備わった技術ポテンシ

ャルによって決定されてしまうということになる．技術が変化したにもかかわらず，ラボ

が存続している理由を解明するためには，もう少し異なった視点を取り入れる必要がある

ものと考えられる． 

②新技術の普及プロセス 

新旧技術の対立という問題は，旧技術に代わって新技術が普及していくプロセスとして

捉えることもできる．このような視点を検討することで，デジタル写真という新技術が銀

塩写真に代わってどのように普及していくのか，あるいは，写真のデジタル化への対応策

がどのように普及するのかという問題を解明するための示唆を得ることができると考えら

れる． 

新技術や新製品がどのように普及するのかという問題に関しては，1960 年代以降，理論

と実証の両面から検討がなされてきた（Rogers, 1962; 2003;  Mansfield, 1968a; 

Mansfield , 1968b; Teece, 1980; von Hippel, 1986; Utterback, 1994）． 

このうち，Rogers(2003)やvon Hippel(1986)は，新技術や新製品が広く受容されていくプ

ロセスで，一部の先進的な顧客が果たす役割に注目している．たとえばRogers(2003)は，

新しいアイデアを進んで取り入れようとする顧客の革新性の程度によって，アイデアを受

容する側を「イノベーター」，「初期採用者」，「初期多数派」，「後期多数派」，「ラガード」

の 5 つのタイプに分類して，その中でも革新性の高いグループの役割について論じている．

この研究で興味深いのは，より革新性の高い順序で新しいアイデアを採用していくという

点を指摘しただけにとどまらず，新しいアイデアを受容する側の人的な相互作用の存在を

指摘しているという点である．具体的には，革新性の高いタイプと低いタイプとの間で，

新しいアイデアに関する情報のやりとりがなされ，そのコミュニケーションの方法が普及

の速度に影響を及ぼすことが指摘されている5． 

Rogers(1962, 2003)は，さまざまな事例研究をベースにして，新技術の普及パターンを検

                                                  
5 そのようなコミュニケーションのチャネルとして，マスメディアと対人的なものとの二つが指摘されて

いる．前者のマスメディア・チャネルは新しいアイデアに関する情報を同時に多数の受け手に伝達できる

のに対して，後者の対人チャネルによるコミュニケーションは同時に伝達できる受け手の人数が限定され

てしまう．したがって，マスメディア・チャネルによる場合の方が，対人チャネルの場合よりも普及速度

が速いという傾向があると Rogers は主張している． 
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討した研究であると位置づけることができる．Rogers が取り上げている「新しいアイデア」

の形態には，「行動様式」と「モノ」の両方が含まれている．さらに，後者のモノとして体

現されたアイデアに注目すると，生産財と消費財の両方が特に区別されることなく同一の

枠組みの中で取り扱われていることが指摘できる． 

消費財とは異なり，生産財の顧客は企業が中心であると考えられる6．企業が市場で競争

を行っていることを考慮に入れると，生産財の普及プロセスでは人的なコミュニケーショ

ンばかりではなく，競争という要素が影響を及ぼす可能性が指摘できる．本論文の第５章

および第６章では，ミニラボ機器のような生産財がいかにして普及したのかという様式に

注目して分析を行う．そのうち，第５章では企業間の競争という要素が普及に果たした役

割について検討し，また第６章では企業間のコミュニケーションが普及に果たした役割に

ついて検討する． 

企業間の競争という要素を，普及理論に持ち込んだ研究として，Mansfield(1968a, 1968b)

が挙げられる．Mansfield(1968a, 1968b)では，「普及率の高まりが未導入者の導入を促進す

る」という命題が取り扱われており，その命題では「ある企業が新技術を導入することで，

その競合企業も導入を行う」という企業の競争的な行動が想定されている．しかしながら，

Mansfield(1968a, 1968b)では競争が普及速度に影響を及ぼす可能性についての言及がなさ

れてはいるものの，競争がどのようなメカニズムで普及速度に影響を及ぼすのかについて

は論及されていない． 

③技術代替が既存能力に及ぼす影響 

写真のデジタル化という技術変化は，過去にラボが培ってきた能力に対してどのような

影響を及ぼすのだろうか．技術代替に関する研究には，企業が既に蓄積している技術や市

場に関連する能力に注目し，それがもたらすマイナスの効果を強調する研究もある

(Tushman and Anderson, 1986; Leonard-Barton, 1992; Tripsas and Gavetti, 2000)．これ

らの議論からは，ラディカルな技術変化に既存企業が対応していくことが非常に困難であ

ることが示唆されるのである． 

たとえばTushman and Anderson(1986)は，企業がラディカルな変化に対応しようとする

局面では，従来までその企業にとっての強みとして扱われてきたものが，むしろネガティ

ブに作用するという側面を強調している．より具体的には，既存企業の能力の価値を低下

させるような能力破壊的イノベーションが生じた場合，その後に支配的となる技術体系の

                                                  
6 企業以外の生産財の顧客としては，パブリックセクターを指摘できる． 
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下では，旧技術体系下で蓄積した能力の有効性は著しく低下してしまう7．それにもかかわ

らず，既存企業は旧技術体系下で蓄積した能力を捨て去ることを躊躇してしまうため，技

術転換を行うことは容易ではない．そのため古い技術に執着することのない新規参入業者

と比べて，既存企業は不利になってしまうのである． 

Tushman and Anderson(1986)が検討した，既存企業の技術変化に対する保守性あるいは

劣位という問題への関心は，Lernard-Barton(1992)および Tripsas and Gavetti(2000)の研

究でも共通している． Leanard-Barton(1992)は，企業に競争優位性をもたらしてきた能力

(core-capabilities)が，ラディカルな技術変化の局面では，一転して硬直性（core-rigidities）

を生じさせてしまい，変化への対応を阻害することを指摘している．また，Tripsas and 

Gavetti(2000)は，企業の過去の成功体験が，環境の変化に関する認識を制限してしまい，

その結果として組織的な慣性が生み出されて，変化への対応を困難にするという側面が存

在することを指摘している． 

Cooper and Schendel(1976)や Foster(1986)，Tushman and Anderson(1986)の議論は，

イノベーションによって全く新しい技術が登場した状況を想定して，ラディカルな技術変

化のパターンやそのような変化が企業に及ぼす影響を明らかにした点において，技術代替

を分析するための有用な枠組みを提供しているものの，そこでは技術がシステムとしての

側面を有していることに注目しているわけではない．本論文が分析の対象としている銀塩

写真およびデジタル写真は，どちらも多数の要素技術が複雑かつ精緻に結びついた技術ベ

ースの上に成立している．このような側面を念頭に置くと，単一の技術が独立して存在す

るような状況を想定して，技術変化の影響を単一の性能評価尺度によって単眼的に捉える

のではなく，むしろ複数の要素技術がシステムとして関連し合っているという，より複雑

な状況を想定して，それを多面的に分析する必要があると考えられる．  

したがって，次項では，技術をシステムとしてとらえ，その変化について論じた研究に

ついて検討したい． 

 

システムとしての技術観 

①技術のシステム性 

Clark(1985)や Rosenberg（1976, 1977）は，複数の要素技術が密接に関係しあったシス

                                                  
7 ラディカルなイノベーションが企業の既存能力を破壊する性質を持つ点については，Tushman and 
Anderson(1986)のほかにも，Abernathy and Clark(1985)でも指摘されている． 
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テムを成しており，その技術システムが変化するという技術観を提供している．  

Clark(1985)は，技術システムにはコアがあり，それがヒエラルキーを成しているという

技術観を提供している．Clark(1985)は，Utterback and Abernathy(1975)によって定式化

された技術発展パターンを踏まえて，技術がシステムであり，そのシステムがヒエラルキ

ーを形成していると論じた8．彼は，アメリカにおける自動車産業の事例を用いて，その技

術システムが階層的に形成されていくことを明らかにした．自動車エンジンの技術システ

ムの形成プロセスを例にとると，自動車の技術発展の初期段階では，「ガソリン内燃機関」

というエンジンのコア・コンセプトが確定すると，それによって技術発展の方向が定まり，

コア・コンセプトに対応した下位階層のデザインが，より上位の階層から順次決定されて

いくという様式で，エンジンの技術システムが構築されていった9．このようなプロセスで

構築された技術システムはヒエラルキー状の構造になっているため，ある要素技術の変化

に対応しようとして，その要素技術では対応できない場合には，より上位の階層での対応

が求められることになる．言い換えるならば，製品やプロセスの性能上の問題を解決する

ために，企業が過去に階層的に蓄積してきた知識と全く異なる知識が必要になる場合には，

上位の階層に遡って対応する必要がある．しかし，このような技術システムには，ヒエラ

ルキーのコア部分をなるべく変えないようにする傾向がある．そのため，変化への対応が

漸進的で，ラディカルな対応を取らないという傾向が出てくるのである． 

Clark(1985)の技術観に従うならば，銀塩写真からデジタル写真への技術変化は，画像形

成原理という，最もコアの部分での変化であると考えることができる．ラボの技術（銀塩

写真技術を用いた画像処理技術）は，銀塩写真の技術システムに属しており，デジタル写

真技術システムとは相容れない．そのため，ラボが保有する銀塩写真技術を捨て去らない

限りは，デジタル写真の技術システムに参加することは困難であるということが示唆され

るのである． 

これに対して，Rosernberg(1976, 1977)の技術観に従うのであれば，ラボによるデジタル

                                                  
8 Utterback and Abernathy(1975)は，産業レベルの技術発展パターンを次のように定式化した．産業の

初期段階である流動期(fluid state)には，製品イノベーションの頻度が高く，多様な製品設計が試みられる．

そのような試行錯誤の段階を経ることによって，市場の支配を勝ち取ったデザインであるドミナント・デ

ザインが出現する．それに続く特定期(specific state)では，標準化された製品が高い効率性で生産され，こ

の段階での製品イノベーションは些細な修正が中心となる．特定期における製品もしくはプロセスの変化

は，同時に他の要素の対応も必要とするため，困難が伴うのである(Utterback, 1994)． 
9 コア・コンセプトとは，それぞれのヒエラルキーの頂点に位置し，同じドメインの他の要素に強く影響

を及ぼしているようなパラメータを指す． 
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写真への参加に関して異なった見方が可能になる．Rosenberg(1976, 1977)で提示されてい

るのは，技術がシステムであり，相互補完的であるがゆえに，一つのサブシステムの進化

が他のサブシステムの進化を誘発するというメカニズムである．そこでの技術システム内

の要素技術間の関係に注目すると，個別の要素技術間に階層性は想定されておらず，それ

ぞれのサブシステムがいわば同等の資格で連結されていると考えることができる．このよ

うなシステムの形態は，コアを持つヒエラルキー状の技術システムを想定していた

Clark(1985)とは大きく異なる．Rosenberg が描く技術システムでは，システム全体が進歩

しても，要素技術と技術システムとの連結部分であるインターフェイスさえ適合させるこ

とができれば，新たな技術システムに参加することが論理的に可能であることが示唆され

るのである．つまり，ラボという要素技術のインターフェイスを，デジタル写真という技

術システムに適合させることができれば，ラボはデジタル写真の技術システムに参加でき

る可能性がある． 

Clark(1985) と，Rosenberg(1975, 1976)とでは，それぞれ異なった技術進歩の様式を提

示しているものの，共に技術のシステム性を想定している点で共通している．しかしなが

ら，これらの研究では，本論文が問題にしているような，「新しい技術システムの登場によ

って技術システム全体が脅威に晒される」という状況が想定されているわけではない． 

②Christensen による HDD 業界の研究 

 技術の代替局面において既存企業が新規参入企業に敗れるという問題に関して，

Christensen and Bower(1996)は，技術のシステム性を視野に入れた上で，前に紹介した

Foster(1986)や Tushman and Anderson(1986)とは異なったメカニズムを用いて説明して

いる．Christensen and Bower(1996)は，ハードディスクドライブ（以下，HDD）の製品

アーキテクチャ（ディスクのサイズ）が変わる局面で，HDD 業界のリーダー企業が入れ替

わるという現象に着目し，その原因を追究した研究である． 

そこで明らかにされた既存企業の失敗するメカニズムとは，次のようなものである．既

存企業は，新しく登場したアーキテクチャを採用した HDD の評価について，既存顧客の意

見を積極的に聞き入れて，社内の資源配分に反映させようとする．しかし，既存の評価基

準の下では，新しいアーキテクチャの HDD の性能が低く評価されてしまう．既存顧客の反

応が否定的であるため，既存企業は新技術への資源配分を手控えてしまう．これに対して，

新規参入企業は新しいアーキテクチャに資源を集中するので，新アーキテクチャの分野で

は，新規参入企業の方が既存企業よりも優位に立つことになる．そこで明らかにされた
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HDD 業界におけるリーダー企業の失敗のメカニズムは，新技術の脅威に対する既存企業の

認識不足(Foster, 1986)に起因しているわけでもなければ，技術特性そのもの(Tushman and 

Anderson, 1986)に起因しているわけでもなく，既存顧客との関係に引きずられて資源配分

に失敗してしまうことに起因している． 

ここでChristensen and Bower(1996)は，一見合理的な行動をとっているように見える既

存企業に対して，このような結果をもたらす破壊的技術への注意を喚起している．破壊的

技術とは，市場における主要顧客が従来まで用いてきた性能評価基準とは全く異なった価

値基準をもたらす技術である10．この破壊的技術によるイノベーションは，既存の主流市場

で用いられる性能評価基準の下では劣っているものと評価されてしまうものの，主流から

外れた市場で用いられる別の価値基準では高く評価されるという特徴がある．  

Christensen による HDD 業界の研究は，上記のようなコンテクストから，破壊的技術の

脅威を明らかにした研究，あるいは既存企業の破壊的技術への対応において，とりわけ既

存企業にとっての顧客との関係性と，企業内部の資源配分プロセスとに潜む問題点を明ら

かにした研究として紹介されている(たとえば，Tripsas, 1997; 石井, 2009)． 

しかしながら，Christensen による HDD 業界に関する研究が，技術のシステム性を視野

に入れている点に注目すると，それは「技術システム間の競争」という構図で捉え直すこ

とが可能となる．Rosenbloom and Christensen (1994)ではバリューネットワークという概

念を導入して，技術の用途システム(system-of-use)を視野に入れた分析を試みている．バリ

ューネットワークとは，製品システム，および生産者と市場のネットワークが入れ子構造

になっている商業システムのことである．このようなシステムの下では，バリューネット

ワークごとに価値を測定する基準が異なるため，新技術が有する潜在的な価値はその技術

が組み込まれるバリューネットワークによって決定される．また既存企業が旧技術のバリ

ューネットワークの中に組み込まれていれば，その企業は新技術の用途システムとは隔絶

されてしまうことになる．HDD 業界を例にとると，14 インチ HDD に対するメインフレー

ム，8 インチ HDD に対するミニコン，5.25 インチ HDD に対するデスクトップ PC，3.5

インチ HDD に対するノート PC と，それぞれの規格の HDD は異なったバリューネットワ

ークに組み込まれている．Rosenbloom and Christensen (1994)では技術のシステム性につ

いては明示的には語られていないものの，バリューネットワークの議論の背後には，個別

                                                  
10 Christensen の分析枠組において，「破壊的技術」と対照的な特徴を持つ技術として紹介されているも

のが「持続的技術」である．これは，既存の性能評価基準の下で，製品の性能を高めるような技術である． 
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の要素技術同士が密接に結びついた技術システムの存在を前提にしていると考えることが

できる．   

Christensen の研究で想定されたのは，異なるバリューネットワークに組み込まれた新し

い規格の HDD の攻勢によって，それぞれの規格の HDD が代替の脅威に晒される，という

状況である．つまり，この研究は異なる技術システム間の対立として捉えることができる．

ただし，この研究において，技術システムの代替を最終的に決定する要因とは，前述の

Cooper and Schendel(1976), Fotster(1986), Tushman and Anderson(1986)と同様に，その

技術が最終的に達成する物理的な性能の優劣である． 

 

ビジネス・システムと技術代替 

①Christensen におけるビジネス・システムという視点 

前節で紹介した，Christensenの議論において，「顧客」とはシステム・メーカーであり，

「代替の脅威にさらされているプレーヤー」とはシステムの構成要素のメーカーを意味す

る．この点に着目して，ChristensenによるHDDの事例分析を「顧客＝システム・メーカ

ー」，「自社＝サブシステムのメーカー」という位置づけで捉えなおすと，少し異なる角度

から新しい議論が可能となる．バリューネットワークという概念は，直接的には製品シス

テムが物理的な入れ子構造になっていることを表している．そのことは生産者と顧客との

関係についても同様に入れ子構造になっていることも意味している11．この点についてもう

少し具体的に説明すると，たとえばHDDという製品はディスクや磁気ヘッド，モーターな

どの部品（サブシステム）を組み合わせたシステムとして構成されている．このような，

サブシステム間の組み合わせは，製品間の組み合わせばかりではなく、HDDのメーカー（シ

ステム・メーカー）と個々のサブシステムのメーカーの取引関係のレベルでの，企業同士

の組み合わせ方までも規定していることになる． 

このような個々のプレーヤーが織り成す取引関係のシステム性に着目すると，これまで

技術代替の問題として取り扱われていたものの中には，単なる技術間の競争として単眼的

に捉えるべきではないものが含まれているように思われる．すなわち，それらの中には「技

                                                  
11 たとえば，14 インチ HDD の顧客であるメインフレームのメーカーは，自社製品の中に HDD や CPU
など，それぞれ別のメーカーが製造した製品を部品として組み込むことによって一つの製品を作り上げる．

そのような製品の組合せによって完成したメインフレームも，その顧客が構築する経営情報システムの中

の一つの構成要素となるのである．このように，14 インチ HDD メーカーは経営情報システムというバリ

ューネットワークの一部として組み込まれているのである． 

 - 12 - 



術システムの競争」であると同時に，それが多様な経済主体によって担われている「ビジ

ネス・システム間の競争」でもある，という複眼的な視点で捉えるべきものが存在してい

ると考えられる． 

なお，ここで言う「ビジネス・システム」とは，多数の経済主体が取引関係や市場での

機能的な分業関係によって，結びつくことで形成されたシステムを意味している． 

②ビジネス・システムと技術変化の関係 

このようなビジネス・システムの存在は，技術変化への企業の対応行動にどのような影

響を及ぼしうるだろうか．Teece(1986)，Tripsas(1997)，および Afuah(2000)は，このよう

な問題に関して有益な視点を提供している．  

たとえば，Teece(1986)やTripsas(1997)は，技術変化期に補完的資産が果たす機能に注目

している．Teece(1986)はイノベーションを起こした企業が，イノベーションの成果を獲得

する上で，補完的資産が果たす役割について指摘した12．ここで言う補完的資産という概念

は，上記のビジネス・システムにおける機能的分業の一形態であると考えることができる．

技術変化の局面で，補完的資産が経営成果に重要な役割を果たすという視点は，

Tripsas(1997)でも改めて確かめられた．彼女は，急進的なイノベーションに直面した企業

が新技術への転換や新市場でのビジネスに失敗・成功する要因について検討し，既存企業

と新規参入企業のどちらが新市場で勝つのかを決定するのは，①新技術への投資，②技術

能力，③専門的補完資産によるイノベーションの成果の占有可能性の有無，という三つ要

因のバランスであることを指摘した． 

Teece(1986)，および Tripsas(1997)が取り上げた補完的資産とは，自社の事業を機能的に

補完するような別の事業体であると考えることができる．つまり，ある事業体が単独で一

つのビジネスを成立させているのではなく，他の事業体との組み合わせによって，ビジネ

スが成立するような場合に，「他の事業体」が「ある事業体」にとっての補完的資産となる．

その点においては，Teece(1986)や Tripsas(1997)では，複数の事業体が補完的な分業関係と

いうつながりを持つことで成立しているビジネス・システムを想定していると考えること

ができる．とりわけ，Tripsas(1997)からは，そのようなビジネス・システムが，技術変化

以後の企業の存続に影響を及ぼしていることが示唆される． 

                                                  
12 Teece(1986)は，イノベーションの成果を得るための要素として(a)補完的資産以外にも，(b)制度的占有

可能性の程度，(c)ドミナント・デザインが形成される前であるか後であるかというタイミングを挙げてい

る． 
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他方で，Afuah(2000)は，技術の変化が協調者（co-opetitor）に及ぼす影響について検討

している．ここで言う「協調者」とは，具体的には供給業者や顧客，および補完財の供給

者を包含する概念である．そこでの主張のポイントは，技術変化によって，その技術を保

有する企業の能力が廃れてしまえば，その企業の協調者の経営成果にも影響が及ぶ，とい

うものである．技術システムの問題と，ビジネス・システムの問題とは完全に切り離すこ

とができるわけではなく，少なくとも技術変化の影響がビジネス・システムを介して他の

企業にまで伝播する側面があると考えることができるのである． 

Tripsas(1997)とAfuah(2000)との視点の違いは，図 １－２のように表すことができる．

すなわち，Tripsas(1997)は，ビジネス・システムの存在を念頭に置きながら，技術変化が

主体となる企業に及ぼす影響を検討した研究であり，これに対してAfuah(2000)は，技術変

化がビジネス・システム内部のプレーヤーに及ぼす影響に注目した研究であると位置づけ

ることができる． 

 

図 １－２ Tripsas(1997)と Afuah(2000)の視点の比較 

【既存のビジネス・システム】

技術変化

Afuah（2000）の視点

Tripsas(1997)の視点

当該技術を有する企業

新しいビジネス・システム
の創出

経営成果の低下

既存技術の陳腐化

協調者，もしくは補完的資産

協調者，もしくは補完的資産

 

 

タイミングという分析視角 

前節で取り上げた Tripsas（1997）では，技術代替の途中の段階には，性能の優劣が必ず

しも明確ではなく，新旧の技術が共存する時期が存在している点が指摘されている．代替

が瞬間的に生じるものではなく，旧技術から新技術に移行するまでの過渡期が介在する点
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を考慮に入れると，新たに時間という要素を分析に組み込むことで，代替のプロセスに着

目した議論を展開することが可能になる．たとえば，代替の脅威に直面した企業による対

抗策を打ち出すタイミングについて検討する議論へと展開できるかもしれない． 

Lieberman and Montgomery(1988)，Mitchel（1988）, Christensen, Suárez, Utterback 

(1998)は，企業成果に影響を及ぼす重要な変数として企業行動のタイミングを挙げている．

たとえば Lieberman and Montgomery(1988)は，先行者と後発者のそれぞれに対してどの

ようなメリットとデメリットがあるのかについて検討している．具体的には，先行者優位

性として①技術のリーダーシップ，②希少資源の確保，③スイッチングコストを指摘して

いる．また，後発者優位性（先行者劣位性）としては，フリーライダー問題を指摘してい

る．この研究は，競合企業と比較した場合の企業行動の相対的なタイミングが経営成果に

大きく影響を及ぼすという立場をとる研究であると位置づけることができる． 

また，Mitchel(1988)は，既存企業が新市場に参入するタイミングを決定する要因につい

て検討している．そこで前提とされているのは，タイミングが企業成果に重大な影響を及

ぼす要因であるという点である13．  

David(1985)による QWERTY キーボードに関する研究は，企業行動のタイミングが実際

の社会現象に及ぼしうる影響について示唆している．「QWERTY 型」のキーボード配列は，

タイプライターの初期の時代に，タイプ用のバーが絡み合わないように意図的にタイプを

遅くするように設計されたものであった．David（1985）は，このようなユーザーが使用し

にくい「QWERTY 型」のキーボードの配列が，現在にも存続している理由について検討し

た．そこで指摘された原因は，「QWERTY 型」の配列が社会に広く定着したがゆえに，よ

り効率的な他の配列方式が登場しても，それに変更するためのユーザーのスイッチングコ

ストが大きいという点である．つまり，この研究は，「QWERTY 型」が存続する上で，そ

れがいち早く出現したというタイミングの重要性について示唆していると捉えることが可

能である． 

これらの研究は，代替の脅威への対応策を打ち出すために最適とされるタイミングの存

在を示唆している研究であると位置づけることができる．しかし，仮にそのような最適の

タイミングが存在するとしても，これらの研究からは，なぜ，ある特定のタイミングでの

企業行動が有効性を持つのかという問題について，十分に検討されているわけではない.あ

                                                  
13 Mitchel(1988)は，そのようなタイミングを決定する要因として，①既存企業の中核製品に及ぼす脅威，

②販売チャネルなどの専門的支援財の有無，③競合の行動，の 3 点を指摘している． 
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る特定のタイミングでの企業行動が，それ以外の場合よりも優れた成果をもたらすという

メカニズムを解明するためには，個々のプレーヤーの行動と，それらのプレーヤーによっ

て織り成される現象の全体像について，経時的なプロセスをつぶさに追跡していく検討す

る必要があると考えられるのである． 

 

まとめ 

本章では，技術変化の問題を検討するための分析視角を得るために，先行研究のレビュ

ーを行った．  

Cooper and Schendel(1976)や Foster(1986)，Tushman and Anderson(1986)が前提とし

ているように，代替されるか否かを最終的に決定するのは客観的性能の優劣であるとして

も，これらの議論で前提とされていた「ある技術が他の技術からの影響を受けることなく

独立して存在しながら，ビジネス（製品・サービス）を実現している状態」というのは，

今日の技術とビジネスとが複雑なシステムを形成している現実に照らして考えると，非常

に限定的な条件設定であるように思われる． 

むしろ，本稿が注目している写真領域で生じた技術変化について分析を行うような場合

には，技術システムとビジネス・システムという，二つのシステム性を念頭に置いて，単

一の性能評価基準で測定される物理的性能以外の要素にも分析の目を向けることで，技術

代替の現象に関して，より深い議論を展開することができる可能性があると考えられる． 

技術代替は，単一次元の性能で決定されるような単純なものではない．今日の写真技術

は複雑なシステム性を有しているため，そのシステム性を視野に入れた説明枠組みが必要

となる．さらに，技術変化が既存ビジネスに及ぼす影響を見る上では，ビジネス面でのシ

ステム性についても視野に入れた，複眼的な視点の必要性が示唆される． 

本論文の次章以降の分析では，技術代替のプロセスに注目して，プレーヤーによる行動

のタイミングが有効となったメカニズムの解明に主眼を置く．先行研究では，タイミング

という要因に注目はされていたものの，特定のタイミングでの行動が有効性を持つ原因が

積極的に解明されてきたとは言えない．本論文では，個々のプレーヤーの行動と，その影

響についてのプロセスを検討することにより，ある特定のタイミングでの対抗的な行動の

有効性のメカニズムが解明しうると考えられるのである． 
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第３節 研究の方法 

事例の選択：写真のデジタル化時期の写真プリント業界 

本研究は，写真のデジタル化という技術変化と，その変化に直面した写真プリントを担

うビジネス（ラボやミニラボ機器による「お店プリント」のビジネス・システム）を分析

対象として取り上げる．本研究の課題は，デジタル化という技術の変化期を挟んで，ラボ

業界（あるいは「お店プリント」のビジネス・システム）が粘り強く生き残っているメカ

ニズムを解明することである．詳細については第２章で確かめるものの，写真技術は，近

年，短期間のうちに根本的に変化した領域の一つであり，その技術変化によって，写真プ

リントのビジネスも甚大な影響を受ける可能性が存在した．それにもかかわらず，銀塩写

真時代から写真プリントを担ってきたラボ業界は，デジタル写真に対応しながら，非常に

粘り強く存続している．こうした点に注目すると，写真プリントのビジネスは，技術変化

に直面した一つの産業が存続し続けるメカニズムを探求するのに適した分析対象であると

考えられる． 

なお，本研究では分析対象を日本国内の写真業界に限定する．その理由は，まず日本国

内の状況に注目することで，このデジタル化の問題について深くメカニズムを探求し，そ

の把握を行う必要があると考えたからである．その本質的な点についてはともかく，多様

な詳細にまで注目するならば，デジタル化の進展の程度や写真業界の構造は，国や地域の

地理的な特性によって大きく異なる．そのため，このようなバックグラウンドの異なる状

況におけるデジタル化の進展は，この日本国内の研究を確実に遂行した上で進むべき次の

課題であると筆者は認識している．現時点で国際比較を行うよりも，日本国内の経時的な

分析を行うことを筆者は選択した．  

本研究の分析単位を，日本国内の写真プリントのビジネスであるとするならば，本研究

は，写真プリントのビジネスによるデジタル化への対応に関する単一事例の事例研究とい

うことになる． 

本研究で展開されるような，多様な要素技術から成る技術システムと，多様な経済主体

から成るシステム性とを分析の視野に入れながら，プレーヤー間の相互作用を通して，「お

店プリント」のビジネス・システムが生き残った因果メカニズムを解明するためには，単

一事例の事例研究以外の研究方法は採りえないと考えることも可能である．しかしながら，

単一事例の事例研究というアプローチには，因果メカニズムを明らかにするのに適したア

プローチであるという側面があるものの，同時に以下のようなポイントについても配慮し
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ておく必要がある(Yin, 1989; Ragin, 1990; Sjoberg, et al. 1991; Chesbrough, 2001)．すな

わち，①構成概念妥当性，②内的妥当性，③外的妥当性，④信頼性，という 4 つのポイン

トである．以下では，これらの問題に対する本研究の立場と対応について簡単に説明して

おきたい． 

① 構成概念妥当性（construct validity） 

 構成概念妥当性とは，研究中で取り扱われる概念とデータとの対応関係が適切であるか

という問題である．本論文では，なるべく多様なデータを併用し，それらを組み合わせる

ことで，構成概念妥当性についてチェックできるように努めた．このことは，異なるデー

タで概念の測定を行っても，同一の概念を測定しているのであれば，同様の結果が得られ

るはずであるという考えに基づいている（convergent validity）． 

ここで，複数のデータを組み合わせる利点について，少し詳しく説明しておきたい．異

なる複数のデータを組み合わせる，いわゆる多元的方法（multiple methods）を採ること

によって，それぞれのデータ固有の欠点や限界をある程度まで克服できると考えられる．  

たとえば，本研究の問いを解明するために証拠として用いたデータは，インタビュー・

データとアヴェイラブル・データ（available data）の二種類である．アヴェイラブル・デ

ータではデータのカバー範囲が広いため分析対象全体の傾向を掴むことに利点があるもの

の，他方で一次データではなく，個別の当事者の意図や行動について詳細に解明すること

は困難である．これに対して，インタビュー・データではアヴェイラブル・データには表

れない，当事者にしか知りえない認識や意図，および具体的な行動内容に関する「生々し

い」情報が豊富であるという利点が存在するため，本論文ではアヴェイラブル・データば

かりでなく，インタビュー・データに依拠している部分が多々存在する． 

しかしながら，他方でインタビュー・データ（もしくはフィールドリサーチという方法

全般）には次のような弱点が存在することが指摘されている（Singleton and Straits, 2005）．

すなわち，「信頼性と妥当性のチェックが困難である」，「自分が調査対象になっていること

を意識してしまうことが，調査結果に影響を及ぼす（reactive measurement）」，「追試が困

難である」といった問題である．これとは対照的に，アヴェイラブル・データには，以下

のような利点がある．すなわち，「信頼性と妥当性のチェックが比較的行い易い」，「自分が

調査対象になっていることを意識してしまうことの，測定への影響の心配が小さい」，「追

試が容易である」である． 

 インタビュー・データとアヴェイラブル・データには，それぞれ上記のような固有のデ
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ータ特性が備わっているため，両者を併用することで，それぞれのデータの弱点を補完し

合いながら，両者の強みを生かした実証研究が可能になると考えることができる． 

② 内的妥当性(internal validity) 

これは，その説明モデルが本当に妥当であるのか，という問題である．この問題に対し

て，本研究では多様な見解を対抗仮説として排除できるように、可能な限り豊富な事例記

述を行うことで解決する努力をしている（Campbell, 1988）． 

③ 外的妥当性(external validity) 

これは研究によって得られた説明モデルが，一般化できるかという問題である．本論文

が展開する理論的説明では，人間の合理的な行為に還元しているというレベルでの一般性

をチェックすることが可能となることを念頭に置いた記述を行うように努めている．ただ

し，本論文で提示されるパターンと同様のパターンが，他の産業でもあてはめることがで

きるかというレベルでの一般化に関しては，本論文では関心を持っているわけではない． 

④ 信頼性(reliability) 

これは，追試可能性の問題であり，具体的には，同じケースを用いて，同じ研究上の操

作を繰り返せば，同じ結果が得られるかという問題である．この問題に対して，本研究で

は以下のような対応をとることによって，信頼性を確保するよう努めた．公表されている

アヴェイラブル・データについては、その出所やデータ処理の手続きを明記するなどして，

恣意的な情報処理や解釈の可能性についてチェックできるよう努力を行っている．また，

インタビュー・データについては，インタビューの聞き手（筆者）による恣意的な解釈を

可能な限り排除するべく，発言内容と論文のコンテクストとの整合性に関して，事後的に

発言者に対して確認を取ることで，信頼性の確保に努めている． 

 

データ収集 

 本研究では，写真のデジタル化と，写真プリントのビジネスに従事する個々のプレーヤ

ーの行動のレベルまで可能な限り正確に把握するために，多様なデータ・ソースに依拠し

ている．具体的には，政府等の公的機関による統計データ（「工業統計調査」「商業統計調

査」「消費動向調査」など），業界団体が発表する統計データ，関連する企業の『有価証券

報告書』や IR 資料，カタログ，社史などのほか，雑誌・新聞記事も参考にしている．その

中で，雑誌記事については，ラボを含む写真関連業界に関連する記事だけではなく，写真

や PC 等に関する一般消費者向け雑誌記事も参考にして，インタビューの事後的バイアスの
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チェックに活用した．  

本論文が依拠している，これらの個々のデータ・ソースに関しては，本文中および巻末

の参考文献リスト中にて提示するものの，ここではその中でも特に重要なデータである（A）

関係者へのインタビュー，および(B)アヴェイラブル・データの特徴に関して説明しておき

たい．  

（A） 関係者へのインタビュー 

本研究では，写真プリントのビジネスの関係者へのインタビューを実施した．インタビ

ューは，合計 14 名に対して，合計 28 時間に上った．一回あたりのインタビュー時間は，1

時間から 4 時間である．聞き取り調査では，仮説を事前に用意して，その仮説を発言内容

によって検証するという方式を採ったわけではなかったため，質問方式はいずれも非構造

的なものである．ただし，いずれのインタビューでも大まかには共通したトピックスが存

在する．具体的には，「写真のデジタル化という変化を，いつ，どのように察知したのか」，

「銀塩写真がデジタル写真に代替されるという認識については，経時的にどのように変化

していったのか」，「写真のデジタル化に，どのように対応しようとしたのか」，「デジタル

化への対応にはどのような困難性があり，それをどのように解決したのか」，「取引先（供

給者と顧客），および競合は，どのような状況にあったのか」等のトピックスは，本研究の

問題意識と密接に関係しているため，基本的にはいずれのインタビューでも質問を行って

いる． 

全てのインタビューは録音し，別途筆者自身でテープ起こしによる文字化の作業を行っ

ている．その際に，音声を聞き取ることができなかったり，内容理解が不十分であったり

した箇所（特に技術に関連する内容）については，筆者の恣意的な解釈を生じさせる可能

性があるため，メール等の手段を用いて，事後的に発言者本人に確認を取るなどの対応を

行っている． 

なお，インタビューに協力いただいた方に関しては，付録（Ｃ）にリストを記載してい

る． 

 

（B）アヴェイラブル・データ 

本研究では，特に以下の媒体に追う部分が大きい．本研究が活用したデータの特徴につ

いて概観する上で，以下の二つのタイプのデータ・ソースについて簡単に説明しておきた

い． 
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①『フォトマーケット 年度版』，および『フォトマーケット（月刊）』 

これらは，写真関連の業界および市場の動向について幅広くカバーした業界誌である．

特に，本研究の分析の中心となったラボ業界の動向に関する詳細なデータが定期的に掲載

されている．『フォトマーケット』のデータがカバーする範囲は，本研究の分析単位とかな

りの程度一致しており，分析対象の全体的な傾向を把握する上で非常に有用なデータを提

供している．さらに，時系列のデータを収集できるという利点もある． 

本調査では，デジタル化への流れが徐々に顕在化した 1990 年代以降の，『フォトマーケ

ット年度版』および『フォトマーケット（月間）』の関連記事を全て複写して，そこで収集

されたデータを分析に用いている． 

②『日本写真学会誌』および企業公表の技術開発レポート 

銀塩写真とデジタル写真の，それぞれの技術がどのように発展し，また，それらはどの

ように代替したのかという技術的な背景について把握するために，主として技術関連の論

文やレポートを参考にした．さらに，インタビュー・データに付きまとう事後的な解釈と

いうバイアスを完全に排除することは困難であるものの，これらの技術関連の論文・レポ

ートは，こうしたバイアスをチェックする上で有用なデータ・ソースであると考えられる． 

『日本写真学会誌』は，写真技術全般に関する動向を把握する上で有用な学術的な研究

報告媒体である．ここには最新のデジタル写真の技術動向ばかりではなく，旧技術である

銀塩写真技術に関する歴史的な内容もカバーしている．筆者はデジタル化への流れが活発

になった 1990 年以降の，本研究に関連すると思われる論文を全て複写して，写真技術，と

りわけ写真プリントに関連する技術変化の全体像を把握するのに用いた． 

また，個別の企業レベルの技術開発の詳細を見る上で，企業単位の技術開発に関するレ

ポート（『Fujifilm Research & Development（富士フイルム研究報告）』，『コニカテクニカ

ルレポート』）も参考にしている． 

これらの論文・レポートの中で，この研究が特に参考にしたものについては，巻末のリ

ストに掲載している． 

 

第４節 本論文の構成 

 本論文は 8 つの章から成っている． 

第１章と第２章では，本論文の第３章～第７章で記述される事例分析を行うための準備

としての章である．本章では，本研究の大きな中心的な問いを提示した上で，この問題を
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解明するための有益な視座を得るべく先行研究をレビューする．さらに，研究の方法につ

いても本章で説明を行っている． 

第２章は，この論文が研究対象として取り上げている写真業界に関する背景的な説明を

行っている．具体的には，写真プリントのビジネスの概要およびその成り立ちと変遷，デ

ジタル・カメラによるフィルム式カメラの代替，およびインクジェットプリンタの普及と

性能向上について説明を行っている． 

第３章では，第１章で提示した問題意識を既存の理論と照らし合わせながら，より精緻

な問いを導き，その問いに対する仮説を提示する．そこでは，ラボが写真のデジタル化に

対応する上で，デジタル・ミニラボの開発と普及がカギとなったという点について指摘す

る． 

第４章～第７章では，第３章で提示した仮説について具体的に確かめていく． 

第４章では，デジタル・ミニラボの導入に先行した企業が，写真のデジタル化をいち早

く察知できた理由について，その事業構造に注目して検討する． 

第５章および第６章では，デジタル・ミニラボが早期に普及したメカニズムについて明

らかにする．そのうち第５章は，ラボ間の競争がデジタル・ミニラボの普及を加速させた

点について検討する．また，第６章は，写真のデジタル化という問題に対して，それほど

強い問題意識を有していなかったような街場のラボにまでデジタル・ミニラボが普及した

メカニズムについて検討を行う． 

第７章は，デジタル・ミニラボが普及した結果，消費者行動にどのような変化が生じた

のかについて，特に需要規模と需要の偏りという観点に注目して検討する． 

第８章は，本論文のまとめを行う．前半で全体の要約を行い，後半では本論文の議論か

ら得られる知見について言及して，議論を締めくくる． 

ただし，デジタル・カメラと IJP の性能進化については，本論文の問題意識の背景を知

る上で非常に不可欠な要素であるものの，やや詳細なデータ分析に基づいているため，そ

れぞれ付録（A）および付録（B）に記述を行っている． 
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第２章   

写真プリントのビジネスと 

デジタル・カメラの台頭           
 

 

 

 本章の目的は，この論文が注目する写真プリントのビジネスに関する基本的な背景につ

いて概観することで，以下の章で展開する議論のための準備を行うことである． 

第１節ではフォトフィニッシングに関するビジネスの概要について，第２節ではミニラ

ボ業界が形成されるまでの経緯と業界の構造的な特徴について，第３節ではデジタル・カ

メラによるフィルム式カメラの代替，第４節ではホームプリントの手段としてのインクジ

ェット・プリンタ（IJP）の普及について，それぞれ確認しておきたい． 

 

第１節 フォトフィニッシング・ビジネスとラボ 

本節では，この論文が特に注目しているラボのビジネスの概要について説明したい．  

第１章で述べた通り，写真のビジネスは多様な経済主体によるビジネス・システムとし

ての特徴を持っている．言い換えるならば，写真のビジネスは単一の商品・サービスの供

給者によって完結するわけではなく，カメラメーカー，フィルムや印画紙の感材メーカー，

現像液などの消耗品メーカー，および現像・プリントサービスの供給者などの多様なプレ

ーヤーによる機能的な補完関係によって成立している． 

これらの写真業界のプレーヤーのうち，本論文が特に注目するのは，現像，およびプリ

ントという，いわゆるフォトフィニッシング（仕上げ）の処理を担うプレーヤーである． 

フォトフィニッシング工程を担うプレーヤーについて詳しく見る前に，現像とプリント

がそれぞれどのような工程であるのかを，簡単に言及しておきたい 14． 

                                                  
14 ここでの現像・プリントの工程は，やや特殊な目的で用いられるリバーサルフィルムや黒白フィルムで

はなく，一般の消費者にとって日常的に用いられていたカラーネガフィルムの処理を念頭に置いている．

ただし，リバーサルフィルムも黒白フィルムも，カラーネガフィルムとは処理プロセスが若干異なるもの

の，現像とプリントの二つの工程によって，紙に焼いた画像を得る点は同一である． 
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(a) 現像 

銀塩写真では，撮影時に，フィルム面上への露光によって光化学反応が生じ，この光化

学反応によって画像情報が記録される．しかし，露光の段階でフィルム面上に残された画

像情報は，目に見えない画像（潜像）である．現像とは，撮影時に作り出された潜像を目

に見える画像に変え，反転画像であるネガフィルムを得るための処理プロセスである．現

像処理は，化学的に画像を形成する銀塩写真特有のものである15． 

現像プロセスは，より具体的には，①現像（感光したハロゲン化銀を，銀に還元するこ

とで画像を浮かび上がらせる），②停止（現像作用を停止させる），③定着（感光しなかっ

た部分のハロゲン化銀を除去する），④漂白（脱銀），⑤水洗，⑥乾燥の工程から成る． 

(b) プリント 

 現像処理によって得られたネガフィルムの画像（反転画像）を，ポジの画像として印画

紙面上に再現するための工程である．プリント工程を得ることによって，消費者は初めて

「紙の写真」を入手することができる．ネガフィルムを基にして，同一の画像を複数得る

こと（焼き増し）や，さまざまなサイズの印画紙にプリントすること（引伸ばし）も，こ

の工程に含まれる． 

写真のビジネスの中で，現像とプリントのサービスを供給するのが「ラボ」である．ラ

ボは，「ミニラボ」という機器を用いて，この処理を行う16． 

なお，次節で詳しく説明する通り，現像・プリントのサービスの供給者は，大まかには，

「ミニラボ店」と「基幹ラボ」とに分けることができる．「ミニラボ店」とは，ミニラボ機

器を用いて現像・プリントの自家処理を行う街の写真店であり，「DPEショップ」とも呼ば

れる17．他方，「基幹ラボ」とは，写真店などの小売店から委託を受けて現像・プリント処

理を専門的に行う業者である．「ラボ」という呼称は，後者の基幹ラボをも含めて，フォト

フィニッシングを手掛ける業者の総称として用いられることもあるが，この論文では特に

前者のミニラボ店（DPEショップ）を指すことにする．  

 

                                                  
15 デジタル・カメラでも「現像」と呼ばれる処理プロセスが存在する．これは，RAW ファイルの画像デ

ータに対して，色や諧調の処理を PC 上で行う処理であり，銀塩写真で行われる現像とは本質的には全く

異なる処理である（豊田(2010), p. 139-143.）． 
16 ミニラボの主要メーカーとしては，ノーリツ鋼機や富士フイルムが挙げられる． 
17 DPE とは，現像(Development)，プリント(Printing)，引伸ばし(Enlargement)の頭文字をとったもの

である． 
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第２節 日本におけるフォトフィニッシング体制の成立と変化 

 本節では，日本国内のフォトフィニッシングのサービスの供給体制がどのように成立し

て，また，それがどのように変化したのかという側面に注目したい．本節で指摘するポイ

ントについて，結論を先取りすると，写真需要の拡大とカラー化という，需要面での構造

的な変化に対応するために，基幹ラボを中心とするフォトフィニッシングのサービスの供

給体制が整備された．しかしながら，1970 年代の半ばに登場したミニラボ機器によって，

フォトフィニッシングのサービスの担い手が，基幹ラボからミニラボ店へとシフトしてい

ったのである． 

 

基幹ラボを中心とした体制の成立 

 最初に，国内の写真の需要構造がどのように変化したのかという点について確かめたい． 

 図 ２－１は，1955 年以降の写真用感材（フィルムおよび印画紙）の国内出荷量を表す．

ここからは，次のような二つの需要の構造的な変化を読み取ることができる．第一は，感

材の需要が急速に拡大した点であり，第二は，カラー化が進展した点である．以下ではそ

れぞれのポイントについて，具体的に見ていきたい． 

第一に，写真感材の需要の拡大について確かめたい．図 ２－１を見ると，データの起点

である 1950 年代にも，黒白写真を中心にある程度の需要が存在していたことが分かる18．

しかしながら，1960 年代の後半からカラー感材の需要が急速に増加し，黒白とカラーの両

方を合わせた写真感材の需要は，1990 年代まで長期にわたって拡大を続けている． 

 写真感材の需要の拡大は，消費者によって写真がより多く撮られるようになったことを

意味しており，それは現像・プリントの需要も拡大したことを示唆している． 

需要の構造的な変化の第二のポイントは，写真のカラー化の進行である．戦前には既に

カラーの写真フィルムが商品として流通していたものの，一般の消費者に広く使用された

わけではなかった19．しかし，図 ２－１から読み取れるように，1960 年までは黒白写真が

                                                  
18 日本では，戦前にもカメラを所有して写真を趣味とする消費者層が存在していた．このような消費者に

対して，撮影機材やフィルム等の写真関連用品を販売し，現像・プリントなどのサービスも行い，さらに

は撮影スタジオを備えた「写真館」の機能も有す，写真に関する業務全般を手掛ける「写真店」が全国的

に存在した．具体的には，戦前の 1945 年時点で，「写真機類および写真材料販売業」は全国に 125 店存在

していた（『商業統計表 昭和 15 年』p. 10）．しかしながら，戦後の写真店の規模までを射程に入れると，

その規模は限定的なものであったと言える． 
19 カラーフィルムの開発は，多層発色式カラーフィルムとして，コダクローム（イーストマン・コダック）

が 1935 年に発売，アグファカラー（アグファ）が 1936 年に開発されている．さらに，日本の小西六写真
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中心であったものの，1970 年代の初めにフィルムと印画紙の両方でカラーが黒白を逆転し，

それ以降はカラー写真が中心になった．1980 年時点で，黒白フィルムが全フィルムに占め

る割合は 15％程度にまで低下した．  

 

図 ２－１ 写真用フィルムと印画紙の国内出荷量 
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（注）国内出荷量は，国内生産＋輸入－輸出の値である． 
[出所] 経済産業省化学工業統計，財務省貿易統計．（ただし，『フォトマーケット 2010 年度』 p.44 から

の孫引き） 

 

現像とプリントの処理量がそれほど多くはなく，また，比較的処理が簡単な黒白写真が

中心であった時代には，現像やプリントの加工処理は，撮影者自身が行うか，あるいは撮

影者が写真店に依頼し，そこで処理が行われる方式が採られていた．しかしながら，上記

のような需要構造の急速かつ大規模な変化にフォトフィニッシングのサービスも対応する

必要から，基幹ラボを中心とした全国をカバーする現像・プリントのサービス網が構築さ

れたのである．基幹ラボでの集中処理は，特に処理スピードと品質維持という側面で，需

                                                                                                                                                  
工業が 1940 年にさくら天然色フィルムを開発，発売していたものの，第二次大戦を背景にした経済統制の

影響もあり，一般にはあまり浸透しなかった（さくら天然色フィルムは 1944 年に生産中止）．さくらカラ

ーとして再販売になったのは，終戦後の 1948 年である．なお，これらはいずれもリバーサルフィルムであ

った．石川（1997）, p. 389-428.， 小西六写真工業株式会社（1973）, p. 174-199.． 
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要構造の変化に対応したものであった．以下では，この点について簡単に言及しておきた

い． 

写真需要が拡大すると，従来までの写真店での処理で全ての需要量をカバーすることが

困難となった．しかしながら，自動現像機やプリンタの設備を取り揃えた基幹ラボが，現

像・プリント処理に特化して処理を行えば，大量の現像・プリント処理をより迅速に処理

することが可能である． 

また，カラー写真は，黒白写真と比較して，現像・プリントの処理プロセスが複雑であ

った．具体的には，現像液の調合や，温度，時間等の条件についても厳密に管理する必要

があり，しかも，感材メーカーごとに，処理方法が異なっていた．こうした問題に対処し

て最終的な仕上がりの品質を維持するために，カラーフィルムの発売当初から，感材メー

カーが主導して基幹ラボを系列化し，そこで集中的に処理を行う体制が構築された． 

1960 年代の半ばには，街の写真店を取次窓口として基幹ラボで集中処理を行うという体

制による，フォトフィニッシングのサービス網がほぼ全国をカバーするようになった20． 

 

ミニラボ化の進展 

 写真需要の拡大とカラー化という需要構造の変化を背景に構築された，基幹ラボで集中

的に現像・プリント処理を行うという仕組みは，1970 年代半ばのミニラボ機器の登場によ

って転機を迎える．  

ミニラボ機器とは，現像・プリントを行う小型機器であり，写真店が現像・プリントを

外部の基幹ラボに委託せずに自家処理を行うことを可能にした．基幹ラボに処理を委託す

る場合には，消費者が撮影済みフィルムを預けてからプリント写真を得るまでに数日の日

数を要したのに対して，ミニラボで自家処理を行えば，輸送に要する時間を省略すること

ができるため，「即日仕上げ」も可能となった．ミニラボの処理の迅速性は，「撮影した写

真をすぐに見たい」という欲求を持つ消費者から見て，最大の利点であった． 

そのため，従来まで取次業務に特化していた写真店の中には，ミニラボ機器を導入して

処理時間を短縮し，他店との競争上の差別化を図ろうとする動きが見られるようになった．

ミニラボ機器は 1980 年代に入ると街の写真店に急速に普及した．図 ２－２は，ミニラボ

店と基幹ラボの数の推移を表している．1980 年時点では，基幹ラボ（メインラボ・左目盛）

が 635 ヵ所であったのに対して，ミニラボ店（右目盛）は 1,995 ヵ所である．しかし，そ

                                                  
20 富士写真フイルム（1984）, p. 114-118.，日本カラーラボ協会（不明）p. 12-23. 
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の後の推移に注目すると，基幹ラボの数はそれほど増加していないのに対して，ミニラボ

店の数は，ピークとなる 2001 年まで，非常に早いペースを持続させながら増加しているこ

とが分かる． 

 

図 ２－２ 国内のラボの事業者数 
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[出所] 『フォトマーケット 2010 年度版』p. 160. 

 

 図 ２－２で見たような，街の写真店へのミニラボ機器の普及は，基幹ラボからミニラボ

店への現像・プリント需要のシフトをもたらした．図 ２－３は，国内の現像・プリント（DP）

の売上を，小売レベルと基幹ラボ（メインラボ）のレベルとに分割して表示したものであ

る．この図からは，1980 年代以降，フォトフィニッシングの中心が，基幹ラボからミニラ

ボ店へとシフトしていったことが指摘できる．  

 この点について，もう少し具体的に確かめたい．ミニラボ機器が存在せず，現像・プリ

ントの処理が基幹ラボで集中的に行われていた 1970 年時点では，国内の小売レベルの DP

売上である 2,920 億円（実施値）のうちの約 3 分の 1 に該当する 2,000 億円が，基幹ラボ

によるものであった．言い換えるならば，「実際に処理を行う基幹ラボ」と，「取次窓口と

しての小売店（写真店）」，という分業関係が明確であった時期には，写真店の窓口で消費
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者から得られる現像・プリントの売上のうち，約 3 分の 2 が実際に作業を行った基幹ラボ

のものになり，残りの約 3 分の 1 が注文を取次いだ小売店（写真店）のものになるという，

売上の分配構造が読み取れる． 

しかしながら，それ以降の推移を見ると，全体の DP 売上は増加しているにもかかわらず，

基幹ラボの売上については 1985 年をピークに減少に転じていることが分かる．基幹ラボに

代わって売上を伸ばしているのは，小売（写真店）である．つまり，全体の DP 売上のうち，

小売（写真店）が得る割合が高まり，逆に基幹ラボの得る割合が減少しているのである． 

このような売上の分配構造の変化は，小売（写真店）がミニラボを導入したことによっ

て，基幹ラボへの委託から自家処理に転換したことに起因していると考えられる． 

 

図 ２－３ ＤＰ売上の内訳 
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（注） 図はカラー写真のみの値である．なお，消費者物価指数でデフレートしている（2005 年＝100）． 
[出所] 『フォトマーケット 2010 年度版』 p. 161 

 

 

ラボ業界の構造の特徴 

本項では，ラボ業界の業界構造の特徴について，店舗の規模と経営形態（法人か，個人
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商店か）に注目して簡単に確かめておきたい．ここからは，次のような特徴が浮き彫りに

なる．すなわち，多くのラボ店の物理的な規模（売場面積）はあまり大きくないものの，

近年は一部で大型化の傾向が認められる．また，経営形態に注目すると，1980 年代の半ば

までは個人経営が多かったものの，法人の割合が急速に高まっており，その背後には，チ

ェーンストアの占める割合の高まりが影響していると考えられる． 

これらの点について具体的に確かめていきたい． 

表 ２－１～表 ２－４は，国内の写真機・写真材料小売業の商店の規模別の構成について

まとめたものである21．表 ２－１と表 ２－２の時間間隔のみが 6 年であり，その他の表の

間の間隔は全て 8 年である．なお，ここでは規模については，従業員数と売場面積の二つ

の観点で検討することにしたい．これらの表から，ラボ業界の特徴として，次の２点を指

摘することができる． 

第一に，個々の店舗の規模の小ささと，規模が一部で大型化の傾向にあることについて

指摘することができる． 

1985 年時点の事業規模を見ると（表 ２－１を参照），従業員規模も売場面積も，非常に

小規模であったことが分かる．たとえば，左側の表の従業員数では，法人と個人とを合計

した 4 人以下の事業規模の店舗が，1885 年時点では全体の 91.6％を占める．つまり，国内

の写真店の大半が，4 名以下の従業員で運営されていることが分かる．さらに，右側の表の

売場面積を見ると，法人と個人とを合計した50㎡未満の店舗が全体の86.4％を占めており，

国内の写真店の大半が 50 ㎡未満のコンパクトな店舗規模であることが分かる． 

しかしながら，表 ２－２，表 ２－３，表 ２－４より，それ以降の時期の変化に注目す

ると，一部で店舗の大型化が進行している傾向が認められる．特に，売場面積に注目する

と，100 ㎡を超えるような店舗が増加傾向にあることが分かる． 

ラボ業界の構造的な特徴の第二のポイントとして，経営形態の変化について指摘するこ

とができる．1985 年時点で，個人企業が業界全体の約 7 割を占めていたことが分かる（表 

２－１）．しかしながら，個人商店のウェイトは経時的に低下していき，2007 年は約 25％

にまで低下し，それに代わって法人企業が 75％を占めるようになっている（表 ２－４）．  

                                                  
21 『商業統計表』の「写真機・写真材料小売業」というカテゴリーは，厳密には本稿の分析対象である

DPE ショップとは一致しない．しかしながら，写真機・写真材料小売業を営む商店の多くはミニラボ機器

を導入して，DP 事業を展開しているものが多いため（東京都商工指導所, 1994），「写真機・写真材料小売

業」と「DPE ショップ」とは，かなりの程度重複しているものと考えられる．そこで，ここでは『商業統

計表』のデータを参考にして，ラボ業界の構造を推定することにした． 
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表 ２－１ 写真機・写真材料小売業の従業員数および売場面積別の構成（1985 年） 

従業員規模 法人 個人 売り場面積規模 法人 個人

2人以下 12.8% 55.9% 10㎡未満 3.2% 9.6%

3～4人 10.3% 12.6% 10㎡以上　20㎡未満 6.1% 26.7%

5～9人 5.2% 2.0% 20㎡以上　30㎡未満 5.4% 15.2%

10～19人 1.0% 0.0% 30㎡以上　50㎡未満 7.2% 13.0%

20～29人 0.1% 0.0% 50㎡以上　100㎡未満 5.5% 5.2%

30～49人 0.1% 0.0% 100㎡以上　250㎡未満 1.4% 0.7%

50～99人 0.0% 0.0% 250㎡以上　500㎡未満 0.4% 0.0%

100人以上 0.0% 0.0% 500㎡以上　1000㎡未満 0.0% 0.0%

合計 29.4% 70.6% 1000㎡以上　1500㎡未満 0.0% 0.0%

1500㎡以上　3000㎡未満 0.0% 0.0%

不詳 0.1% 0.1%

合計 29.4% 70.6%  

[出所] 『商業統計表 産業編，第１巻（総括表）昭和 60 年』 p. 126-127, 170-171. 

 

表 ２－２ 写真機・写真材料小売業の従業員数および売場面積別の構成（1991 年） 

従業員規模 法人 個人 売り場面積規模 法人 個人

2人以下 13.7% 47.1% 10㎡未満 2.7% 6.8%

3～4人 14.0% 12.1% 10㎡以上　20㎡未満 6.4% 20.1%

5～9人 9.3% 1.9% 20㎡以上　30㎡未満 6.0% 13.1%

10～19人 1.5% 0.1% 30㎡以上　50㎡未満 9.9% 13.7%

20～29人 0.2% 0.0% 50㎡以上　100㎡未満 9.3% 6.2%

30～49人 0.1% 0.0% 100㎡以上　250㎡未満 2.9% 0.9%

50～99人 0.0% 0.0% 250㎡以上　500㎡未満 1.2% 0.1%

100人以上 0.0% 0.0% 500㎡以上　1000㎡未満 0.1% 0.0%

合計 38.9% 61.1% 1000㎡以上　1500㎡未満 0.0% 0.0%

1500㎡以上　3000㎡未満 0.0% 0.0%

3000㎡以上 0.0% 0.0%

不詳 0.2% 0.1%

合計 38.9% 61.1%  

[出所]『商業統計表 産業編，第１巻（総括表），平成 3 年』 p. 132-133, 176-177. 
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表 ２－３ 写真機・写真材料小売業の従業員数および売場面積別の構成（1999 年） 

従業員規模 法人 個人 売り場面積規模 法人 個人

2人以下 10.4% 36.0% 10㎡未満 1.2% 3.9%

3～4人 16.8% 10.1% 10㎡以上　20㎡未満 5.1% 13.5%

5～9人 17.4% 2.7% 20㎡以上　30㎡未満 6.7% 10.9%

10～19人 5.7% 0.2% 30㎡以上　50㎡未満 13.3% 12.7%

20～29人 0.5% 0.0% 50㎡以上　100㎡未満 14.1% 6.3%

30～49人 0.1% 0.0% 100㎡以上　250㎡未満 7.3% 1.3%

50～99人 0.1% 0.0% 250㎡以上　500㎡未満 2.7% 0.1%

100人以上 0.0% 0.0% 500㎡以上　1000㎡未満 0.1% 0.0%

合計 51.0% 49.0% 1000㎡以上　1500㎡未満 0.0% 0.0%

1500㎡以上　3000㎡未満 0.0% 0.0%

不詳 0.5% 0.2%

合計 51.0% 49.0%  

[出所] 『商業統計表 産業編，第１巻（総括表），平成 11 年』 p. 92-93, 156-157. 

 

表 ２－４ 写真機・写真材料小売業の従業員数および売場面積別の構成（2007 年） 

従業員規模 法人 個人 売り場面積規模 法人 個人

2人以下 5.6% 13.6% 10㎡未満 0.6% 1.0%

3～4人 15.8% 8.4% 10㎡以上　20㎡未満 4.2% 5.2%

5～9人 33.0% 2.6% 20㎡以上　30㎡未満 6.2% 4.8%

10～19人 14.0% 0.0% 30㎡以上　50㎡未満 13.3% 6.9%

20～29人 2.6% 0.0% 50㎡以上　100㎡未満 18.3% 4.5%

30～49人 2.1% 0.0% 100㎡以上　250㎡未満 22.4% 1.8%

50～99人 1.5% 0.0% 250㎡以上　500㎡未満 7.0% 0.2%

100人以上 0.9% 0.0% 500㎡以上　1000㎡未満 0.4% 0.0%

合計 75.4% 24.6% 1000㎡以上　1500㎡未満 0.4% 0.0%

1500㎡以上　3000㎡未満 0.3% 0.0%

不詳 2.4% 0.2%

合計 75.4% 24.6%  

[出所] 『商業統計表 産業編，第１巻（総括表），平成 19 年』 p. 152-153, p. 190-191. 
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チェーン化の進展 

ラボ業界で法人企業の割合が高まっている背景には，業界の中でチェーンストアが占め

る割合が増大している影響があるものと考えられる．この点について，簡単に確かめたい． 

 表 ２－５は，ラボ業界の，店舗数で見たチェーン規模の上位 25 社の店舗数と，その店

舗数のシェアを表したものである．なお，ここでの店舗数は，ミニラボを設置している店

舗に限定している． 

 ここからは，チェーン規模の上位 25 社が占める割合が，1999 年から 2007 年までの 8 年

間で，18.9％から 23.8％へと，約 5 ポイント増加していることが分かる． 

 

表 ２－５ 主要なチェーンラボの店舗数の比較 

 36.5≦HHI≦51.5 67.5≦HHI≦81.8

順位 チェーン名 チェーン店舗数 シェア 順位 チェーン名 チェーン店舗数 シェア

1 フジカラーパレットプラザ 1,063 4.0% 1 フジカラーパレットプラザ 712 4.6%

2 55DPEステーション 632 2.4% 2 カメラのキタムラ 638 4.1%

3 写遊館・フォトスーパー 590 2.2% 3 55ステーション 510 3.3%

4 写真屋さん45チェーン 572 2.2% 4 SNAPS･フォトスーパー 507 3.3%

5 カメラのキタムラ 403 1.5% 5 写真屋さん45チェーン 356 2.3%

6 朝日メディックス 178 0.7% 6 カメラのきむら 80 0.5%

7 マイカルフォトチェーン 173 0.7% 7 ホープカラー 80 0.5%

8 PIKA-1チェーン 163 0.6% 8 コイデカメラ 77 0.5%

9 ナニワ・新日本グループ 110 0.4% 9 カメラのアマノチェーン 66 0.4%

10 フジカラーM・J・C 101 0.4% 10 サンフォート21 66 0.4%

11 イエローカメラ 99 0.4% 11 PIKA-1チェーン 60 0.4%

12 ホープカメラ 95 0.4% 12 AXチェーン 56 0.4%

13 ドイグループチェーン 89 0.3% 13 セレクトカメラ 43 0.3%

14 カメラのきむら 80 0.3% 14 写真屋さん21 43 0.3%

15 クイックフォト35 76 0.3% 15 クイックフォト35 41 0.3%

16 コイデカメラ 71 0.3% 16 アオキカラー 41 0.3%

17 オカベカラー 65 0.2% 17 ファーストカラー 39 0.3%

18 ミヤカメラグループ 63 0.2% 18 フォトスマイル 39 0.3%

19 ビッグテンチェーン 62 0.2% 19 オークワチェーン 39 0.3%

20 サンプラスチェーン 61 0.2% 20 くれよんくらぶ 36 0.2%

21 カラーコピント素敵工場 61 0.2% 21 ヨシダカメラ 35 0.2%

22 ジョイカメラ 60 0.2% 22 カメラのナニワ・写真箱 34 0.2%

23 セレクトカメラ 59 0.2% 23 ローヤル23 33 0.2%

24 カメラのアマノチェーン 56 0.2% 24 タカチホカメラ 31 0.2%

25 高千穂カメラ 50 0.2% 25 フジカラーフォトセンター 30 0.2%

26 その他 21,531 81.1% 26 その他 11,808 76.2%

国内ミニラボ店舗数 26,563 国内ミニラボ店舗数 15,500

1999年4月 2007年4月

 

[出所] 1999 年：『フォトマーケット』1999 年 4 月号, p. 16-17. 
2007 年：『フォトマーケット』2007 年 9 月号, p. 10-11. 

 

ラボ業界のチェーンストア化という観点で，より連続的な構造変化について見るために，
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1995 年以降のチェーン店舗数のシェアを基に，通常は業界の集中度を測定する目的で用い

られるハーフィンダル指数（HHI）の逆数である，等規模換算企業数を算出して，図２－

４にに表した22．図２－４の縦軸は，等規模換算されたチェーンラボ数（以下，「等規模換

算チェーン数」）を表す．すなわち，国内のラボ業界がどの程度チェーン化されているのか

を表し，等規模換算チェーン数の値が小さいほど，国内のラボ業界が少数の大規模チェー

ンによって組織化されていることを意味する．なお，図２－４の等規模換算チェーン数の

「最大値」と「最小値」の二つのグラフの差分は，上位 25 社以下の「その他」の店舗数の

処理方法によって生じるエラーである23． 

ここから読み取れるのは，少なくとも 1995 年以降，ラボ業界ではチェーン化の進行が顕

著であるという点である．等規模換算チェーン数の最大値は，1995 年には約 647 チェーン

であったものが，2009 年には 74 チェーンにまで減少している．裏を返せば，個人経営の

ような，チェーンに属さないラボが急速に姿を消していることが示唆されるのである． 

 

                                                  
22 『フォトマーケット』では，1994 年以前のチェーン規模のデータは公表されていないため，ここでは

1995 年以降のデータに限定している． 
23 等規模換算企業数の「最大値」は，「その他」のチェーンの店舗数を 1 つのチェーンあたり 1 店と想定

したときの値である．また，「最小値」は，「その他」の１つのチェーンあたりの店舗数が，チェーン規模

が 25 位のチェーン企業と同規模であると想定したときの値である． 
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図 ２－４ ラボ業界の等規模換算チェーン数 

0

100

200

300

400

500

600

700

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

最大値

最小値

 

 [出所] 以下のデータソースに基づいて，筆者が計算した． 
1995 年：『フォトマーケット』1995 年 9 月号, p. 16. 
1996 年：『フォトマーケット』1996 年 9 月号, p. 16. 
1997 年：『フォトマーケット』1997 年 9 月号, p. 16. 
1998 年：『フォトマーケット』1998 年 9 月号, p. 16-17. 
1999 年：『フォトマーケット』1999 年 9 月号, p. 16-17. 
2000 年：『フォトマーケット』2000 年 9 月号, p. 14-15. 
2001 年：『フォトマーケット』2001 年 9 月号, p. 14-15. 
2002 年：『フォトマーケット』2002 年 9 月号, p. 14-15. 
2003 年：『フォトマーケット』2003 年 9 月号, p. 14-15. 
2004 年：『フォトマーケット』2004 年 9 月号, p. 12-13. 
2005 年：『フォトマーケット』2005 年 9 月号, p. 12-13. 
2006 年：『フォトマーケット』2006 年 9 月号, p. 10-11. 
2007 年：『フォトマーケット』2007 年 9 月号, p. 10-11. 
2008 年：『フォトマーケット』2008 年 9 月号, p. 10. 
2009 年：『フォトマーケット』2009 年 9 月号, p. 10. 

 

 

第３節 デジタル・カメラによるフィルム式カメラの代替 

 本節では，写真のデジタル化を引き起こしたデジタル・カメラが，いかに台頭したのか

という点について確かめておきたい．ここでは，(1)10 年程度の期間で，デジタル・カメラ
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がフィルム式カメラを代替したこと，および(2)その背後ではデジタル・カメラの機器の高

性能化（高画素化）と低価格化が同時に進行した，という二つのポイントについて指摘し

たい． 

 

デジタル・カメラの台頭と，フィルム式カメラの衰退 

 本項では，第一のポイントである，デジタル・カメラによるフィルム式カメラの代替に

ついて確かめたい． 

 写真フィルムの代わりに，CCDやCMOS等の画像素子によって画像情報（光）をキャッ

チして電子的に画像を得る方式の「電子カメラ」は，1981 年のマビカ（ソニー）によって

最初に実用化された24．マビカは，小型フロッピーディスクに，アナログの画像情報を記録

する方式を採用しており，画像をテレビ画面に映し出したり，専用のプリンタで出力する

ことが可能であった25．マビカは「フィルムを必要としない写真」を初めて実現したカメラ

であるものの，一般に普及するには画質や記録スピードの性能面での問題が存在した．ま

た，アナログでの記録方式であったために，記録繰り返す度に画質が劣化するという問題

も存在した． 

1988 年には，デジタルの画像情報を用いるという意味では，初のデジタル・カメラであ

るFUJIX DS1-P（富士フイルム，市販されず）が開発された．しかしながら，DS-1Pを発

展させた市販モデルであるDS-Xのシステムでの販売価格は 400 万円に上った26． 

ここで紹介したマビカやDS1-Pのような画期的な機種以外にも，1980 年代から 1990 年

代の前半にかけて，感材メーカーや電気メーカーを中心に電子カメラの商品化が相次いで

なされたものの，一般の消費者が日常的な目的で使用するには，価格，および性能の両面

で十分なものとは言えず，デジタル・カメラの用途は非常に限定されていた27．  

                                                  
24 豊田（2009）は，画像情報の媒体となる信号のタイプによって，写真を次のように分類している．まず，

化学的信号か，電気信号かという観点で，（A）銀塩写真と（B）電子的な写真とに分けることができる．

さらに，（B）の電子的な写真は，電気信号のタイプによって，(α)アナログの電子的写真（スチルビデオ）

と，(β)デジタル写真とに分けられる．この分類方法に従うのであれば，マビカのようなアナログ方式の電

子カメラは（α）に，DS1-P のようなデジタル方式の電子カメラは（β）に，それぞれ分類される．ただ

し，本論文の問題意識に基づくならば，｢銀塩か，非銀塩か｣という区分が重要であり，｢（電気信号が）デ

ジタルか，アナログか｣という分類上の問題はそれほど重要ではないと思われる． 
25 日本写真博物館（2000）p. 2. 
26 日本写真博物館（2000）p. 2. 
27 当初は電子カメラ本体や記録媒体であるメモリーの価格が高価であるばかりでなく，メモリーの容量

が小さかったため，撮影者にとっては撮影しても画像を保存できる枚数が少ないという問題も深刻であっ
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デジタル・カメラが一般の消費者にも受け入れられるようになる契機を作ったのは，1995

年にカシオから発売されたQV-10 である．QV-10 は，従来のデジタル・カメラと比較して，

非常に低価格（6 万 5 千円）で，小型の液晶ディスプレイを搭載するなどの斬新な特徴を備

えており，消費者からは「PCの入力機」という位置づけで受容されたと考えることができ

る28． 

QV-10 の成功を起点にして，デジタル・カメラの販売は急速に拡大した．図２－５はス

チルカメラの新規出荷台数を表している．1995 年以降，デジタル・カメラの出荷は急速に

拡大し，他方で，フィルム式カメラの出荷が 1997 年をピークに減少している．2001 年に

はデジタル・カメラの新規出荷台数がフィルム式カメラの出荷台数を逆転し，さらに 2008

年にはフィルム式カメラの統計上のカテゴリーが消滅してしまっている．QV-10 の登場か

ら 10 年あまりの短期間で，デジタル・カメラはフィルム式カメラを市場から駆逐してしま

ったと言える． 

                                                                                                                                                  
た．したがって，これらの初期の電子カメラは，たとえば画像データの電送が可能であるという利点を強

調して，報道写真などの特殊な用途での利用が中心であった．ジャーナリズムの世界では，迅速に画像情

報を発表する必要から，積極的にデジタル・カメラを取り入れた（飯沢（2004）p. 51-87.）． 
28 QV-10 の購入者を対象としたアンケートの結果によると，80％が「パソコンに画像を取り込める」とい

う点を重視していた．全日本カラーラボ協会(不明) p. 51． 
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図 ２－５ スチルカメラの新規出荷台数 
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[出所] フィルム式カメラ：日本写真機工業会（ただし，『フォトマーケット 2010 年度版』p. 53-57 の孫

引き） 
デジタル・カメラ：カメラ映像機器工業会ホームページ（2010 年 5 月 7 日最終確認） 

 

また，図２－６は，スチルカメラ（フィルム式カメラ，デジタル・カメラ）を含む，主

要な製品の普及率の推移を表す．2000 年代に入ると，フィルム式カメラの普及率は急速に

低下して，それに代わってデジタル・カメラの普及率が急速に高まっている．両者の普及

率が逆転するのは 2006 年である． 
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図 ２－６ 普及率の推移（フィルム式カメラ，デジタル・カメラ，ＰＣ，IJP） 
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[出所] 内閣府「消費動向調査」，総務省「国勢調査報告」，カメラ映像機器工業会ホームページ（2010 年

5 月 7 日最終確認） 
（注）2005 年度以降のフィルム式カメラの普及率は存在しないため，フィルム式カメラの新規出荷台数か

ら累積稼働台数を求め，それを世帯数で除するという手順で筆者が推算した．また，IJP について

も，普及率のデータが存在しないため，2005 年以降のフィルム式カメラと同様の方法で，筆者が推

算した．フィルム式カメラも IJP も，法的な耐用年数の基準を参考にして，消費者による保有期間

を 5 年と設定している． 

 

カメラ機能付携帯電話の普及 

 図２－５，図２－６では，「スチルカメラ」という製品カテゴリー内で，デジタル・カメ

ラがフィルム式カメラを代替した点について確かめた．しかし，さらに注目すべきは，「ス

チルカメラ」という製品カテゴリーの範囲外でも，消費者の間にデジタル・カメラが普及

したという側面についてである．すなわち，カメラ機能を搭載した携帯電話が普及したと

いう事実について指摘しておきたい． 

カメラ機能が搭載された携帯電話は，2000 年に登場した．携帯電話のカメラには，携帯

電話のメール機能を用いることで撮影した写真を容易に送信できる，小型であるため手軽

な記録装置として用いることができる，という利点がある．さらに，そうした利点に加え
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て，通常のデジタル・カメラと同様に撮影した写真を紙にプリントすることも可能である29． 

図２－７は，カメラ機能付携帯電話の普及の程度を表している．ピンク色のグラフ（左

目盛）はカメラ機能付携帯電話の契約者数を表し，青色のグラフ（右目盛）はカメラ付携

帯電話が携帯電話の契約数に占める割合を表している．カメラ機能の搭載された割合（青

色，右目盛）に注目すると，2005 年時点で「たとえデジタル・カメラを所有していなくと

も，携帯電話の所有者のうちの 8 割は，携帯電話を用いてデジタル写真の撮影が可能な状

態にあった」と捉えることが可能となる． 

カメラ機能付携帯電話が普及したことは，デジタル写真のユーザーの裾野をさらに広げ

る影響があったものと推測される30． 

 

図 ２－７ カメラ機能付携帯電話の普及 
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[出所] 総務省『情報通信白書 2005』p. 87. 

                                                  
29 携帯電話に搭載されたカメラは，通常のデジタル・カメラと比べると，筐体のサイズの制約が大きいた

め，画質性能が低いという問題が存在した．たとえば，2000 年に登場した，最初の機種（J-SH04, J フォ

ン）は 6 万画素しかなかった．しかしながら，2002 年には 35 万画素，さらには 2003 年 5 月には 100 万

画素を超える「メガピクセル」の機種が登場し，またそれ以降も画素数は継続的に向上している（『日経

MJ（流通新聞）』2003 年 6 月 3 日）． 
30 別の調査報告によると，2006 年時点で，カメラ機能が搭載された携帯電話は全体の 96％に達しており，

カメラ機能付携帯電話のユーザーのうちの76％が，1ヶ月に1回以上の頻度でカメラ機能を利用している．

インプレス R&D（2006）『ケータイ利用者動向調査報告書 2007』, p. 137-146. 
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デジタル・カメラの進化：性能向上と価格低下 

 デジタル・カメラが急速に普及した背後では，デジタル・カメラのコスト・パフォーマン

ス比の向上が寄与していたと考えることができる．以下では，デジタル・カメラのコスト・

パフォーマンス比がどのように変化したのかについて確かめたい． 

 図２－８は，横軸にデジタル・カメラ 1 台あたりの平均画素数，縦軸に 1 台あたりの平

均価格をとって，年別にプロットしたものである．図２－８上の，原点と各点とを結んだ

直線の傾きは「1 画素あたりの価格」を意味しており，「価格あたり性能（ここでは画素数）」

であるコスト・パフォーマンス比の逆数である．したがって，原点と各点とを結んだ直線

の傾きが小さくなるほど，コスト・パフォーマンス比が高くなることを意味する．ただし，

1995－1998 年の期間と，1999－2009 年の期間では，それぞれ異なるデータソースに基づ

いて，異なる方法のデータ処理を行っているので，混同を避けるべく 2 本の不連続なグラ

フに分割して表示している． 

 図２－８を見ると，1995 年から 2009 年までの全期間を通じて，1 画素あたりの価格は

低下しており，言い換えるならばコスト・パフォーマンス比が向上していることが分かる．

1 画素あたりの価格の推移について，特に 1999 年以降（青色のグラフ）に注目して，もう

少し詳しく見てみたい． 

 青色のグラフが表す 1999年から 2009年の期間のうち，1999年から 2002年の 3年間で，

平均価格は 65％程度にまで下落しており，価格の下落が顕著であることが分かる．しかし，

価格下落のペースは，2002 年以降，緩やかになっている． 

他方，平均画素数は，1999 年ごろには既に 200 万画素近くに達している．これは，通常

のサービスサイズのプリントを肉眼で見るという鑑賞方法であれば，画質の粗さはそれほ

ど感じられにくいレベルである．画素数については，2002 年以降に高画素化が加速してい

ることが分かる． 
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図 ２－８ デジタル・カメラの性能と価格の関係 
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（注）以下のデータを基に，「平均画素数」と「デジタル・カメラの単価」を筆者が算出した．「単価」に

ついては，消費者物価指数でデフレート済み（2005 年＝100）． 
[出所] 1995～1998 年：日本カメラ博物館編『デジタルカメラヒストリー』p. 32-48. 

1999～2009 年：カメラ映像機器工業会ホームページ（2010 年 5 月 7 日最終確認） 

 

 

本節のポイントについてまとめたい．本節ではデジタル・カメラがいかにしてフィルム

式カメラを代替したのかという側面について確かめた．QV-10 以降，10 年程度の期間で，

デジタル・カメラはフィルム式カメラを代替してしまい，その代替と並行してカメラ機能

付携帯電話も高い水準にまで普及していったという点について明らかにした．さらに，デ

ジタル・カメラの普及の背景では，価格の低下と画質性能の向上が同時に進行したことが

寄与していたものと考えられるのである． 

 

第４節 ＩＪＰの普及と性能進化 

 本節では，写真プリントのビジネスを担ってきたラボの地位を脅かすことになった， IJP

に注目して，IJP がどの程度消費者に普及たのかという点と，IJP がどのように性能を向上

させてきたのかという側面について簡単に確かめておきたい． 
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最初に，IJP の需要規模と平均的な価格の水準について見ておきたい．図２－９は，IJP

の国内出荷台数と，1 台あたりの平均価格を表している．平均価格は国内出荷額を国内出荷

台数で除して求めている．なお，ここでの IJP には，複合機も含まれている． 

最初に平均価格に注目すると，2009 年は 1999 年の 65％程度の水準まで平均価格が下落

しており，全期間を通して低価格化が進行していることが分かる． 

これに対して，出荷台数に注目すると，およそ 600 万台程度の水準で推移しており，コ

ンスタントに需要が存在していることが分かる．出荷台数は，本体価格の下落の影響をそ

れほど受けていないように思われる． 

 

図 ２－９ ＩＪＰ本体の出荷台数と平均価格 
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[出所] 電子情報技術産業協会（JEITA）ホームページのデータを基に筆者が計算した．（2010 年 5 月 7
日最終確認） 

（注）消費者物価指数でデフレート済み． 

 

それでは，IJPは一般消費者にどの程度普及しているのだろうか．前掲の図２－６を見る

と，IJPの普及率は比較的高い水準にあることが分かる31．デジタル・カメラの普及率と比

                                                  
31 ただし，この普及率は，新規出荷台数をベースにして筆者が推算したものであり，その際に保有期間を
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較すると，デジタル・カメラが普及するよりも早いタイミングで，ホームプリントのツー

ルであるIJPがある程度の水準まで普及していたと見ることができるのである． 

表２－６は，写真プリント需要の推移を表している．ここからは，デジタル写真のプリ

ントでは，IJP によるホームプリントが，初期の「お店プリント」による写真プリントを大

きく下回っていることが分かる．たとえば，2000 年を見ると，「お店プリント」のプリント

枚数が 1,950 万枚であるのに対して，ホームプリントは 2 億 6,000 万枚の規模があり，両

者の間には 13 倍もの需要規模の差が存在した．つまり，少なくともデジタル写真に限定す

れば，IJP は，デジタル写真の標準的なプリント手段としての地位を獲得しつつあったと見

ることが可能である． 

ただし，当初，デジタル写真をラボでプリントする「お店プリント」はIJP等によるホー

ムプリントと比べると劣勢に立たされていたにもかかわらず，その後の推移を見ると，写

真プリントの需要を取り込むことができ，ホームプリントに比肩する水準にまで拡大して

いることが読み取れる32．  

 

                                                                                                                                                  
5 年として設定している．したがって，消費者の買い替えサイクルがこれよりも短い場合，普及率は図２

－６で示した水準よりも低くなる．たとえば，保有期間を 3 年として普及率を推参すると，約 36～39％程

度にまで低下する． 

32 デジタル写真プリントで最初は出遅れた「お店プリント」が，IJP を急速に巻き返すことができたのは，

デジタル写真の「お店プリント」のインフラが急速に整備されたことで，写真の消費者を取り込むことが

できたからである，と考えることができる．この点については，第 3 章で検討したい． 
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表 ２－６  写真プリント需要の推移 

　　左段：プリント枚数（万枚）

　　右段：全プリントに占める割合（％）

1997 1,222,470 99.4% 100 - 7,000 0.6%

1998 1,170,980 99.1% 400 - 10,000 0.9%

1999 1,138,600 98.8% 900 0.1% 13,000 1.1%

2000 1,072,830 97.4% 1,950 0.2% 26,000 2.4%

2001 994,910 94.7% 6,400 0.6% 48,000 4.6%

2002 897,660 88.3% 27,500 2.7% 86,000 8.5%

2003 756,890 75.3% 75,000 7.5% 162,400 16.2%

2004 576,100 60.7% 138,500 14.6% 220,500 23.2%

2005 425,900 47.4% 218,800 24.4% 231,800 25.8%

2006 348,800 37.6% 262,000 28.2% 283,000 30.5%

2007 255,000 27.7% 308,000 32.5% 338,000 35.7%

年
フィルム・プリント デジタル「お店プリント」 ホームプリント（IJP）

デジタル写真銀塩写真

 
（注） デジタル写真の「お店プリント」には，ネット・プリントは含まれていない． 

[出所] 『フォトマーケット 2010 年度版』, p. 98. 

 

 最後に，デジタル写真のプリント手段としての IJP の性能が，どのように変化してきた

のかという点について，「お店プリント」との比較を意識しながら言及しておきたい．画質

と耐久性に注目した IJP の性能に関する詳細な記述については，本論文の議論の煩雑化を

回避するために付録に譲りたい．したがって，ここではそこでの主要なポイントのみにつ

いて言及するにとどめておく． 

 最初に画質面での性能に関しては，2000 年頃には写真を印刷するのにある程度の良好な

品質が得られていた．2004 年時点では，銀塩写真と比較して，遜色のない画質に到達して

いるという評価もある．IJP の解像度ばかりでなく，インク色数の増加や，インク滴の大き
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さのバリエーションの増加，プリント用紙やインク品質，画像情報の処理方法などの多面

的な改良が継続的に行われており，写真プリントの画質は非常に高い水準にあると考えら

れる． 

 他方，画像の耐久性に関しては，当初は非常に脆弱であることが指摘されていたものの，

飛躍的な改善がなされた．デジタル・カメラの普及の初期段階である 1996 年頃の画像の耐

久性は，2 年程度で画像が失われてしまうほどのものであり，「100 年は保存可能」とされ

た銀塩方式のカラーペーパーには遠く及ばないレベルであった．しかし，IJP は画像の耐久

性を急速に向上させ，2004 年時点で既に銀塩写真と遜色のないレベルに達したと結論付け

られている． 

 つまり，デジタル・カメラの普及の進行と並行して， IJPという写真プリント手段が性

能（画質および耐久性）を向上させながら，ある程度の水準で家庭に普及していたと言え

るのである33． 

 

                                                  
33 特許庁（2010）は IJP の性能に関して，以下のように言及している．ここからは，IJP の性能の到達

度を推し測る一助になると思われるので，そのまま引用したい．「インクジェットプリンター全般の性能面

では，ここ 10 年で画質と印刷速度など基本性能の飛躍的向上，ユーザーインターフェース機能，ノン PC
ダイレクト印刷機能，ネットワーク印刷機能など使い勝手の改良などが達成されてきている．このように

高性能・高機能を搭載しつつ，価格面では横ばいか若干の低下までが実現されてきており，低コスト化も

進んできている．一般消費者向けのインクジェットプリンターの場合，画質や印刷速度などの基本性能面

は，既にユーザー満足度のかなり高いレベルにまで達していると考えられる．」特許庁『特許出願技術動向

調査報告書 縁なし印刷技術（要約版）』p. 36. 
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第３章   
デジタル・ミニラボの普及と 

顧客の行動習慣               
 

 

 

第１節 本論文の説明枠組み 

本論文の関心は，既に第１章で述べたように，写真のデジタル化という技術変化によっ

てもたらされる環境変化にもかかわらず，「お店プリント」のビジネス・システムが粘り強

く存続できている理由を問うことにある． 

本章の課題は，この論文の中心的な問題をより明確に設定し，さらに次章以降の章で行

う具体的な分析のための説明枠組みを提示することである．そのために，最初に写真のデ

ジタル化という技術変化がラボやミニラボ機器のメーカーに対して与える影響について整

理する．そこでは，写真のデジタル化が，技術，および市場とのつながりという二つの側

面で，能力破壊的イノベーション（Tushman and Anderson, 1986）の特徴を持つことが浮

き彫りにされる．したがって，このような，写真のデジタル化という能力破壊的イノベー

ションに直面しながらも，「お店プリント」のビジネス・システムがデジタル写真のビジネ

スに適応しながら存続できているのはなぜだろうか，という解明されるべき問題が導かれ

る． 

この問いに対する結論を先取りするならば，デジタル・ミニラボが早期に開発され，普

及したことが，「お店プリント」のビジネス・システムの存続に大きく貢献したと指摘する

ことができる 34．デジタル・ミニラボの普及が果たした役割として，具体的には次の二点

を指摘できる．第一に，デジタル・ミニラボの導入によって，技術的には全く異質なデジ

タル写真の領域での，ラボによるビジネス展開が可能になったという点である．第二に，

デジタル・ミニラボが早期に普及したことによって，消費者が銀塩写真時代に慣れ親しん

だ「撮影した写真をラボに持ち込んでプリントする」という行動習慣を維持させ，デジタ

                                                  
34 デジタル・ミニラボは 1998 年にコニカが開発・導入し，翌年に富士フイルム，ノーリツ鋼機が追随し

ている． 
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ル写真のプリント需要を取り込むことに成功したという点である． 

このような因果経路を念頭に置くと，この論文の説明枠組みは図 ３－１のように表すこ

とができる．写真のデジタル化は，①銀塩技術をベースに置く，ラボの既存技術の価値を

破壊すると同時に，②消費者の写真の消費手段を多様化することで，従来までのラボと消

費者との関係の変化をもたらしうるものであった．そのため，ラボやミニラボ機器のメー

カーは，写真のデジタル化以降も存続するのは困難であると推論される（図 ３－１の上側）． 

しかし，実際にはラボはデジタル写真のビジネスを展開しながら，非常に粘り強く存続

している．その背後には，次のようなメカニズムが存在すると考えられる．すなわち，デ

ジタル・カメラが登場して消費者に浸透を始めても，消費者の慣れ親しんだ行動習慣が直

ちに変化するわけではない．旧来の消費者の行動習慣が持続するタイミングで，デジタル

写真の「お店プリント」のサービスのインフラが早期に整ったことが，消費者の行動習慣

の変化を防止し，つまりは消費者をラボにつなぎとめることができ，ラボが粘り強く存続

することができたと考えることができるのである． 

以上のような因果経路を想定しながら，「お店プリント」のビジネス・システムが，写真

のデジタル化以降も生き残ったメカニズムを明らかにしていくことが本論文の立場である． 

 

図 ３－１ 本論文の説明枠組み 

写真の消費手段の多様化

写真のデジタル化

ラボの技術的対応の困難性

ラボの消滅

　点線矢印：先行研究に基づく論理的推論による因果経路
　実線矢印：本研究の事例で観察された因果経路

デジタル・ミニラボの早期普及
（「お店プリント」のインフラ確立）

「お店プリント」の利用

行動習慣の変化の
スピードの遅さ

〈写真技術〉 〈消費者〉 〈「お店プリント」のビジネス・システム〉

先行研究から推論される事象ラボの必要性の喪失

ラボの存続デジタル写真での生存領域の確保

第４，５，６章

第７章

 

 

第２節 写真のデジタル化がラボに及ぼしうる影響 

写真のデジタル化とその影響 

 本節では，既存研究の知見を視野に入れながら，この論文の問いをより明確に設定する．
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最初に，写真のデジタル化という技術変化を，どのように位置づけることができるかにつ

いて考察したい． 

1995 年に一般消費者向けの実用的なデジタル・カメラのモデルである「QV-10」がカシ

オから発売されたことを契機にして，デジタル・カメラはフィルム式カメラを急速に代替

していった．その結果，銀塩写真に代わってデジタル写真が一般的なものになった． 

ここではフィルム式カメラとデジタル・カメラの代替について確かめたい．図３－２は

フィルム式カメラとデジタル・カメラの普及率を表す．フィルム式カメラの普及率は 1995

年以降も高水準のまま推移していたものの，2000 年代に入ると急速に低下し，それに代わ

ってデジタル・カメラの普及率が向上している．2006 年にはフィルム式カメラとデジタル・

カメラの普及率が逆転している 35．この図からは，銀塩写真からデジタル写真への代替が

瞬間的に生じたわけではなく，両者が逆転するまでに 10 年程度の移行期間を介在させてい

ることが窺える．しかしながら，スチルカメラという領域では，圧倒的にデジタル・カメ

ラが中心になり，結局は銀塩写真がデジタル写真によってほぼ代替されたと言える．  

                                                  
35 なお，カメラ映像機器工業会が公表しているフィルム式カメラの新規出荷台数に関しては，2008 年以

降，統計分類から姿を消しており，スチルカメラは全てデジタル・カメラとなっている． 
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図 ３－２  フィルム式カメラとデジタル・カメラの普及率 
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（注）04 年以前のデジタル・カメラの普及率のデータには，カメラ機能付携帯電話が含まれる． 
 内閣府「消費動向調査」では，2005 年以降のフィルム式カメラの普及率は公表されていないため，

新規の出荷台数の累計値から稼働台数を推算し，稼働台数を世帯数で除すという手順で，筆者が推計

した． 
[出所] 内閣府「消費動向調査」（『フォトマーケット 2010 年度版』, p. 180-181.からの孫引き），総務省「国

勢調査報告」，カメラ映像機器工業会公表データを基に筆者作成． 

 

 写真のデジタル化というイノベーションは，「お店プリント」のビジネス・システムに対

して，技術および市場の両面で強い変革力（transilience）を持つことが指摘できる36．以

下では技術の側面と市場の側面での，それぞれの影響について検討したい． 

第一に，技術面での影響を見ると，旧技術の銀塩写真と新技術のデジタル写真とでは画

像形成の原理が全く異なるため，プリント処理のプロセスで必要とされる知識や技能が大

きく異なると考えられる． 

この点についてもう少し具体的に検討したい．表 ３－１は銀塩写真とデジタル写真との

技術を比較するためにまとめたものである．銀塩写真で目に見える画像を作り出すための

ベースになっているのは，ハロゲン化銀の感光性という化学的原理である．したがって，

ラボが現像やプリント処理を行うための技術について端的に表現するならば，「フィルム面

                                                  
36 ここで用いた「変革力」という概念は，Abernathy and Clark(1985)によって導入されたものである． 
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と印画紙面上におけるハロゲン化銀の化学反応の条件のコントロール」であると言っても

よい． 

これに対して，デジタル写真は CCD や CMOS 等の受光素子から入力された電気信号を

電子的に処理することで目に見える画像を形成していくものであり，そこでは，電子回路

やソフトウェアに関する技術が中心になる．つまり，画像形成のベースになっているのは

電子的な原理である． 

このように，化学的原理で画像を形成する銀塩写真の技術システムと，電子的原理で画

像を形成するデジタル写真の技術システムとでは，コアとなる技術が全く異なっていると

言える．したがって，銀塩写真のビジネス・システムの個別要素であったラボやミニラボ

機器は，デジタルの写真のビジネス・システムとは技術的に相容れないがゆえに，ラボが

デジタル写真のビジネスを展開するは困難であると推論されるのである． 

 

表 ３－１ 銀塩写真とデジタル写真の技術の比較 

撮影 現像 プリント 記録・保存

主体 撮影者（カメラ） ラボ（ミニラボ） ラボ（ミニラボ） フィルム

画像 潜像（不可視） ネガ（可視） ポジ（可視） ネガ（可視）

フィルム面上の露光跡を
安定化させる。

ハロゲン化銀の化学反応を、
台紙（印画紙）上で引き起こす。

　①現像 　①引伸

　②停止 　②現像

　③定着 　③停止

　④水洗 　④定着

　⑤水洗

主体 撮影者（カメラ） デジタルカメラ
ラボ（ミニラボ）
ＰＣ用プリンタ
液晶モニタ

メモリーカード、CD-
R等の電子メディア

画像
電気信号（不可視）

ただし、現像処理済の画像データを
モニタ上で見ることは可能。

JPEGなどの画像ファイル
（不可視）

ポジ（可視）
電子ファイル

（不可視）

【銀塩方式】ハロゲン化銀の化学反応
を、台紙（印画紙）上で引き起こす。

【インクジェット方式】台紙にインクを
直接吹き付ける。

【昇華式】インクリボンからインクを
熱によって転写する。

デジタル信号処理
  ・センサー補正処理
  ・デ・モザイク処理
  ・色補正（ホワイトバランス補正）
  ・ＲＧＢ信号処理　　　　　　など

フィルム式カメラ
（銀塩写真）

デジタルカメラ
（デジタル写真）

露光によって、
フィルム上のハロゲン化銀に、

化学変化を起こさせる。
プロセス

撮像素子（ＣＣＤなど）でキャッチされ
た光を電気信号に変換。

プロセス

 

 

第二に，消費者行動への写真のデジタル化による影響について検討すると，写真のデジ

タル化によって，ラボと消費者との関係に顕著な変化が生じる可能性を指摘することがで

きる．銀塩写真（とりわけネガ）では，撮影済みのフィルムに現像・プリントという特殊

な加工処理を施さなければ，実際に写真を見ることができなかったため，大半の消費者に
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とってラボは必要不可欠な存在であった 37．しかしながら，デジタル写真では，消費者の

画像の消費方法が多様化したため，消費者は必ずしもラボを利用しなくとも，写真画像を

見ることが可能になった（図 ３－３を参照）．デジタル写真での具体的な画像消費の方法

は，(1)カメラ内蔵のモニタやPCモニタ等の画面上で画像を見る（プリントしない），(2)イ

ンクジェット・プリンタ等の個人プリンタで出力する（ホームプリント），(3)ラボでプリン

トする，という３つの選択肢に大別できる．つまり，写真がデジタル化したことによって，

消費者にとってはラボで写真をプリントする必然性が失われてしまったと考えることがで

きる． 

 

図 ３－３ 銀塩写真とデジタル写真の消費者行動の比較 

撮影

撮影
 ・LSIによる画像処理
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写真のデジタル化については，多面的な変化として捉えることが可能ではあるものの，

少なくともラボや，そこで用いられる機材を製造するミニラボ・メーカーにとっては，既

存技術の価値を低下させる能力破壊的イノベーションであったと位置づけることができる

であろう（Tushman and Anderson, 1986）．しかも，顧客が画像を楽しむための手段が多

様化するポテンシャルを有していたことを考えれば，市場との結びつきを破壊するという

意味においても能力破壊的なイノベーションになりえたものだと考えることが可能である． 

つまり，先行研究に基づいて考えるのであれば，図 ３－１の上側の経路で表されるよう

                                                  
37 たとえば，現像やプリントの処理を行うためには，遮光状態を確保するための暗室をはじめとする，特

殊な設備や機器が必要である．さらに，薬剤の調合や温度管理，および処理時間等の諸条件をコントロー

ルするためには，ある程度の専門的な知識が必要となる． 
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に，ラボやミニラボ機器のメーカーにとって，デジタル写真への転換は，技術面でも市場

面でも著しく困難なはずであると推論できるのである（Tushman and Anderson, 1986; 

Leonard-Barton, 1992; Tripsas and Gavetti, 2000）38．したがって，デジタル化という能

力破壊的イノベーションに対応することが出来ずに,ラボやミニラボ機器のメーカーが急

速に，また全面的に消滅する可能性もあったと考えることができる． 

 

ラボによるデジタル写真のビジネス展開 

しかしながら，銀塩写真に代わってデジタル写真がスチル写真の標準的な地位を獲得し

たにもかかわらず，ラボはデジタル写真のビジネスに適応しながら，依然として存続し続

けている．この点について，具体的に確かめたい． 

第一に，ラボによるデジタル写真のビジネスへの適応について確かめる．図３－４は，

ラボで処理されるプリント数量の推移を表す．青色のグラフはフィルム写真のプリント（フ

ィルム・プリント）の枚数を，ピンク色のグラフはデジタル・カメラで撮影された写真（デ

ジタル・プリント）のプリント枚数を，黒色のグラフはフィルム・プリントとデジタル・

プリントの合計のプリント枚数を，それぞれ表している．フィルム・プリントの需要は 2002

年の約 6 分の 1 程度にまで減少しているとはいうものの，それを補うデジタル・プリント

が増加しているため，合計のプリント需要の落ち込みの程度は緩やかになっていることが，

この図から読み取れる． 

したがって，ラボが，既存の銀塩写真技術とは全く異質の技術を求められるデジタル写

真の領域でビジネスを展開しており，しかもある程度の需要を獲得できていると考えるこ

とができる． 

 

                                                  
38 ラボにとっての写真のデジタル化を Abernathy and Clark(1985)の枠組みに当てはめると，技術と市場

の両面で強い変革力を有すイノベーションであることから，「アーキテクチュラル」に分類される． 
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図 ３－４ 写真プリント需要の推移 
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[出所]『フォトマーケット 2010 年度版』, p. 98 より筆者作成． 

 

第二に，デジタル化以降もラボが存続しているという点について確かめたい．図３－５

の青色のグラフは，ミニラボを設置しているラボの店舗数の推移を示す．ラボの店舗数は

ピーク時の 2001 年と比較して半分程度まで減少しているとはいうものの，2008 年時点に

おいても 1990 年時点の水準を上回る店舗数が存続していることが分かる． 
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図 ３－５ ミニラボ設置店舗数の推移 
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[出所]『フォトマーケット 2000 年度版』, p. 185 および『フォトマーケット 2009 年度版』, p. 147 の

データを基に筆者作成． 
 

つまり，ラボは写真のデジタル化によって消滅してしまう可能性があったにもかかわら

ず，実際には図３－４および図３－５で確認したように，デジタル写真の領域でのプリン

ト需要をある程度取り込むことに成功しており，また，依然として 1 万店を超える水準で

存続できているのである． 

ここから，本論文の中心的な問いとなる，二つの疑問が生じる．第一に，なぜ，ラボは

技術的に異質であるはずのデジタル写真のビジネスを展開することができたのだろうか，

という疑問である．すなわち，化学反応を中核とするラボやミニラボ機器のメーカーの技

術では，デジタル写真には対応することは困難であると予測されたにもかかわらず，それ

が実現したのはなぜだろうか． 

第二に，消費者にとっての写真のプリント手段が多様化しているにもかかわらず，ラボ

が需要を獲得できているのはなぜだろうかという疑問である． 

次節では，この二つ問題について具体的に検討していきたい．  
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第３節 デジタル・ミニラボの普及と顧客の行動習慣 

本節では，ラボが生き残る上で，デジタル・ミニラボの果たした役割について具体的に

検討していきたい． 

ラボやミニラボ機器メーカーが，技術的に全く異質なデジタル写真の分野でビジネスを

展開できているのはなぜだろうか．また，写真プリントの手段が多様化しているにもかか

わらず，ラボがデジタル写真のプリント需要をある程度獲得できているのはなぜだろうか． 

この二つの問いに対する結論を先取りするならば，ラボとデジタル写真のそれぞれのイ

ンターフェース同士を技術的に結びつけるデジタル・ミニラボが登場し，さらにデジタル・

ミニラボがラボ業界に広く普及したためである．個々のラボにとっては，デジタル・ミニ

ラボを導入することで，デジタル写真へのビジネス展開が可能となった．さらに，デジタ

ル・ミニラボが早期にラボに普及したため，銀塩写真時代に消費者が身につけた「撮影し

た写真をラボに持ち込む」という行動習慣が維持され，ラボは消費者をつなぎとめること

ができた． 

このメカニズムについて，以下ではより詳しく検討していきたい． 

 

デジタル・ミニラボの仕組み 

デジタル・ミニラボの登場と普及が，ラボが存続する上で果たした役割について検討す

る前に，デジタル・ミニラボがどのようなものであるのかという点について，明らかにし

ておきたい． 

デジタル・ミニラボとは，デジタルの画像情報に基づいてプリント画像を作り出す仕組

みのミニラボ機器である．旧来のアナログ方式の光学式ミニラボによるフィルム・プリン

ト処理では，現像済のフィルム（ネガ）に強い光を通すことで，ネガ上のアナログの画像

情報をそのまま印画紙面に再現する（図３－６を参照）．これに対し，デジタル・ミニラボ

では①銀塩写真を含む全ての画像情報を一旦デジタル信号化し，②デジタル信号化された

画像情報に基づいて，レーザー等を用いて印画紙に露光させる（図３－７を参照），という

二段階のプロセスを辿る39． 

                                                  
39 初期のデジタル・ミニラボによる印画紙への露光のための光源としては，レーザーのほか，蛍光管や

LED 等が用いられた．具体的には，富士フイルムがレーザーを，その他のノーリツ鋼機やコニカが蛍光管

や LED を採用した． 
なお，デジタル・ミニラボでフィルム写真をプリントする場合，ネガ面上のアナログの画像情報がスキ

ャナによって読み取られ，デジタル信号に変換される． 
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図 ３－６ 光学式ミニラボ（アナログ）の概要図 

〔アナログ〕 

〔アナログ〕 

光源（ハロゲンランプ）

ネガ

印画紙

図 ３－７ デジタル・ミニラボの概要図 

 

〔アナログ〕 

〔デジタル〕 

光源（レーザーなど）

印画紙

〔アナログ〕 

[出所] 図３－６，３－７ともにノーリツ鋼機 IR 資料（Mar. 2001）の画像を，筆者が加工して用いた． 
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この仕組みを，画像情報のタイプ（アナログかデジタルか）に注目して，より模式的に

表現すると図３－８のようになる．すなわち，アナログの光学式ミニラボでは，画像情報

をアナログ形式のまま印画紙面に再現するのに対して，デジタル・ミニラボでは全ての画

像情報をいったんデジタル信号に変換し，その情報に基づいてプリント時に再びアナログ

の画像を作り出すというプロセスを取るのである．したがって，最初からデジタルの画像

情報であるデジタル写真のプリントにも，デジタル・ミニラボは対応できることになる． 

 

図 ３－８ 光学式ミニラボとデジタル・ミニラボの処理プロセスの比較 

ネガ プリント

アナログ アナログ

アナログ アナログデジタル

光で直接照射

電子信号化 レーザーで照射

〔銀塩写真〕

〔デジタル写真〕

〔銀塩写真〕

デジタル

ネガ プリント

光学式ミニラボ

デジタルミニラボ

記録メディア

 

 

 

デジタル・ミニラボと消費者の行動習慣 

それでは，「お店プリント」のビジネス・システムが生き残る上で，デジタル・ミニラボ

はどのような役割を果たしたのだろうか．そこで重要なポイントになっているのは，①デ

ジタル・ミニラボが銀塩写真とデジタル写真の両方に対応できるミニラボ機器であること，

および②「撮影した写真をラボでプリントする」という行動習慣を消費者が依然として保

有している時期にデジタル・ミニラボが普及したこと，という２点である．それぞれのポ

イントについて，検討したい． 

まず，①のポイントについて考えたい．デジタル・ミニラボは銀塩写真とデジタル写真

の両方に対応できるミニラボ機器であったため，デジタル・ミニラボを介して，ラボがデ

ジタル写真のビジネス・システムに参加することが可能になった．すなわち，もともとラ

ボとデジタル写真とは技術的に相容れないものであったものの，デジタル・ミニラボを導

入することによって両者のインターフェースを適合させることができたため，ラボはデジ
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タル写真のプリント処理を行うことが可能になったのである．このことは，デジタル・ミ

ニラボは，銀塩写真とデジタル写真という全く異質の技術システムを連結することによっ

て，ラボをデジタル・カメラの補完財にしたと捉えることが可能である 40． 

②のポイントについて検討すると，デジタル・ミニラボが早いタイミングで普及したこ

とが，消費者をラボにつなぎとめたと考えることができる．デジタル・カメラの普及の初

期段階では，消費者が銀塩写真時代に慣れ親しんだ，「撮影した写真（フィルム）をラボに

持ち込んで，紙にプリントされた写真を受け取る」という行動習慣が根強く残っていたと

考えられる．写真が銀塩写真からデジタル写真へと代替されつつあるタイミングで，銀塩

写真ばかりでなくデジタル写真にも対応可能なデジタル・ミニラボが普及したことで，消

費者はデジタル写真であっても従来の銀塩写真とほとんど同じ感覚で，紙にプリントされ

た写真を入手することができるようになった 41．つまり，デジタル・ミニラボは，消費者

が過去に慣れ親しんだ行動習慣の変質を未然に防止し，それを維持させたと考えることが

できる．このように考えると，デジタル・ミニラボは消費者の行動習慣という意味でも，

銀塩写真からデジタル写真への移行期をスムーズにつないだと言えるのである． 

 

諸要素間のタイミングの関係 

ここで，銀塩写真とデジタル写真の代替のタイミングと，デジタル・ミニラボが普及し

たタイミングについて，具体的にデータで確かめたい．スチルカメラの普及率（前掲の図

３－２）を見ると， 2005 年までは，デジタル・カメラよりもフィルム式カメラの方が高か

った．  

また，デジタル・ミニラボの普及について見てみたい．図３－９のピンク色のグラフは，

デジタル・ミニラボの普及台数であり，青色のグラフはデジタル・ミニラボの普及率を表

す．デジタル・ミニラボは 1998 年に登場すると，早いペースで普及が進行して，2005 年

には普及率が既に 50 パーセントを超えている． 

図３－２と図３－９の２つのグラフを比較すると，デジタル・カメラが主流になる以前

                                                  
40 デジタル・カメラの補完財としては，たとえば PC や IJP を挙げることができる． 
41 デジタル・ミニラボと同じ基本機構を有したプリント機器は，1996 年に富士フイルムから主に基幹ラ

ボ向けに発売されていた．デジタル・ミニラボが登場する以前は，デジタル・プリントを受注すると，基

幹ラボに外注することによって，デジタル・プリントに対応していた．その場合のプリント処理は店頭で

行うものではなかったため，受け取りまでに数日の日数を要した．したがって，個別のラボ店にデジタル・

ミニラボが導入されたことによって，デジタル・プリントの自家処理が可能になり，スピード仕上げが可

能になったのである．  
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に,フィルム・プリントとデジタル・プリントの両方に対応可能なデジタル・ミニラボが広

く設置されていたことが分かる．  

 

図 ３－９ デジタル・ミニラボの普及状況 
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[出所]『フォトマーケット』(2009 年 2 月号), p.6－7． 

 

表 ３－２ （年表）デジタル化の進行と，デジタル・ミニラボの普及 

年 デジタル・カメラ デジタル・ミニラボ 

1995 年 デジタル・カメラ QV-10 登場  

1996 年  
基幹ラボ向けデジタル写真プリント機器発売

（富士フイルム「フロンティア」） 

1998 年  デジタル・ミニラボの市場投入開始 

2005 年  デジタル・ミニラボの普及率が 50％を超える

2006 年 
デジタル・ミニラボの普及率が， 

フィルム式カメラの普及率を上回る

デジタル・プリントが， 

フィルム・プリントを上回る（枚数ベース）

 - 60 - 



さらに写真のデジタル化という技術変化，およびデジタル・ミニラボの普及という要素

のタイミングに加えて，消費者の行動習慣の変化のタイミングにも注目しながら，議論を

整理したい（図３－10 を参照）． 

「撮影した写真をラボに持ち込んでプリントする」という銀塩感材時代に形成された消

費者の行動習慣は，過去の経験によって個々の消費者に「染み付く」性質のものであると

考えられる．したがって，銀塩写真時代に培われた消費者の行動習慣は，技術変化が生じ

たタイミングで瞬間的に失われて，同時に，古い行動習慣に代わってデジタル写真に対応

した全く新しい行動習慣が生まれる，といった変化の仕方は考えにくい．むしろ，過去の

行動習慣が，時間の経過と共に徐々に変質していく性質のものであると考えられる．した

がって，技術変化が生じてから，消費者の行動習慣が全面的に変化してしまうまでの間に

は，時間的なラグが存在するものと考えられる． 

図 ３－９で確かめたように，デジタル・ミニラボという「お店プリント」のインフラがあ

る程度整ったのは，デジタル写真よりも銀塩写真の方がまだ優勢であった時期であり，こ

の時期には「ラボに持ち込む」という消費者の行動習慣が依然として残っていたと考えら

れる．ゆえに，消費者にとっては，デジタル・カメラで撮影した写真であっても，銀塩写

真の時代に慣れ親しんだ行動習慣に従えば，銀塩写真時代と全く同じ感覚で紙にプリント

された写真を入手することができるというメリットが存在したと考えることができるので

ある． 

視点を変えるならば，技術変化と消費者の行動習慣の変化との間の時間的なラグを利用

することで，「お店プリント」のビジネス・システムによって打ち出された技術変化への対

抗策（デジタル・ミニラボを導入すること）が有効に作用したと言える． 
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図 ３－１０ 写真のデジタル化と消費者行動の変化 

【ミニラボ技術】

銀塩写真 デジタル写真
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【消費者行動】

代替の途中プロセス

技術変化のタイミング：
このタイミングで消費者行動も

デジタル写真に対応したものへと変化を始める

ラボでプリント

変化を防止

普及プロセス

 

 

第４節 まとめ 

先行研究では，技術転換期に既存企業が旧来の経営資源を捨てて新技術に適応すること

は困難であるため，淘汰されやすいという指摘がなされてきた（Tushman and Anderson, 

1986; Leonard-Barton, 1992; Tripsas and Gavetti, 2000）．しかしながら，こうした知見に

基づいて，写真のデジタル化という技術変化にラボやミニラボ機器メーカーに対応するの

が困難であると推論されたにもかかわらず，実際にはラボやミニラボ機器メーカーは，デ

ジタル写真のビジネスに対応しながら粘り強く生き残っていることが分かった．本章では，

消費者の行動習慣の時間的な変化パターンと既存能力活用の時間的なパターンに着目して，

ラボやミニラボ機器のメーカーが生き残っている理由として，デジタル・ミニラボが①ラ

ボとデジタル写真とのインターフェースを適合させたこと，②「撮影した写真をラボに持

ち込む」という銀塩写真の時代に培われた消費者の行動習慣を維持させたこと，という２

点を指摘した． 

こうした点を踏まえた上で，以下の章では，「お店プリント」のビジネス・システムのプ

レーヤーが技術変化や代替という脅威にどのように対応したのかという側面に注目しなが

ら，これらのプレーヤーが生き残ったメカニズムを解明していく． 
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第４章  

デジタル化の察知                
 

 

 

第１節 本章の問題意識と分析枠組み 

第３章では，デジタル・ミニラボがラボ業界に早期に普及したことによって，「撮影した

写真をラボに持ち込む」という写真の消費者の行動習慣を維持させることができたという

見方を提示した．この主張を基に考察すると，デジタル・ミニラボの普及が遅れれば，「撮

影した写真をラボではなく家庭用プリンタを用いてプリントする」という消費者の行動習

慣の変化が生じてしまう可能性もありえた．したがって「お店プリント」のビジネス・シ

ステムが存続する上で，デジタル・ミニラボが開発・市場投入されたタイミングと，その

普及スピードが非常に重要であったことが指摘できる． 

したがって，本章以降では，デジタル・ミニラボがなぜ早く普及することができたのか

という問題について検討を行う．詳細については次章以下で検討するものの，デジタル・

ミニラボの普及拡大の重大な契機となったのが，一部の積極的なラボの行動であった．本

研究は，その中でもとりわけカメラのキタムラ（以下，「キタムラ」）がデジタル・ミニラ

ボを非常に積極的に導入したことが，ラボ業界全体へのデジタル・ミニラボ普及に大きな

役割を果たしたという側面に注目する． 

最初に検討したいのは，なぜキタムラがデジタル・ミニラボの導入を他のラボに先駆け

て行うことができたのか，という問題である．キタムラがデジタル・ミニラボの導入で先

行できたのは，銀塩写真からデジタル写真への代替という変化について，他のラボよりも

早く察知できたからであると考えることができる．したがって，本章では，キタムラが写

真のデジタル化の脅威をなぜ早期に察知することができたのだろうか，という問題につい

て検討したい． 

この問いに対する結論を先取りすると，キタムラが的確に変化を読むことできたのは，

キタムラが DP 事業だけではなく，カメラ機器の販売も積極的に展開していたことが，非常

に重要なポイントであった．ここでは，写真のデジタル化の直接的な発生源となったカメ

 - 63 - 



ラの販売状況が，写真のデジタル化の進行の程度を示唆する，いわば「先行指標」として

の役割を果たしたものと考えられる． 

本章の主張を模式的に表すと，図 ４－１のようになる．図 ４－１は，プレーヤーとい

う観点から，大きくは消費者（上部）とラボ（下部）とに分けることができる． 

最初に上部の消費者側での，アナログからデジタルへの代替について，簡単に説明した

い．写真のデジタル化は，①カメラ機器と②画像処理（現像・プリント）との，二つのレ

ベルに分けて捉えることができる．まず，消費者が使用するカメラが，フィルム式カメラ

からデジタル・カメラに入れ替わる（①のレベル）．その結果，写真撮影にはフィルムが不

要となるため，フィルムの現像・プリントの需要が減少することになる（②のレベル）．「デ

ジタル・カメラの台頭」，「フィルム式カメラの衰退」，「プリント枚数の減少」という三つ

の現象の間には因果関係が存在し，しかも時間的なラグが存在する． 

このような写真のアナログからデジタルへの代替を，ラボがどのようなタイミングで察

知したのかを表すのが，図 ４－１の下部である．DPだけではなくカメラ販売をも行うラボ

は，消費者側で生じている写真のデジタル化をカメラの販売状況によって察知することが

できた．これに対して，カメラ販売を手掛けないラボは，フィルム・プリント需要が減少

したタイミングでようやくデジタル化の進行について認識できる，というのが，図 ４－１

によって主張したいポイントである．言い換えるならば，環境の変化を知るために何をメ

ルクマールとしていたのかという点での相違が，プレーヤーによる問題の認識や行動のタ

イミングに影響を及ぼした，というものになる． 

 

図 ４－１ 本章の分析枠組み 

撮像手段（カメラ）の変化
(フィルム式カメラ⇒デジタルカメラ)

画像処理方法の変化
（フィルムの不要化）

【アナログからデジタルへの代替】

【ハード販売を手がけるラボ】

【ハード販売を手がけないラボ】

変化の認識 対策

変化の認識 対策

時間の流れ

タイムラグ

消費者側

ラボ側

技術の論理
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本章の以下の議論では，キタムラはなぜ写真のデジタル化という変化を察知できたのか，

という問題意識の下で，次のような流れで分析を進める．第 2 節では，予備的な議論とし

て，キタムラの事業構造の特徴について，一般的なラボと比較しながら浮き彫りにする．

ここでは，キタムラがDP事業だけではなく，カメラ販売も積極的に展開していたことが明

らかにされる．第 3 節では，図 ４－１の分析枠組みについて具体的に検討を行う．キタム

ラと専門ラボとが，それぞれ写真のデジタル化をどのように察知し，さらにどのように対

応したのかというプロセスを明らかにして，キタムラが先行できた理由について検討を行

う．第 4 節では，本章の問題に対する代替的な説明に関して議論を行う． 

 

第２節 キタムラの事業構造の特徴 

ラボ業界の平均的な売上構成 

本章での具体的な分析に入る前の予備的な議論として，本節ではキタムラの事業構造の

特徴について確かめておきたい．すなわち，ここではキタムラがカメラ販売を積極的に展

開していた点について明らかにする． 

キタムラの比較対象として，最初にラボ業界の平均的な事業構造について見ることにす

る．以下では，①ラボの売上構成，および，②デジタル・カメラの販売チャネルに占める

ラボ（写真店）の割合という二つのポイントに注目して，分析を行う．分析の結果明らか

になる結論を先取りすると，一般的なラボにとっては DP サービスが中心的ビジネスであり，

カメラ販売は積極的には行っていないという特徴を有している． 

① ラボの売上構成 

図 ４－２は，個々のラボ店の売上構成を平均化したものである．データは写真業界の専門

誌である『フォトマーケット』が，国内のラボ店に対して実施している質問票調査の結果

に基づいている． 

図 ４－２からは，ラボ業界の売上の半分以上はDPサービス（現像・プリント）によって

占められており，カメラ販売の売上は概ね 10％を下回る程度となっていることが分かる 42．

すなわち，ラボ業界にとっては，カメラ機器の販売というビジネスはそれほど主要なもの

ではないことが窺える． 

 

                                                  
42 この図はラボ業界全体の平均であるため，たとえばカメラ販売をほとんど手掛けない専門ラボや，キタ

ムラのようにカメラ販売を積極的に行うラボが混在している点に注意が必要である． 
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図 ４－２ ラボ業界の平均的な売上構成 
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[出所]  1997 年：『フォトマーケット 1997 年度版』, p. 193. 
1998 年：『フォトマーケット 1998 年度版』, p. 197. 
1999 年：『フォトマーケット 1999 年度版』, p. 198. 
2000 年：『フォトマーケット 2000 年度版』, p. 197. 
2001 年：『フォトマーケット 2001 年度版』, p. 195. 
2002 年：『フォトマーケット 2002 年度版』, p. 191. 
2003 年：『フォトマーケット 2003 年度版』, p. 190. 
2004 年：『フォトマーケット 2004 年度版』, p. 174. 
2005 年：『フォトマーケット 2005 年度版』, p. 160. 

 

② デジタル・カメラの販売チャネルに占めるラボの地位 

第二に，デジタル・カメラの販売チャネルとしてのラボ（写真店）が，どの程度の地位

にあるのかという点について検討したい．図 ４－３はカメラ（ただしコンパクト型に限定

される）の販売チャネルの割合を表す．この図のベースとなるデータは 2004 年から基準が

変更になっており，2003 年以前はフィルム式カメラを，2004 年以降はデジタル・カメラを

表す． 

この図から読み取れる最大の特徴は，フィルム式カメラとデジタル・カメラとでは，流

通チャネルが全く異なっているという点である．すなわち，フィルム式カメラの主要な販

売チャネルは写真専門店（旧来の写真店からラボに派生した業態も含む）であり，電気店
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でのカメラ販売はごくわずかである． 

これに対して，デジタル・カメラでは電気店が最大の販売チャネルとして台頭している．

デジタル・カメラの販売チャネルに関するデータのうち，最も古い 2004 年時点のデジタル・

カメラ（コンパクト型）の販売チャネルに注目すると，写真専門店が 33％であるのに対し

て，電気店が 61％となっている．コンパクト型のデジタル・カメラに限定すると，デジタ

ル・カメラの販売チャネルとしての写真専門店は，電気店に比べてよりマイナーな地位に

なることが分かる． 

 

図 ４－３ コンパクト型カメラの販売チャネル 

写真専門店・フィルム式
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[出所] 『フォトマーケット 2010 年度版』p. 136. 
（注） 2003 年以前は 35mm フィルム式カメラ，2004 年以降はデジタル・カメラである． 

 

①および②の分析から浮かび上がる平均的なラボのビジネスの特徴は， DP 事業を重点

的に行って，カメラ販売についてはそれほど積極的には展開していないというものである．

この点を念頭に置きながら，次項ではキタムラの事業構造の特徴について検討したい． 
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キタムラの事業構造の特徴 

本項では，平均的なラボとは異なり，キタムラがカメラ販売を積極的に展開していると

いう点について確認する． 

 図 ４－４はキタムラの個々の事業の売上高に占める割合（横軸）と，粗利率（縦軸）を

表したものである． 

キタムラでは「映像機器部門」，「プリント部門」，「フィルム部門」の三つの事業で全売

上高の 85％程度を占めている（2001 年 3 月期）．「映像機器部門」はフィルム式カメラ，デ

ジタル・カメラ，ビデオカメラ等を扱う．「フィルム部門」はネガフィルム，リバーサルフ

ィルム等を扱う．「プリント部門」はカラープリント，ポストカード等を扱う．なお，キタ

ムラにはこの三つの事業以外に，パソコン，パソコン周辺機器を扱う「情報機器部門」，お

よび修理，電池等を扱う「その他部門」が存在するが，全事業に対する売上比率が小さい

ため，分析の対象からは除外している． 

この図からは，キタムラが展開する三つの事業がそれぞれに明確な特徴を有しているこ

とが窺える．以下では，それぞれの事業の特徴について見ていくことにする． 

最初に「映像機器部門」の特徴について見たい．キタムラの全売上高に占める「映像機

器部門」の割合は 5 割近くに達しており，キタムラではカメラを含むハード販売に重点が

置かれていることが分かる．しかし，「映像機器部門」の粗利率はそれほど高くはない．図

４からは読み取ることができないものの，「映像機器部門」に関しては，デジタル・カメラ

販売で，キタムラが国内でも有数の販売チャネルであるという点についてもここで指摘し

ておきたい．2005 年 3 月期のキタムラのデジタル・カメラ販売台数は 71 万台であり，同

期間の国内デジタル・カメラ出荷台数は 870 万台である 43．したがって，国内のデジタル・

カメラ販売シェアの 8％をキタムラが担っていることになる．なお，国内のデジタル・カメ

ラの販売シェアの順位は，第 1 位が家電量販店のヤマダ電機，第 2 位がキタムラである．  

「映像機器部門」とは対照的に，「プリント部門」は全売上高に占める割合は 3 割程度と

それほど高くはないものの，粗利率が非常に高い．「フィルム部門」は，売上高の割合は小

さく，また，粗利率もそれほど高くない． 

 つまり，平均的なラボと比較すると，キタムラの事業構造は，DP 事業だけではなく，ハ

                                                  
43 デジタル・カメラの販売チャネルに関する市場シェアは一般的には公表されていないため，『日経 MJ(流
通新聞)』（2005 年 9 月 28 日, p. 1）の記事中から入手したキタムラの販売数量を，国内出荷台数（カメラ

映像機器工業会資料）で除して求めた． 
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ード（カメラ）の販売の割合が高いという特徴を有していることが分かるのである． 

 

図 ４－４ キタムラの個別事業の粗利率と，全売上高に占める割合 
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（注）粗利率については，セグメント別の売上高から商品仕入高を差し引くことで，セグメント別の粗利

額を算出し，それをセグメント別の売上高で除すことで求めた．なお，キタムラの有価証券報告書で

は，「映像・情報関連事業」の占める割合が高いため，セグメント別の営業利益額は記載されていない． 
[出所] 『株式会社キタムラ 有価証券報告書 2000 年 3 月期』 p. 8-11. 

『株式会社キタムラ 有価証券報告書 2001 年 3 月期』 p. 7-10. 
『株式会社キタムラ 有価証券報告書 2002 年 3 月期』 p. 8-12. 
『株式会社キタムラ 有価証券報告書 2003 年 3 月期』 p. 5-9. 
『株式会社キタムラ 有価証券報告書 2004 年 3 月期』 p. 7-11. 

 

 

第３節 デジタル化察知のタイムラグの検討 

本節では，図 ４－１の分析枠組みに沿って分析を行いたい．すなわち，カメラ販売を行

っているか否かという事業構造の相違が，デジタル化という変化を察知するタイミングの

相違として影響した，という側面について検討を行う． 

 

写真のデジタル化の進行―カメラとプリントでの代替― 

ここでは，写真業界が直面した需要構造の変化について確かめたい（図 ４－１の上側）． 

 - 69 - 



図 ４－５は，①フィルム式カメラの販売台数，②デジタル・カメラの販売台数，③フィル

ム・プリントの枚数，④デジタル・プリントの枚数，それぞれの変化について表している．

写真業界が直面した構造変化のタイミングとスピードを見るため，カメラ出荷台数および

プリント枚数の両方を指数化している（1997 年=100）． 

なお，フィルム・プリント枚数に関しては，1996 年以前のデータが存在しないため，そ

れ以前の変化傾向を見るために，印画紙の国内出荷量を基にグラフを描いている（点線部

分）． 

このグラフのポイントは，写真のデジタル化が，カメラとプリントという異なる２つの

レベルで生じ，なおかつ，カメラの代替の影響がプリントに現れるまでにはタイムラグが

存在するという点である．つまり，①カメラの代替，②フィルム・プリント需要の減少，

という順序で問題が顕在化するのである． 

この点について具体的に確認していきたい．図 ４－５のカメラ販売数量のグラフに注目

すると，フィルム式カメラ（青・細線）の販売数量は，1997 年がピークであり，それ以降

急減している．フィルム式カメラの販売が急速に減少しているのに対して，デジタル・カ

メラの販売数量（ピンク・細線）が急増している．特に 1999 年から 2003 年にかけては，

デジタル・カメラの販売数量の拡大が顕著である．2001 年には，デジタル・カメラの販売

がフィルム式カメラの販売を上回っている． 

他方，プリントの需要量の変化に注目すると，フィルム・プリント需要（青・太線）の

減少の程度は，フィルム式カメラの販売台数の減少の程度に比べて，変化が緩慢である．

そのため，フィルム式カメラとフィルム・プリントの変化には，時間的なラグが存在して

いる． 

カメラとプリントの変化についての時間的なラグが生じた理由は，デジタル・カメラが

台頭しても，フィルムのユーザーが依然として存在していることにあると考えられる．フ

ィルム式カメラからデジタル・カメラへと転換した消費者は，フィルム・プリントを行わ

なくなる．しかし，図 ４－５からは，デジタル・カメラ販売が急速に拡大している期間で

あっても，フィルム式カメラの新規販売が続いていることが分かる．つまり，デジタル・

カメラの出荷が急速に拡大してはいるものの，既存のユーザーと新規のユーザーとを合わ

せたフィルム式カメラのユーザーが依然として存在しているため，プリント需要の変化は，

カメラ販売の変化に比べると緩やかになり，それゆえに変化のタイムラグが生じると考え

ることができるのである． 
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図 ４－５ カメラおよび画像処理での，アナログとデジタルの代替 
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[出所] フィルム式カメラ出荷台数，およびデジタル・カメラ出荷台数に関しては，CIPA（カメラ映像機

器工業会）ホームページ（2010 年 11 月 4 日最終確認）． 
フィルム・プリント枚数（1997 年以降）およびデジタル・プリント枚数に関しては，『フォトマ

ーケット 2010 年度版』p. 96-98． 
フィルム・プリント（1996 年以前）に関する原データは経済産業省化学工業統計，財務省貿易統

計であるが，『フォトマーケット 2010 年度版』p. 44.からの孫引きである． 
（注） 指数化にあたっては，次のような方法を採った．カメラ出荷台数（フィルム式およびデジタル・カ

メラの両方を含む）については，フィルム式カメラの 1997 年の出荷台数を基準値（100）として指

数化している．同様に，プリント枚数についても，1997 年のフィルム・プリント枚数を基準値とし

て指数化している．なお，1997 年以前のプリント枚数に関するデータは存在しないため，印画紙の

国内出荷量で代替している． 

 

 本章で検討したいのは，個々のラボがどのタイミングで写真のデジタル化を察知するこ

とができたかという問題である．以下では，カメラで発生した代替が，その後に起こるフ

ィルム・プリントの需要減少の「先行指標」になったという可能性について検討したい．

言い換えるならば，フィルム・プリント需要の減少は，前触れもなく突然始まったもので

はなく，カメラの代替という「兆候」が存在したのである． 

このような問題について検討するために，本稿では，キタムラに特徴的であるカメラ販

売とプリントの両方の事業を同一店舗で展開する事業形態と，多くのラボで見られるよう

な，ほとんどハード販売を手がけずに，現像・プリントを中心とする事業形態との違いに
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着目して考察を行う． 

結論から述べると，キタムラではカメラ販売を行っていたが故に，日々の事業活動を通

じて，デジタル化の進行に関するビビッドな状況認識を行うことが可能であった．これに

対して，カメラ販売を行わないラボ，あるいはカメラ販売をそれほど積極的には行わない

ラボは，日々の事業活動の中ではフィルム・プリントのみの情報にしか接すことのできな

かったため，先行して生じたカメラでのデジタル化を察知できなかった．  

 

キタムラによる意思決定プロセス 

 ここでは，キタムラから見て，デジタル化がどのように映ったのかという視点から，分

析を行いたい． 

キタムラは，フィルム式カメラとデジタル・カメラの売れ行き等に関する，生
ナマ

のデータ

を持っていたため，カメラ販売を通じて，デジタル化の進行を直接感じ取ることができた，

と考えられる．すなわち，フィルム式カメラの衰退とデジタル・カメラの台頭とを，日々

の事業活動の中で直接的に目の当たりにしていた． 

しかも，キタムラでは，店頭で得られたハードの売れ行きに関する市場情報が，トップ

マネジメントに伝わり易い体制が整っていたと言える．この点に関して，たとえば，次の

二点を指摘することができる． 

第一に，キタムラの役員の多くが，販売の現場とトップマネジメントの両方の職を兼務

している点である．キタムラでは，監査役を除く役員 17 名のうち，地域の事業部長もしく

は店長を兼務している役員が 12 名に上る 44．このことは，カメラの売れ筋に関する情報に

精通している店長や事業部長が，キタムラの全社的な意思決定に深く関与していることを

意味する． 

第二に，キタムラのトップマネジメントが市場情報に接する頻度が高い点である．キタ

ムラでは取締役は本社で毎朝ミーティングを実施する．前日までの全店舗の情報は，ネッ

トを経由して本社に伝達される．そのため，販売の現場で収集された売上等に関する情報

の集約が容易であるとともに，さらにその情報がトップマネジメント間で共有され易いと

言える 45． 

                                                  
44 役員による兼務の内訳は，事業部長と店長の両方の兼務が 8 名，事業部長のみ兼務が 3 名，店長のみ兼

務が 1 名である．『株式会社キタムラ 有価証券報告書』 2001 年 3 月期, p. 18-21. 
45 『企業家倶楽部』2009 年 6 月号, p. 20-21. 
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このような体制が整っているがゆえに，キタムラのトップマネジメントはタイムリーで

ノイズの少ない情報を入手し易いものと推測することができるのである． 

店頭で入手される日々のカメラの販売状況から，キタムラは，フィルム式カメラがデジ

タル・カメラによって代替されるということが不可避であるということを悟ったと言える．

この点について，キタムラの菅原孝行氏は次のように述べている． 

 

「（キタムラは）たえず現状を否定して自戒してきた．現状を否定するためには，それ
、、

なりに数字をウォッチしてたら，絶対に数字が変わってくるアクションの始まりって
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

あるじゃないですか．そこで，いかに仮説を立てて，断言できるかなんですよね
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

．常

に最悪のことを考えすぎてもいかんけど，経営っていうのは，松竹梅で物事を考える．

うまくいくのは大事だけど，最悪の場合でも命を落とすことはないよね，ということ

を確認したら，みんなアクションを起こしているはずなんですよ，どんな企業だって．

我々のような経営幹部のように，年齢のいってる者ほど，当時（＝2000 年～2002 年

頃），デジタル時代になったときに，フィルムを否定するってのをしたくはなかった

ですよ．それは分かりますよね．人間って，歳がいくほど，自分の行動とかを否定し

たくはないじゃないですか．『フィルムはなくなるぞ．なくなってしまうと俺たちは

自戒しよう，断言しよう』と思ったことが，今につながっていると思います 46．」 

 

 ここで語られている「アクションの始まり」となる「数字」として，カメラの販売状況

が大きな役割を果たしたと言える 47．ここで語られているように，デジタル・カメラがフ

ィルム式カメラを駆逐してしまうことを前提に据えて，そこから生じうる影響についての

「仮説」が社内で検討された．そこから予測される影響は，キタムラにとって非常に深刻

な影響を及ぼしうるものであった． 

第一に，デジタル・カメラの台頭が，キタムラのカメラ販売事業に及ぼす直接的な影響

が予測された．そこでは，キタムラにとっての中心的な事業であったカメラ販売の魅力度

                                                  
46 キタムラ（2010 年 8 月 10 日）インタビュー：菅原孝行． 
47 キタムラの北村正志会長（当時）は，2002 年のことを振り返って次のように述べている．「2002 年に

なると，（フィルム式）カメラと DP の売上がドスンドスンと落ちて，機械は猛烈に下がっていきます．2002
年に『フィルムは消える』と社内で断言しました．」この発言からは，キタムラがデジタル化を確信する上

で，フィルム式カメラと DP の売上が判断材料になったことが窺える．北村正志（2008）『流通問題アカデ

ミー講演録』, p. 17. 
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が低下してしまうという問題が認識された． 

図 ４－３ですでに確認したように，デジタル・カメラでは販売チャネルが多様化して，電

気店がデジタル・カメラを積極的に取り扱うようになっていた．つまり，キタムラにとっ

ては従来までの競合であったカメラ小売店に加えて，新たに家電量販店が競合となる．そ

のため，フィルム式カメラに比べて，デジタル・カメラで利益を獲得することが困難にな

ると考えられた 48．さらにフィルム式カメラと比較してデジタル・カメラでは，モデルチ

ェンジのサイクルが短期化した．そのため，価格下落のスピードが非常に速く，従業員の

製品に関する知識が追い付かないという問題が生じていた 49． 

第二に，カメラでの代替が，キタムラの他の事業，とりわけDP事業に及ぼしうる間接的

影響も予測された 50．フィルムが不要となれば，現像の需要はなくなる．また，デジタル・

カメラの画像はプリントしなくてもモニタで鑑賞できるため，プリントの需要もなくなっ

てしまう． 

デジタル・カメラがフィルム式カメラを代替することが，キタムラの既存ビジネスに与

えうる影響を検討した結果，カメラのデジタル化はキタムラという会社の存続に関わるレ

ベルの問題であるということが認識された 51．このような変化を前提とするのであれば，

従来のフィルム式カメラ時代に構築したビジネスモデルを脱し，デジタル・カメラを前提

としたビジネスモデルを再構築する必要があると認識されたのである． 

このような問題に対してキタムラが出した答えは，「カメラ販売とプリントの両方で利益

を得る」という既存の収益モデルを見直して，「プリントで利益を出す」という収益モデル

に転換することであった．新しい収益モデルの下では，デジタル・カメラの販売は顧客を

取り込むための機会に過ぎず，極端な場合，デジタル・カメラ販売では利益がほとんどな

くても良いということになる．したがって，デジタル・カメラは安売りを躊躇せずに消費

者を呼び込む 52．カメラ販売で顧客を呼び込んで，その顧客がプリントを行うことによっ

                                                  
48 キタムラ（2010 年 8 月 10 日）インタビュー：菅原孝行． 
49 フィルム式カメラに長く携わった従業員はデジタル・カメラの新商品についていくことに必死であった．

また，そうした従業員からは，「デジカメをいくら売っても儲からない」という不満が噴出した．『企業家

倶楽部』（JUL 2009）p. 15． 
50 キタムラ（2010 年 8 月 10 日）インタビュー：菅原孝行． 
51 北村正志（2007）『流通問題アカデミー議事録』p. 16-17． 
52 フィルム式カメラの販売では，キタムラは他のカメラ小売店が展開した価格競争とは一線を画していた．

（写真流通商社連合会（2004）, p. 282.）したがって，デジタル・カメラで低価格戦略を展開したことは，

キタムラにとっては非常に大きな戦略転換であると考えることができる． 
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て利益を上げるという収益モデルである．そのためには，デジタル・プリントの体制を整

備する必要があるため，デジタル・ミニラボを全店に配備しなければならない，というこ

とになる． 

 以上の議論をまとめると，キタムラはフィルム式カメラとデジタル・カメラの両方を含

むカメラ販売で得られた情報を基に，デジタル化の動きを察知した．さらに，将来の変化

について，継続的に仮説化とその検証を繰り返しながら，実際のアクションにつなげてい

ったことが確かめられた． 

 

カメラド販売を行わない専門ラボとキタムラとの比較 

カメラ販売を行っていたがゆえに，デジタル化という変化を早期に察知して実際のアク

ションにつなげたキタムラに対して，カメラ販売をそれほど積極的には手がけない DPE 専

門店では，デジタル化の兆候を示していたカメラでの代替現象が見過ごされてしまったた

め，写真のデジタル化という問題を脅威として認識するのが遅れたものと考えることがで

きる．DPE 専門店がデジタル化の問題を現実の脅威であると認識するのは，実際に DP 関

連事業の売上の下落が本格化してからであったと推察される．   

写真のデジタル化が，ラボ業界の存続に深刻な影響を及ぼしうる可能性を持っていたに

もかかわらず，それを脅威として認識しなかったラボが決して少なくなかった可能性があ

る．たとえば，東京都内のラボ店である A 写真店の店主は，一般のラボ店が写真のデジタ

ル化をどのように捉え，どのように対応したのかということについて，次のように語って

いる． 

 

「（将来的に電子写真が主流になるということについて）写真業界ってのは結構体質が

古いからね．実際に脅威になんないと，『そんなもん，大したことないや』って感じ

で，（写真のデジタル化が）いざ来ちゃったら，『ああ，ひでー目に遭ったな』って．

そこまで危機感があったかどうかは知らないな 53．」 

 

この発言からは，業界内部の多くのラボが，刻々と進行する写真のデジタル化を緊急性

の高い問題としては認識していなかったことが窺える．つまり，写真のデジタル化が自店

に深刻な影響を及ぼすまでは，実際に対応策を講じることがなかったラボも少なくなかっ

                                                  
53 A 写真店（2010 年 5 月 14 日）インタビュー：店主． 
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たと推察されるのである． 

カメラ販売を手掛けないDPE専門店によるデジタル化の察知が遅れた理由として，カメ

ラの販売状況に関する情報に接していなかったがゆえに，これらのラボが誤った状況認識

を行ってしまった可能性を指摘できる．すなわち，「フィルム・プリントの需要減少」の原

因が「写真のデジタル化」にあるのではなく，「競争の激化」にあると認識されていたと考

えられるのである（図 ４－６参照）．カメラで生じていた，代替という情報に接していて

いなかったゆえに，自店のプリント需要の減少を，図 ４－５で見たようなマクロの構造変

化の中の動きとして位置づけることができずに，競争激化による店舗あたりの需要減少と

して捉えてしまったという見方である．この場合，ハード面での代替に関する情報が欠如

していたばかりでなく，「競争の激化」という第三の要因の存在が状況判断を誤らせるノイ

ズとなったと言うことができる． 

 

図 ４－６ ノイズによる真因特定の困難性 

ハード面の代替

プレーヤーの増加
（競争の激化）

フィルム・プリント需要の減少

 
 

この当時のラボの認識について見るために，東京都商工指導所（1994, 1997）のデータ

を取り上げて検討したい54．このデータは，東京都商工指導所が実施した，写真機小売店に

対する調査結果の一部である．ここで取り上げられている「写真機小売店」というカテゴ

リーは当該調査の分類によるものであり，その大半はミニラボを設置してDPサービスを展

開していると考えられる．このデータは，調査対象が東京都内の写真機小売店に限定され

ており，また，サンプル数（1994 年:N=73，1997 年:N=62）も限定されているため，必ず

しも写真業界の全体的な傾向を把握できるわけではない．しかしながら， 調査実施時点の

ラボ業界の中には「競合が増加しているから，競争が激化している」という認識が少なか

                                                  
54 東京都商工指導所（1994）『平成 6 年度 東京都中小企業経営白書（小売業編）』, p. 413.，東京都商工

指導所（1997）『平成 9 年度 東京都中小企業経営白書（小売業編）』 
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らず存在していた，ということを窺い知ることができる点において有益であると考えられ

る． 

この調査で浮かび上がった，写真機小売店業界の中に存在する「競合が増加しているか

ら，競争が激化している」という認識についてもう少し詳しく検討したい．1994 年の調査

対象となった 73 店のうち，その約半分の 37 店が「競争が激化している」と回答している．

さらに「競争が激化している」と回答した小売店のうち，競争激化の理由として，「同商品

や類似商品の扱い店舗の増加」（32.4%），「同業者の急増」(27.0%)，「大型店やショッピン

グセンター出店」(8.1%)という，競合の増加を要因として挙げている業者が，64.5％に上っ

ている．すなわち，ラボ業界の中には「競合の増加によって，写真店間の競争が激化して

いる」という認識が存在していたことが分かる． 

また，1997 年の調査では質問内容が変更になっているため，1994 年の調査結果と直接比

較することはできないものの，写真機小売店による競争環境上の問題認識を問う質問（複

数回答）に対しては，｢同業店との競合｣（51.6%），｢DS 等新業態の伸長｣（48.4%），｢コン

ビニとの競合｣（27.4%），｢大手専門店チェーンとの競合｣（21.0%）と，1994 年の調査の

ときと同様に，「競合が増加しているから，競争が激化している」という認識が，かなりの

程度存在していることが分かる． 

このような，「競合の増加による競争激化」という写真店の認識そのものについては誤っ

ていなかった点について，｢ラボ業界内部での競争｣と｢ラボ以外の業界との競争｣とに分け

て，以下で具体的に確かめたい． 

第一に，ラボ業界内部での競争について検討したい．図１－２で確認したように，ラボ

業界の店舗数は 2002 年まで増加傾向にあったため，既存のラボ店にとっては，競合のラボ

店の新規出店が競争を激化させる一因であったと考えてもよい． 

第二に，ラボ以外の業界との競争について検討したい．図 ４－７からプリントの受付窓

口について見ると，東京都商工指導所（1994, 1997）で見た 1994 年から 1997 年にかけて

の時期は，プリントの受付窓口としての写真専門店の占める割合が低下しており，それに

代わって，スーパーマーケットやコンビニエンスストアが増加している．つまり，この時

期はラボ業界の外部のプレーヤーであるスーパーマーケットやコンビニエンスストア等の

業態がDP市場を侵食し，既存の写真専門店の地位を脅かしつつあった時期であると捉える

ことが可能である． 
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図 ４－７ 写真プリントの受付窓口の推移 
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[出所] 『フォトマーケット 2010 年度版』p. 133-135. 

 

1994 年から 1997 年という，デジタル・カメラが本格的に台頭する直前の時期には，「競

合ラボの増加」，および「異業種参入による受付窓口の増加」による競争激化という問題が，

ラボの既存ビジネスを脅かしていると認識されていたことが確かめられた．また，図 ４－

５で見たように，フィルム・プリントの需要は 1997 年以降，緩やかではあるものの減少を

続けている．ラボ業界の中には｢競争激化｣と｢プリント需要の減少｣という二つの事象を関

連づけて，「競争の激化こそがフィルム・プリントの減少の原因である」と認識したラボも

存在した可能性がある．すなわち，そのような推論を行ったラボは，写真のデジタル化と

いう現象を，フィルム・プリントの需要減少の真因として特定できなかった可能性が指摘

できるのである． 

ただし，カメラ販売を行わないラボが，図 ４－５で表されるようなマクロの変化につい

て，全く知り得なかったわけではないという点については言及しておく必要がある．たと

えば，カメラ販売に従事しないプレーヤーであっても，フィルム式カメラとデジタル・カ

メラの生産や販売に関する一般的な統計情報によって，デジタル化を察知することは可能
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である 55．しかしながら，キタムラのように，日々の販売活動を通して直接的に得られた

販売データと照らし合わせてこのような一般データを見る場合と，一般的なデータだけを

見る場合とでは，データから実感として受け取られるインパクトの大きさ，あるいはデー

タが意味する内容の生々しさの程度が大きく異なるものと考えられる． 

本節の以上の議論から，キタムラが写真のデジタル化への対応に先行する上で，カメラ

販売を積極的に行っていたことが非常に重大な要因になったと考えることができるのであ

る． 

 

第４節 代替的な説明の排除 

代替的な説明の可能性 

前節では，図 ４－１の分析枠組みに沿って，キタムラがデジタル化という環境変化を察

知できたのは，カメラ販売を行っていたからであるという点について検討した．しかし，

キタムラが他のラボに先行してデジタル・ミニラボを導入したことに関して，別の説明が

成立する可能性があり，その説明を排除しておく必要があるだろう． 

想定される代替的な説明として，次の二つを挙げることができる． 

（１） キタムラが先行したのは，環境変化を察知したからではなく，安易な投資判断の

偶然の結果である，という説明 

キタムラが先行できたのは，デジタル化の将来予測が曖昧なまま，デジタル・ミニラボ

を導入したからである説明も存在しうる．より具体的には，キタムラがデジタル・ミニラ

ボの導入で先行したのは，デジタル化という環境変化を早期に察知できたからではなく，

単にキタムラが安易な投資判断を行って，その偶然の結果として，デジタル化での先行を

もたらしただけであるというものである．もしこのような説明が成立するのであれば，「キ

タムラはどのようにデジタル化という変化を察知できたのか」という本章の問いは成立し

ない． 

（２） キタムラがデジタル化を察知する上で，キタムラの事業構造は無関係である，と

いう説明 

キタムラがデジタル化を察知できたのは，カメラ販売を行っているという事業構造以外

の要因による，という説明も存在しうる．言い換えるならば，「キタムラ以外にもカメラ販

                                                  
55 たとえば，カメラ映像機器工業会（2002 年 10 月以前は日本写真機工業会）は，デジタル・カメラとフ

ィルム式カメラの両方の出荷台数，出荷額等に関する月次データを公表している． 
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売を手掛けるラボが存在するにもかかわらず，キタムラだけがデジタル化への対応で先行

できた．したがって，デジタル化の察知と事業構造とは無関係である」という指摘が存在

しうる．もし，事業構造がデジタル化の察知に寄与しているのであれば，その他のカメラ

販売を手掛けるラボであっても，キタムラと同様に早期にデジタル・ミニラボを導入して

も不思議ではない． 

以下は，以上の二つの予想される説明について，それぞれ検討していきたい． 

 

（１） 安易な投資判断の偶然の結果である，という説明 

具体的には第６章で確かめるものの，キタムラは写真のデジタル化への対応を目的とし

てデジタル・ミニラボを導入した．つまり，デジタル・ミニラボを導入するための目的（写

真のデジタル化への対応）は明確であった．したがって，ここでは，その目的の前提に置

かれている将来的なデジタル化をどの程度読みきっていたのかという，確信の程度につい

て検討すれば良いと考えられる． 

しかし，意思決定時における当事者の確信の程度を正確に把握することは，事後的な解

釈というバイアスが伴う可能性が高く，非常に困難であると考えられる．したがって，こ

こでは代替的に，「キタムラにとってのデジタル・ミニラボ導入が決して容易なものではな

かった」という点を明らかにすることで，写真のデジタル化に対する確信の強さの程度を

確かめたいと考える．  

デジタル・ミニラボの全店導入は，キタムラにとっても非常に負担が大きく，それ故に

重大な決断を迫るものであったということを明らかにするために，ここでは，①デジタル・

ミニラボの導入に伴って，既に実行段階に移されていた戦略案を犠牲にした点，②旧設備

のスクラップが必要だった点，という二点を指摘したい．このような，デジタル・ミニラ

ボへの投資を躊躇させるだけの障害が存在したにもかかわらず，キタムラはあえてデジタ

ル・ミニラボへの投資を判断したと言えるのである．以下では，①と②のそれぞれについ

て詳しく検討を行う． 

①代替案を犠牲にしたデジタル・ミニラボの導入 

 第一に，デジタル・ミニラボの導入が戦略上のトレードオフを必要とした点について検

討したい．デジタル・ミニラボや店頭受付機を全店に導入するために，キタムラは約 70 億
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円の設備投資が必要であった 56．2001 年 3 月期のキタムラ単体の経常利益が 20 億 6 千万

円であり，資本金が約 25 億 1 千万円であるので，70 億円の投資は，単年度利益の 3 倍強，

資本金の 3 倍弱に匹敵する規模であり，その投資の規模は決して小さいものではないと考

えることができる 57． 

このような大規模な投資を必要とするデジタル・ミニラボの導入は，既に実行段階にあ

った拡大戦略の見直しを迫るものでもあった．キタムラの北村正志社長（2003 年当時）は，

「2 年間出店を抑制し，デジカメプリントサービスに優先投資した」と語っている 58．この

発言からは，それまで重視してきた新規出店による成長戦略を犠牲にして，デジタル・ミ

ニラボの全店配備によるデジタル・プリントの体制整備に非常に高いプライオリティを置

いたことが窺える 59．この発言，すなわち，新規出店によるチェーン規模の拡大という代

替的な戦略案件を犠牲にして，デジタル・ミニラボの導入を行った，という点について具

体的に確かめたい．図 ４－８は，キタムラを含む主要なチェーン・ラボの店舗数を表す．

キタムラは 1990 年代後半から 2001 年頃にかけては早いペースで出店を進めたものの，デ

ジタル・ミニラボ導入に注力した2001年以降は一転して出店を抑制している．この変化は，

上記の北村氏の発言と合致する． 

ここで，キタムラがデジタル・ミニラボへ投資を行わずに，それまでの拡大戦略を継続

して新規出店を行ったと仮定すると，チェーン規模がどのように変化したのかを検討した

い．キタムラの場合，１店舗あたりの新規出店に要する費用は，ミニラボ等の設備投資を

含めて 7 千万円程度である 60．したがって，キタムラがデジタル・ミニラボに導入に投入

した 70 億円は，新規出店 100 店分に換算することができる．図 ４－８の，キタムラの 2003

年の値に 100 店舗上乗せし，その点と 2 年前の 2001 年との点を結ぶと，1999 年以降のチ

ェーン店舗数拡大のトレンドがほぼ維持されることが分かる．すなわち，既に進行してい

た従来の戦略案を見直してまでも，デジタル・ミニラボを導入したという北村氏の言葉が

裏付けられ，デジタル・ミニラボ導入の意思決定が安易な決断ではなかったことが推察さ

                                                  
56 キタムラ（2010 年 8 月 10 日）インタビュー：菅原孝行． 
57 キタムラ有価証券報告書． 
58 『日経 MJ（流通新聞）』（2003 年 6 月 3 日）, p. 19. 
59 北村正志会長は，デジタル・ミニラボ導入以前の出店戦略について，「日本の人口は 1 億 2000 万人だか

ら，10 万人に 1 店つくれば 1000 店はできる」という構想の下で，1999 年頃から出店のペースを加速させ

た．この時点では，キタムラにとって，チェーン規模の拡大が最大の戦略課題となっていた．（北村正志

（2008）流通問題アカデミー議事録, p. 17.） 
60 キタムラ有価証券報告書，2005 年 3 月期, p. 13. 
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れるのである． 

 

図 ４－８ 主なチェーン・ラボの店舗数 
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（注）データは各年 8 月時点の店舗数である． 
[出所]  1997 年：『フォトマーケット』1997 年 9 月号, p. 16. 

1998 年：『フォトマーケット』1998 年 9 月号, p. 16-17. 
1999 年：『フォトマーケット』1999 年 9 月号, p. 16-17. 
2000 年：『フォトマーケット』2000 年 9 月号, p. 14-15. 
2001 年：『フォトマーケット』2001 年 9 月号, p. 14-15. 
2002 年：『フォトマーケット』2002 年 9 月号, p. 14-15. 
2003 年：『フォトマーケット』2003 年 9 月号, p. 14-15. 
2004 年：『フォトマーケット』2004 年 9 月号, p. 12-13. 
2005 年：『フォトマーケット』2005 年 9 月号, p. 12-13. 
2006 年：『フォトマーケット』2006 年 9 月号, p. 10-11. 
2007 年：『フォトマーケット』2007 年 9 月号, p. 10-11. 
2008 年：『フォトマーケット』2008 年 9 月号, p. 10. 
2009 年：『フォトマーケット』2009 年 9 月号, p. 10. 

 

②旧設備のスクラップ費用の発生 

キタムラがデジタル・ミニラボの導入を決断したのは，既存のアナログ・ミニラボが更

新期を迎える以前のタイミングであった．したがって，新規にデジタル・ミニラボを導入

するためには，まだ稼動状態にあったアナログ・ミニラボと入れ替える必要があった．旧
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設備を取り除くために，リース解約のための追加の負担が発生した 61． 

 この点について，キタムラの菅原孝行氏は次のように述べている． 

 

「（APS対応の影響以上に）うちが他社よりももっと決断に勇気が要ったのは，実は，

フィルム時代の…アナログ時代のミニラボは，うちが業界で一番後に入れたんですよ

…1994 年からね．と言いますのは，（キタムラは）大型現像所を持ってたから，そこ

に集約したいということで，周りにミニラボがあってもうちだけなかったという時代

があった．でも，それ（＝ミニラボによる自家処理）をようやく決断して，やった（＝

ミニラボの導入を開始した）のが 1994 年．（業界でのミニラボ導入が）一番遅かっ

たのに，デジタル時代は一番早かった．だから，（デジタル・ミニラボを導入すると

きは）償却期限を過ぎていないもの（＝アナログ・ミニラボ）をスクラップする必要

がありました．それゆえに，通常よりも損金が大きいですよね．リースの途中解約だ

から…それをしてでも，やっぱりこれ（＝デジタル・ミニラボへの入れ替え）はやら

ないと，…どうせやるんだったら，苦しいけれども一気にやらないと
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

，ということで

一気にやった 62．」 

 

この発言からは，リースの途中解約に伴う損金が発生するにもかかわらず，あえてデジ

タル・ミニラボを導入したことが窺える．リース契約期間が経過するのを待たずに，デジ

タル・ミニラボを導入したのは，そのスピードが重視されていたことが窺える．すなわち，

多少の損失は発生してでも，早急にデジタル・ミニラボを完備させることが，当時のキタ

ムラでは重視された． 

 ①と②の観点から，キタムラによるデジタル・ミニラボの導入の意思決定について検討

した．キタムラにとってのデジタル・ミニラボ導入は，「苦しいけれども一気にやらないと」

ならない，という意識の下で決断されたものである．つまり，デジタル化という問題が非

常に強く認識されていた，と言うことができる．言い換えるならば，デジタル・ミニラボ

の導入は，安易に行われた投資でなかったということが分かるのであり，「キタムラが先行

したのは，環境変化を察知したからではなく，安易な投資判断の偶然の結果である」とい

                                                  
61 キタムラの 2000 年 3 月期の損益計算書には，「リース契約解除損」として，約 1 億 5 千万円が計上さ

れている． 
62 キタムラ（2010 年 8 月 10 日）インタビュー：菅原孝行． 
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う代替的な説明は排除できると考えられる． 

 

（２） キタムラの事業構造は無関係であるという説明 

 カメラ販売を積極的に展開するラボは，キタムラ以外にも存在している．それにもかか

わらず，キタムラのみがデジタル・ミニラボ導入に先行できたということは，カメラ販売

はその要因として重要な条件ではないという見方が可能である． 

 本稿では，カメラ販売を積極的に手掛けていたラボが「デジタル・カメラがフィルム式

カメラを代替する」という変化を察知できなかったわけではないという点について言及す

ることで，このような見方に対して「カメラ販売が，デジタル化を察知する上で無関係で

ある」という説明を排除したい． 

 デジタル・カメラが登場した 1990 年代の後半にカメラ販売と DP 事業の両方を積極的に

展開していた業態として，典型的には(a)写真専門店，および(b)カメラ量販店の二種類を挙

げることができる．それぞれに関して，デジタル化の察知が遅れたわけではない点につい

て検討していきたい． 

(a) 写真専門店 

第一は，キタムラと同様の業態である写真専門店である．この業態では，比較的大規模

な店舗内部で，カメラや写真用品，およびDPサービスなどの写真全般に関連したビジネス

を展開している．代表的なプレーヤーとしてコイデカメラ，カメラのドイ等が挙げられる 63． 

コイデカメラは関東エリアを中心にチェーン展開を行っている（2000 年時点に 78 店）．

コイデカメラがミニラボのデジタル化に着手したのは 1999 年であり，これはキタムラがデ

ジタル・ミニラボの導入を開始したのと同年である．したがって，コイデカメラは比較的

早期にデジタル化について察知することができたと言える 64． 

カメラのドイは九州エリアを中心にチェーン展開を行っていた（2000 年時点に 127 店）．

しかしながら，カメラのドイは経営上の混乱から，デジタル化にスムーズに対応すること

ができなかった．つまり，カメラのドイがデジタル化への対応で遅れたのは，必ずしもデ

ジタル化を察知できなかったからではない． 

                                                  
63 これらの写真専門店のうち，全国展開を行っていたのはキタムラのみであり，その他の専門店はエリア

が限定的であった．キタムラ（2010 年 8 月 10 日）インタビュー：菅原孝行． 
64 ただし，本稿で見るのはラボ業界全体への波及的な効果を検討している．そのため，全国展開を行って，

チェーン規模も大きかったキタムラと比較すると，コイデカメラが及ぼした影響は小さかったと言える．

そのため，以降の章では，キタムラを中心的に分析することにする． 
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キタムラと同様の業態を採用している写真専門店のうち，代表的なものだけに限定して

検討した．ここからは，「カメラ販売を積極的に展開していたにもかかわらず，デジタル化

に出遅れた」という因果関係は見出されなかった．したがって，少なくともここで検討し

た範囲内では，カメラ販売とデジタル化の察知とが無関係であると言うことはできないと

考えることができる． 

(b) カメラ量販店 

カメラ販売と DP 事業の両方を積極的に展開する第二の業態として，カメラ量販店が挙げ

られる．このタイプの店舗は大都市の中心部に出店し，カメラばかりでなく家電も低価格

で販売する量販店である．典型的なプレーヤーとして，ヨドバシカメラやビックカメラが

挙げられる．  

これらの量販店は，事業領域をカメラやDPという写真関連事業に限定するのではなく，

むしろ家電等も含めた総合的な小売業態に生存領域を確保しようとした．ヨドバシカメラ

やビックカメラの詳細な事業構造は不明であるものの，全売上高に占める写真関連事業の

割合は，10％台程度にすぎない65．したがって，これらの業態の量販店が，必ずしもデジタ

ル・ミニラボを積極的に導入しなかったとしても，それがデジタル・カメラの台頭を察知

できなかったからではなく，むしろ写真以外の分野を重視したからであると捉える方が妥

当であると考えられる． 

また，カメラ販売に限定して考えると，これらの量販店は他のカメラ小売店よりも率先

してデジタル・カメラの販売を行ってきたことが指摘できる 66．その場合，これらの量販

店は写真のデジタル化を察知できなかったのではなく，むしろ，デジタル・カメラの躍進

について最もよく認識していたと考えるのが妥当であると言える．したがって，量販店に

ついてもカメラ販売を行っていたことと，デジタル化の察知とが無関係であるとは必ずし

も言えない． 

 

第５節 まとめ     

本章の分析から，理論的な考察を行いたい．前章では，キタムラがカメラ販売を手掛け

ていたために，写真のデジタル化という市場と技術の両面での変化の傾向について察知す

                                                  
65 『日経ビジネス』2003 年 3 月 17 日号, p. 45． 
66 東京都内で販売されるデジタル・カメラの約 50％は，ヨドバシカメラとビックカメラの 2 社によって

販売されているという見方も存在する．『日経ビジネス』2003 年 3 月 17 日号． 
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ることができたことを明らかにした．ここで，カメラ販売は，変化を察知するためのセン

サーとしての役割を果たしたと捉えることができる． 

カメラ販売と，撮った写真を現像・プリントするラボとは，写真業界の中で補完的な関

係にある．写真のデジタル化という変化を察知する上で，補完的な事業であるカメラ販売

を手掛けていたことが，キタムラのラボ事業の戦略上の重要な要素であったと考えられる

のである． 

しかしながら，既存の研究では，補完的関係にある事業で発生した技術変化に見舞われ

る事業とのつながりを持つことは，経営成果の側面でネガティブな影響をもたらすことが

指摘された．たとえば，Afuah（2000）は，協調的なプレーヤー（co-opetitor）との既存の

取引関係の影響について論じている 67．特に，技術変化によって協調的プレーヤーの既存

能力が損なわれるような場合，このような業者との取引を継続することは，主体となる企

業の経営成果にネガティブな影響を及ぼすと論じている．  

 しかし，技術や市場の変化に対して能動的に対応していくという企業像を想定すると，

技術変化に直面した事業とのつながりを有すことには，このようなネガティブな側面とは

別の側面が存在することが，本章の分析からは示唆される．具体的には，技術と市場の変

化の起点となる事業（カメラの販売）との関係が，将来的なデジタル化という変化を察知

する「先行指標」としての役割を果たした点が指摘できる．  

 企業は環境の変化に対して，決して受動的にしか対応できないわけではない．特に，キ

タムラの行動に見られたように，顧客の変化を読み取り，さらに，顧客の学習を促進する

ようにはたらきかけることができるということを念頭に置けば，変化の起点となる協調的

プレーヤーとの関係は決してネガティブな側面ばかりではないと考えることが可能である． 

 

                                                  
67 ここで言う協調的プレーヤーとは，供給業者，顧客，補完的プレーヤー等を指す． 
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第５章   

競争を通じた 

デジタル・ミニラボの普及プロセス    
 

 

 

第１節 本章の問題意識と分析枠組み 

本章の問題意識 

第３章では，ラボが生き残った理由として，デジタル・ミニラボの早期の普及によって，

消費者の行動習慣が残ったからである点について論じた．それでは，なぜラボ業界はデジ

タル・ミニラボを速やかに導入できたのだろうか．本章の問題意識はこの点にある． 

もう少し詳しく説明するならば，当時のラボが置かれた状況を想起すると，①投資の負

担，および②不確実性という，少なくとも 2 つの阻害要因が存在した.したがって，当時の

ラボがデジタル・ミニラボの導入に躊躇したとしても不思議ではない．それにもかかわら

ず，消費者の行動習慣が変化する以前のタイミングで，デジタル・ミニラボは国内のラボ

に速やかに普及したのである.これはなぜだろうか．  

本章の結論を先取りするならば，デジタル・ミニラボの普及拡大の重大な契機となった

のが，一部の積極的なラボの行動であった．前章でも述べた通り，本研究は，その中でも

とりわけカメラのキタムラ（以下，キタムラ）の全店導入の影響に注目する．2002 年 3 月，

キタムラは業界他社に先駆けて，500 台強のデジタル・ミニラボをチェーン全店に導入した．

そのことが他のラボの導入を促進し，デジタル・ミニラボが本格的に普及するための契機

になったと考えられるのである． 

キタムラがデジタル・ミニラボを全店に導入したことは，(a)直接的な影響と，(b)間接的

影響，という 2 つの経路でデジタル・ミニラボの普及を促進したと考えられる．それぞれ

について簡単に考察しよう． 

(a)キタムラがデジタル・ミニラボ普及に与えた直接的影響 

直接的影響として，登場して間もないデジタル・ミニラボをキタムラが買い支えること
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によって，デジタル・ミニラボ市場の確立に貢献した影響を指摘できる．デジタル・ミニ

ラボが本格的に普及を始める 2001 年 3 月までに，キタムラは 500 台を超えるデジタル・ミ

ニラボを導入した． 

図５－１は，国内ラボとキタムラとのデジタル・ミニラボ導入店舗数を表す．2001 年時

点で，国内に存在するデジタル・ミニラボの 5 台ないし 6 台に 1 台が，キタムラによって

導入されたものであったことが分かる．仮に製品ライフサイクルの初期にその製品を買い

支える顧客が存在しなければ，その製品のビジネスの先行きを悲観視した供給業者が早々

に撤退してしまい，デジタル・ミニラボという製品そのものが姿を消す可能性もあっただ

ろう．その意味で，キタムラの大量発注は，デジタル・ミニラボ市場が成立するか否かと

いう分水嶺で重大な意味を持ちえたという見方が可能である． 

しかし，キタムラがデジタル・ミニラボを買い支えたことの影響の大きさについては，

議論の余地がある．2000 年時点の国内のラボ店舗数でキタムラの占める割合は，1.9％に過

ぎない．誤解を恐れずに表現するならば，キタムラは業界 5 位のチェーン規模を誇るとは

いうものの，業界全体ではマイノリティにすぎないのである．マイノリティであるキタム

ラがデジタル・ミニラボを全店に導入したとしても，他のラボが同調しなければ，デジタ

ル・ミニラボの普及は進まない．したがって，「キタムラが買い支えた」という直接的な影

響が確かにあったとしても，その影響の大きさはデジタル・ミニラボの普及にとって限定

的であったと考えることも可能である． 
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図 ５－１ デジタル・ミニラボの導入状況（国内ラボおよびキタムラ） 
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（注） 導入台数の値は，累積台数であり，その年の新規出荷台数ではない． 
なお，国内のデジタル・ミニラボの導入台数は各年 12 月時点の値であり，キタムラのデジタル・

ミニラボの導入台数は各年 3 月末時点の値である． 
[出所] 国内の導入台数については，「日本カラーラボ協会ホームページ」から，デジタル化率とミニラ

ボ店舗数から求めた．また，キタムラの導入台数については以下のデータソースに基づいている． 

2000 年：『株式会社キタムラ 有価証券報告書 2000 年 3 月期』 p. 12. 
2001 年：『株式会社キタムラ 有価証券報告書 2001 年 3 月期』 p. 11. 
2002 年：『株式会社キタムラ 有価証券報告書 2002 年 3 月期』 p. 14. 

 

(b)キタムラがデジタル・ミニラボ普及に与えた間接的影響 

キタムラの導入台数シェアそのものが直接的に影響を及ぼしたという視点に立つと，た

しかにそのシェアは十分な大きさにはない．しかしながら，その間接的な影響を視野に入

れると，やはりキタムラのデジタル・ミニラボ導入の効果は大きかったと考えることも可

能である．すなわち，キタムラによるデジタル・ミニラボ導入が，競合他社の導入を誘発

して，波及的に業界全体への普及を加速させたという間接的メカニズムが指摘できるので

ある．ラボ業界の個々のプレーヤーによっては，写真のデジタル化という予測困難な変化

に，いかに対応すべきか逡巡していたところも少なくなかったと推察される．意思決定に

躊躇するラボに対して，キタムラ一社の行動そのものが，デジタル化への一つの対応策に

ついての強力なメッセージとして示された可能性がある．競合である他のラボは，先行者
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であるキタムラの対応策を参照しながら，模倣や独自のサービス構築等の対抗策を講じる

ことになる．そのようなラボ間の競争を通じてデジタル・ミニラボの普及が加速するので

ある． 

 

本章の分析枠組み 

したがって，本章で詳しく検討するのは，図 ５－２で表すような因果メカニズムである．

それはキタムラ一社の行動が競争という間接的プロセスを経ることで，業界全体に波及し

て，デジタル・ミニラボの普及が促進されたという因果関係である．この因果関係の流れ

について簡単に説明すると，最初にデジタル・ミニラボの導入でのキタムラの先行と成功

が，他の競合ラボの追随を引き起こす．その結果としてデジタル・ミニラボが急速に普及

するのである．  

このような分析枠組に沿って，特に第３節以降で順を追って詳しく検討を行いたい． 

 

図 ５－２ 本章の分析枠組み 

先行的行動
（デジタル・ミニラボの導入）

高い経営成果

先行者の行動

競合による追随

デジタル・ミニラボの
急速な普及

 

 

 

第２節 デジタル・ミニラボの普及を阻害しうる要素 

図 ５－２の分析枠組みに沿った分析に入る前に，本節では，本章の問題意識の前提となる，

デジタル・ミニラボが決して容易に普及するような状況にはなかったという点について確
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かめておきたい.すなわち，デジタル・ミニラボの普及を阻害しうる要因について確かめた

い．具体的には，①投資の負担と②デジタル写真の将来に関する不確実性の二つが存在し

たという点について指摘したい. 

① 投資負担の重さ 

デジタル・ミニラボが登場した 1990 年代の終盤に，ラボがどのような状況にあったのか

について検討したい．図５－３は，写真業の長期的な利益率の推移を表している．ここか

ら読み取れるのは，黒字のラボ（青色のグラフ）は比較的安定した収益性を維持している

のに対して，業界の平均的な利益率（ピンク色のグラフ）は長期的に低下傾向にあるとい

う点である．特に 1990 年代後半以降では，業界平均の利益率はマイナスになっており，経

営的に厳しいラボが増加していたことが窺える． 

しかも，デジタル・ミニラボが登場した 1998 年頃はAPS対応機種への対応に追われた直

後であった68．ラボ業界はようやくミニラボのAPS対応を完了させたばかりのタイミングで，

更新時期を迎えていないミニラボ機器をデジタル・ミニラボに更新するか否かの選択を迫

られたのである69． 

デジタル・ミニラボの価格は，主力機でおよそ 1 千 5 百万円，普及機であってもおよそ 1

千万円程度である．そのようなタイミングで，デジタル・ミニラボへの多額の追加的投資

は，個々のラボ店にとって非常に重い負担であり，ゆえにデジタル・ミニラボの普及を妨

げるためのネックとなりえたと考えることができる． 

 

                                                  
68 Advanced Photo System の略で，1996 年に登場した写真フィルムの規格．イーストマンコダックや富

士フイルムの感材メーカー，さらにはキヤノン，ミノルタ，ニコンなどのカメラメーカーによって共同開

発された． 
69 APS への対応は，ミニラボの「更新」ではなく「改造」で対応することが可能であったものの，改造に

は数百万円の費用を要した．（富士フイルム（2010 年 8 月 27 日）インタビュー：棚橋進．） 
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図 ５－３ 写真業（写真撮影，DPE を主とするもの）の営業利益率の平均値の推移 
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（注）  このデータのサンプルは，日本政策金融公庫が融資を行った，従業員 50 人未満の小企業が対象と

なっている． 
サンプル数の制約のため，サンプル平均が必ずしも母集団平均（業界平均）とは一致しないため，

グラフ中には上方・下方信頼限界（信頼係数=0.9）を黒色の点線で表示している．この信頼限界の

意味について簡単に説明すると，「母集団平均は，90％の確率で，上方信頼限界と下方信頼限界に

挟まれた範囲に存在する」ということを意味する． 
なお，短期的な変動の影響を除去するため，「サンプル平均」および「黒字かつ資本金プラスの企

業」それぞれについて，3 ヵ年の移動平均値のグラフも併せて表示している（ピンク色，および青

色の太線）． 
[出所] 1976 年：『小零細企業の経営指標―卸売業・小売業，サービス業 1978 年版』p. 182. 

1978 年：『小零細企業の経営指標―卸売業・小売業，サービス業 1980 年版』p. 153. 
1980 年：『小企業の経営指標―卸・小売業，サービス業 1982 年版』p. 144. 
1982 年：『小企業の経営指標―卸・小売業，サービス業 1982 年版』p. 152. 
1984 年：『小企業の経営指標―卸・小売業，サービス業 1986 年版』p. 155. 
1986 年：『小企業の経営指標―卸売業・小売業・飲食店，サービス業，運輸業 1988 年版』p. 158. 
1988 年：『小企業の経営指標―卸売業・小売業・飲食店，サービス業，運輸業 1990 年版』p. 164. 
1990 年：『小企業の経営指標―卸売業・小売業・飲食店，サービス業，運輸業 1992 年版』p. 156. 
1992 年：『小企業の経営指標―卸売業・小売業・飲食店，サービス業，運輸業 1994 年版』p. 164. 
1994 年：『小企業の経営指標―卸売業・小売業・飲食店，サービス業，運輸業 1996 年版』p. 164. 
1996 年：『小企業の経営指標―卸売業・小売業・飲食店，サービス業，運輸業 1998 年版』p. 160. 
1998 年：『小企業の経営指標―卸売業・小売業・飲食店，サービス業，運輸業 2000 年版』p. 158. 
2000 年：『小企業の経営指標―卸売業・小売業・飲食店，サービス業，運輸業 2002 年版』p. 159. 
2002 年：『小企業の経営指標―卸売業・小売業・飲食店，サービス業，運輸業 2004 年版』p. 154. 
2004 年：『小企業の経営指標―情報通信業，運輸業，卸売・小売業・飲食店，宿泊業，医療・福祉，

教育・学習支援業，サービス業， 2006 年版』p. 227. 
2006 年：『小企業の経営指標―情報通信業，運輸業，卸売・小売業・飲食店，宿泊業，医療・福祉，

教育・学習支援業，サービス業， 2008 年版』p. 230. 
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② デジタル写真の将来性に関する不確実性 

デジタル・ミニラボが登場した 1998 年頃，デジタル・カメラの出荷台数は急速に増加し

ていたとはいうものの，スチルカメラの主流は依然として銀塩方式であり，デジタル写真

のユーザーは限定されていた．また，デジタル・カメラの性能は急速に進化を遂げていた

とはいうものの，その性能は発展途上であるために，デジタル・カメラのドミナント・デ

ザインや，将来のユーザーの消費パターンに関する具体的な姿が必ずしも明確であるとは

いえなかった．したがって将来の「デジタル・プリントの市場規模」，および「デジタル写

真の消費パターン」に関しては，依然として不明確な面も多い時期であったと考えられる．

このような不確実性の高いタイミングで，デジタル・ミニラボ導入を目的とした大規模な

投資を行っても，その投資が無駄になってしまうリスクを伴うものであったと推察される． 

 

第３節 デジタル・ミニラボ導入でのキタムラの先行と成功 

 前節で確認したようにデジタル・ミニラボは決して容易に普及しうる状況にはなかった.

それにもかかわらず，急速に普及したのはなぜだろうか. 

本節以下では，図５－１で提示した分析枠組みにしたがって，デジタル・ミニラボが急

速に普及したプロセスについて明らかにしていきたい. 

 

デジタル・ミニラボ配備でのキタムラの先行 

 キタムラによるデジタル・プリントの体制構築は，ラボ業界の主要プレーヤーの中でも

特に迅速なものであった．本項では，デジタル・ミニラボの導入で，キタムラが先行した

ということについて確かめる目的の下で，チェーン店舗数で業界 1 位のプラザクリエイト

と，2 位の 55 ステーションを取り上げて，キタムラと比較したい 70． 

キタムラは 1999 年 7 月にデジタル・ミニラボの導入を開始し，2001 年 11 月時点でほと

んどの店舗への導入がなされた（実際に導入が完了したのは 2002 年 3 月）71．以下の分析

で確認するように，デジタル・ミニラボ配備の進捗を他のチェーン・ラボと比較すると，

キタムラは他社よりも非常に早い時点で配備を完了させた． 

  

                                                  
70 チェーン店舗数の順位は，2000 年時点のものである． 
71 デジタル・ミニラボ導入開始時期は，キタムラ有価証券報告書，2002 年 3 月期による． 
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表 ５－１ キタムラ関連年表 

1995年11月 ネット通販開始

2000年5月 デジタル・ミニラボ配備開始

2000年11月 ネットプリントサービス開始

2001年10月 株式公開（JASDAQ）

2001年秋 ネットプリントの宅配開始

2002年2月 ネットプリント注文用ソフト開発

2002年3月 全店でのミニラボのデジタル化完了

2004年1月 カメラのドイの一部店舗継承

2004年5月 オンライン・ストレージ会社設立

2004年9月 新型店舗形態「ピカソ」展開開始

2005年4月 子供写真館「スタジオマリオ」展開開始

2005年6月 東証2部上場

2006年4月 コニカミノルタから現像工場買収

2006年6月 カメラのきむら買収

2007年3月 ジャスフォート（SNAPS!）買収

2007年6月 フォトブック事業開始

2009年4月 買収したラボ店名を「カメラのキタムラ」に統一  
 

 キタムラのデジタル・ミニラボ配備の先行性について，設備投資のタイミングに着目し

て，(a)計画と(b)実行の両面から確認する． 

(a)計画の比較 

まず，2001 年 10 月時点の 3 社の計画を比較した表 ５－２をご覧いただきたい．最初に

プラザクリエイトとキタムラとを比較すると，2001 年 10 月時点で，プラザクリエイトで

は「2003 年中までに全店配備」の計画であったのに対して，キタムラではほとんどの店舗

にデジタル・ミニラボが実際に配備されていた 72．この時点でキタムラはプラザクリエイ

トに対してほぼ 2 年先行していることになる．次に，55 ステーションの導入計画を見ると，

2001 年 10 月時点で「2002 年 2 月期中に 780 店中，112 店の配備」，「4，5 年以内のデジ

タル対応の新機種への更新の完了」を計画しており，キタムラよりも 2 年遅れていたプラ

                                                  
72 『日本経済新聞』（2001 年 10 月 30 日）, p. 16. 

 - 94 - 



ザクリエイトと比較しても，さらにデジタル化への対応が遅れているのである 73． 

 

表 ５－２ 2001 年 10 月時点の各社のデジタル・ミニラボ導入計画 

キタムラ プラザクリエイト 55 ステーション 

2001 年中の全店配備 2003 年中までに全店配備 ・2002 年 2 月期中に，780 店中 112 店の配備． 

・4，5 年以内のデジタル対応新機種への更新完了． 

[出所] 『日本経済新聞』2001 年 10 月 30 日，p 16． 

 

(b)実行の比較 

実際の導入がどのように進んだのかを比較する．図５－４は，チェーン店各社のデジタ

ル・ミニラボの導入率の推移を表す．プラザクリエイトの実際の導入率を見ると，2006 年

時点でも導入率は 90％程度に止まっており，表 ５－２で示した計画が実際には十分に実行

されなかったことが分かる．他方，55 ステーションは 2003 年 2 月には約 87％の店舗がデ

ジタル・プリントに対応できるようになっており，デジタル写真対応を急いで，表 ５－２

の計画の遅れを取り戻してしていることが分かる．ただし，図５－４で示した 2003 年の

55 ステーションの値は，デジタル・ミニラボと熱転写式とを併せた数値である点に注意が

必要である．55 ステーションは 2004 年２月期から「DIGITAL SHOP」という店舗コンセ

プトを打ち出すようになった．しかし，その内実としては，デジタル・ミニラボが導入で

きない店舗に対しては，画質で劣るものの導入コストの低い熱転写式プリンタで補完する

ことで，かろうじてデジタル写真のプリントに対応していたことが窺えるのである 74 

このように，キタムラのデジタル・ミニラボの導入のタイミングは，他の大手チェーン・

ラボと比較しても圧倒的に早く，しかも徹底したものであった． 

 

                                                  
73 『日本経済新聞』（2001 年 10 月 30 日）, p. 16. 
74 「DIGITAL SHOP」というコンセプトは，従来のフィルムの現像・焼付を中心とした「DPE SHOP」
からの転換を強調する目的で，2004 年 2 月期から 55 ステーションの店舗に用いられたものである． 
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図 ５－４ チェーン・ラボ各社のデジタル・ミニラボ導入率 
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（注）キタムラ，およびプラザクリエイトは，各年 3 月末日時点の値であるのに対して，55 ステーション

は 2 月末日時点の値である． 
55 ステーションの発表データには，デジタル・ミニラボ導入店舗に加えて，熱転写式プリンタを備

えた店舗も含まれる． 

[出所] キタムラに関するデータは，図５－２と同一である． 

    55 ステーションの導入率は以下のデータソースに基づく． 

2001 年：『株式会社ダイエーフォト 有価証券報告書 2001 年 2 月期』 p. 7. 
2002 年：『株式会社ゴーゴーステーション 有価証券報告書 2002 年 2 月期』 p. 7. 
2003 年：『株式会社ゴーゴーステーション 有価証券報告書 2003 年 2 月期』 p. 7. 

    プラザクリエイトの導入率は以下のデータソースに基づく． 

2002 年：『株式会社プラザクリエイト 有価証券報告書 2002 年 3 月期』 p. 9. 
2003 年：『株式会社プラザクリエイト 有価証券報告書 2003 年 3 月期』 p. 9. 
2004 年：『株式会社プラザクリエイト 有価証券報告書 2004 年 3 月期』 p. 8. 
2005 年：『株式会社プラザクリエイト 有価証券報告書 2005 年 3 月期』 p. 8. 
2006 年：『株式会社プラザクリエイト 有価証券報告書 2006 年 3 月期』 p. 7. 

 

大手 2 社と比較した場合に限らず，ラボ業界全体で見た場合でも，キタムラがデジタル・

ミニラボの導入が非常に早かったことについて，富士フイルムでデジタル・ミニラボ「フ

ロンティア」の開発を指揮した木村力氏は，次のように語っている． 

 

「（フロンティアの開発企画では）1 万台売りますって書いて開発したんですけれど
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も，出したら全然売れなかったんですよ･･･シーンとしてたね．たぶん，（ラボは）

『あれなんだ？買ってもいいのか？』って風に思って，しばらく･･･半年間くらい

でしょうかね，全然売れない時期がありましたね．その後で，（ミニラボの）日本

市場では，キタムラさんがドーンときた 75．」 

 

 ここで語られている「キタムラさんがドーンときた」というのは，キタムラが「フロン

ティア」の全店導入を決定したことを示す．この発言からは，「フロンティア」が発売され

た当初，ラボ業界からは特に大きな反応はなかったことが分かる．しかし，キタムラはそ

うした業界の中でいち早く全店導入を決定したのである． 

 

先行者の成功 

 他のチェーン・ラボに先駆けてデジタル・プリントの体制を構築したキタムラのプリン

ト事業は，どのような経営成果を達成したのだろうか．本項では，(a)売上高および，(b)プ

リント単価に注目して，キタムラと他のチェーン・ラボとの比較を試みる． 

(a) 売上高 

 最初に売上高に注目する．図 ５－５は一店舗当りの売上高を比較したものである．全社

レベルの売上高は，店舗数の多寡に強い影響を受けると考えられる．したがって，店舗数

の影響を除去するために，各社のDPE関連事業の売上を店舗数で除すことで，一店舗当り

売上高を算出した．一店舗当り売上高は，商圏の広さ等の要素による影響を受け，さらに

そうした要素はチェーン・ラボの戦略によって顕著に異なる 76．そのことも考慮に入れる

と，絶対額の比較を行うのにも問題がある可能性がある．ここで見たいのはデジタル・ミ

ニラボ普及の前後で，各社の経営成果のトレンドである．したがって，図 ５－５では 1 店

舗当り売上の絶対額ではなく，変化の傾向のみに注目する． 

図 ５－５の横軸は，デジタル・ミニラボが急速に普及した期間にほぼ対応している．この

図から読み取れることは，第一にプラザクリエイトと 55 ステーションが横ばいもしくは低

下傾向にある点であり，第二にこの期間中にキタムラのみが増加傾向である点である．既

                                                  
75 富士フイルム（2010 年 8 月 27 日）インタビュー：木村力． 
76 たとえば，キタムラは人口 10 万人以上が見込まれる地域のロードサイドを中心的に出店していた（キ

タムラ有価証券報告書，2005 年 3 月期）のに対して，55 ステーションは中規模スーパーのテナントとし

ての出店が中心であった．両社の出店戦略は明確に異なるため，両社を取り上げて標準的な一店舗当り売

上高の多寡を比較してもあまり意味のある議論はできない． 
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に確認したように，プラザクリエイトや 55 ステーションがデジタル・ミニラボの導入を先

送りしたのに対して，キタムラが他社に先駆けてデジタル・ミニラボを積極的に導入した．

まさにその時期に，キタムラだけが店舗あたりの売上高を増加させていたのである． 

 

図 ５－５ プリント関連事業 1 店舗あたり売上 
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（注） ラボ・チェーンごとに事業構成が異なるため，有価証券報告書を基に各社の DPE 事業に該当する

事業のみの売上高を抽出した．具体的には，キタムラは「プリント部門」，プラザクリエイトは「イ

メージングサービス事業」，55 ステーションは「DPE」が，それぞれ該当する．  

[出所] 事業別売上高については『株式会社キタムラ 有価証券報告書』，『株式会社ゴーゴーステーショ

ン 有価証券報告書』，および『株式会社プラザクリエイト 有価証券報告書』を基にした． 

また，店舗数については以下のデータソースに基づく． 

1999 年：『フォトマーケット』1999 年 9 月号, p. 16-17. 
2000 年：『フォトマーケット』2000 年 9 月号, p. 14-15. 
2001 年：『フォトマーケット』2001 年 9 月号, p. 14-15. 
2002 年：『フォトマーケット』2002 年 9 月号, p. 14-15. 
2003 年：『フォトマーケット』2003 年 9 月号, p. 14-15. 
2004 年：『フォトマーケット』2004 年 9 月号, p. 12-13. 
2005 年：『フォトマーケット』2005 年 9 月号, p. 12-13. 

 

仮にキタムラの店舗当り売上高の増加がデジタル・ミニラボの導入に起因するものでな

かったとしても，プラザクリエイトや 55 ステーションにとって，デジタル対応の遅れに対
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する反省と対策を促す根拠となり，デジタル対応を促すプレッシャーを生じさせる可能性

があった点は否定できないと推察される． 

(b)プリント単価 

キタムラに限らず，デジタル・プリントで先行したラボは，プリント価格を高く設定す

ることが可能であった．図５－６は，国内ラボのプリントサイズ規格別の平均単価を表す．

このグラフから読み取れるのは，①時間の経過と共にプリント単価が低下していき，②新

規に登場した規格は単価が高いという，2 点である．①のプリント価格の下落は，ラボ間の

競争の結果であると考えられる．プリント単価を上昇させるために，一部のラボでは処理

時間の短縮，処理品質の高さ等によって差別化を図る店舗も存在したものの，ラボ業界全

体としての対応として，新しい規格を消費者に提案し，その規格へのシフトを促すという

ことが行われてきた 77． 

デジタル・ミニラボの普及が進んでいない段階では，デジタル・プリントの価格は非常

に高水準なものであった．図５－６を見ると，2000 年のプリント単価は，35mm・Eサイ

ズ，35mm・Lサイズ，APS・Cサイズのいずれもが 30 円を下回る価格であるのに対して，

デジタル・Lサイズのみは 45 円程度の単価である．デジタル・プリントの設備を持たず，

単価の低い銀  塩プリントのみしか対応できないラボにとって，デジタル・プリントは

魅力的な点もあったと考えられる．キタムラは当初デジタル・プリント価格を 35 円／枚，

基本料金 300 円と設定していた 78．2000 年時点の平均値と比較して，この価格は決して高

いとは言えないものの，従来の銀塩プリント単価と比較すると，高水準であったことが分

かる． 

 

                                                  
77 たとえば，L サイズが登場した 1987 年以前は，E サイズが通常のプリントサイズ（いわゆるサービス

サイズ）であった．しかし，E サイズのプリント価格が軟化すると，それに対処すべく，E サイズよりも

一回り大きい L サイズで「写真の楽しさ」を訴求し，その結果，1994 年には L サイズの割合が E サイズ

を上回った．全日本カラーラボ協会連合会（不明）p. 36.） 
78 ただし 2000 年 10 月に基本料金は無料化された． 
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図 ５－６ プリント単価の推移 
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（注）このデータは『フォトマーケット』誌がミニラボショップに対して実施した質問票調査に基づいて

いる．プリント価格は店舗によって異なるため，この質問票調査結果は価格帯別の店舗比率として示

されている．そのため，プリント単価については，それぞれの価格階級の加重平均を計算することで

求めた．なお，各年のデータは消費者物価指数によってデフレート済み（2005 年＝100）． 

[出所] 『フォトマーケット 1990 年度版』 p. 172. 
『フォトマーケット 1991 年度版』 p. 172. 
『フォトマーケット 1992 年度版』 p. 168. 
『フォトマーケット 1993 年度版』 p. 173. 
『フォトマーケット 1994 年度版』 p. 174. 
『フォトマーケット 1995 年度版』 p. 181. 
『フォトマーケット 1996 年度版』 p. 182. 
『フォトマーケット 1997 年度版』 p. 191. 
『フォトマーケット 1998 年度版』 p. 194. 
『フォトマーケット 1999 年度版』 p. 194. 
『フォトマーケット 2000 年度版』 p. 194. 
『フォトマーケット 2001 年度版』 p. 196. 
『フォトマーケット 2002 年度版』 p. 190. 
『フォトマーケット 2003 年度版』 p. 188. 
『フォトマーケット 2004 年度版』 p. 170. 
『フォトマーケット 2005 年度版』 p. 156. 
『フォトマーケット 2006 年度版』 p. 162. 
『フォトマーケット 2007 年度版』 p. 152. 
『フォトマーケット 2008 年度版』 p. 154. 
『フォトマーケット 2009 年度版』 p. 154. 
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2000 年頃のデジタル・プリント単価が，従来の銀塩写真のプリントと比較していかに高

かったかを見るだけで，デジタル・ミニラボ導入に出遅れたラボにとっては反省を促す作

用があったと推測できる．すなわち，デジタル・プリントを早期に導入することで，高い

プリント単価を享受できる可能性が認識されたのではないだろうか．たとえば，プラザク

リエイトは，2003 年 3 月期の有価証券報告書で「既存店がフルデジタルミニラボを導入す

ることの効果として，10％の増益を見込んでいる」と表明している 79． 

 

第４節 他のラボによるデジタル・ミニラボ導入の加速化 

55 ステーションとプラザクリエイトの追随 

キタムラのような先行者がデジタル・プリントのサービスで先行し，ある程度の成功を

収めたことが，他のラボのデジタル・プリントへの対応を加速させたことが窺える 80． 

たとえば 55 ステーションのデジタル・ミニラボの導入計画は，前掲の表 ５－２で確認

した通り，2001 年 10 月時点では「2002 年 2 月中に 780 店中，112 店の配備」，「4，5 年

以内のデジタル対応機種への更新完了」というものであった．しかしながら，キタムラや

プラザクリエイト等の他のDPEチェーンと比較してデジタル・ミニラボの導入が遅れてし

まった反省から，そのわずか 4 ヶ月後の 2002 年 2 月には「（デジタル化は）この 1～2 年が

勝負．短期間に大量出店して，デジタル対応の体制を整える」と，従来方針を翻して，デ

ジタル化を加速させる方針に転換している81．この言葉に対応するように，図５－４では

2003 年 2 月期から 55 ステーションのデジタル・ミニラボの設置率台数が急増している こ

とが分かる82． 

また，プラザクリエイトも 2002 年 3 月期からデジタル・ミニラボへの更新が同社にとっ

て喫緊の課題であることについて言及し始めている．プラザクリエイトのチェーン体制は

直営店舗とフランチャイズ店舗から構成される．同社の有価証券報告書によると，直営店

                                                  
79 『プラザクリエイト有価証券報告書』2003 年 3 月期． 
80 キタムラのデジタル・プリントの比率は，他のチェーンと比較しても常に高い水準であった．全プリン

ト枚数に占めるデジタル・プリントの比率を他のチェーンと比較すると，2002 年 3 月時点で，キタムラが

10％であったのに対して，55 ステーションは 7％であった．2004 年 10 月時点では，キタムラが 42％であ

ったのに対して，プラザクリエイトが 30％，55 ステーションが 26％であった． 
81 『日経 MJ（流通新聞）』2002 年 2 月 21 日, p. 19.による．なお，55 ステーションは，このような機材

更新による財務悪化も一因となって，最初に家電量販店であるノジマの傘下に入り，その後プラザクリエ

イトに買収されている． 
82 ただし，前述した通り，熱転写式プリンタを含む数値である点には注意が必要である． 
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舗へのデジタル・ミニラボの導入の意思は，2002 年 3 月期から本格的に明記されるように

なり，それ以前には一切言及がない．より具体的に見ると，表 ５－３で示すように，直営

店舗であるイメージングサービス事業の投資対象が，2001 年 3 月期までは「店舗新設に伴

う設備什器」，「デジタル画像配信用設備」であったのに対し，2002 年 3 月期からは「店舗

新設及び既存店のデジタルラボ機導入に伴う設備什器」に変更になっている．この記述か

らは，2002 年 3 月期以降からデジタル・ミニラボへの更新を目的とした投資を開始してい

ることが分かる．他方，フランチャイズ店舗に対しては，プラザクリエイトのリース専門

子会社であるプラザクリエイトリース㈱を通してミニラボ機器を提供している．デジタ

ル・ミニラボ導入を目的としたと判断できるプラザクリエイトリースへの設備投資は，2002

年 3 月期には存在せず，2003 年 3 月期に 7 億 2 百万円の投資が計画されている． 

 

表 ５－３ プラザクリエイトのデジタル・ミニラボ導入を目的とした投資額 

2001年3月期 2002年3月期 2003年3月期 2004年3月期 2005年3月期

イメージングサービス事業 記載なし 6億6百万 6億8百万 4億7千6百万 5億7千9百万

プラザクリエイトリース㈱ 記載なし 記載なし 7億2百万 記載なし 記載なし  

（単位：円） 

（注） この投資額には新規出店のための費用も一部含まれるため，必ずしも全額がデジタル・ミニラボの

導入に充てられているわけではない． 
[出所] 『プラザクリエイト有価証券報告書』 

 

決して明言されているわけではないものの，55 ステーションやプラザクリエイトによる

このような投資行動からは，キタムラ等のデジタル化に先行した一部の競合に追随して，

デジタル化を加速させたことが窺える．しかしながら，ここで強調しておきたいのは，競

争的な行動の結果として，デジタル・ミニラボの普及が加速した側面が存在する点である．  

キタムラによるデジタル・ミニラボの全店導入の波及的影響について，富士フイルムの

デジタル・ミニラボ「フロンティア」のマーケティングを担当した棚橋進氏は次のように

語っている． 

 

「キタムラさんが全店にフロンティアを導入したという点については，店数が当時で

500 を越えていましたんで，存在としては大きかったですね．それから，地方にい

る専門店，地域の一番店というのが，キタムラをベンチマークにしているわけです
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よ．キタムラさんがフロンティアを入れてプリントがきれいになったらうちもそれ

に負けていられない．キタムラさんがリバーサルのプリントを入れたらそれに負け

ていられない，デジカメのプリントを入れたらそれに負けていられないと．こうい

う形になってくるので，（キタムラによるデジタル・ミニラボの全店導入が）かな

りの起爆剤になったというのはありますね．まず上位店が入って，そうすると，今

度は（他のラボが）それに追随して，って形になりました 83．」 

 

 この発言からは，キタムラによるデジタル・ミニラボの導入に触発されて，キタムラの

競合である地方のラボにまでデジタル・ミニラボが普及していったことが窺える．その普

及の原動力となったのは，ラボ間の競争関係であった． 

 

第５節 まとめ 

第３章で既に指摘した通り，デジタル・ミニラボが早期に普及したことで，「撮影した写

真はラボに持ち込んでプリントする」という銀塩写真時代から消費者が慣れ親しんだ行動

習慣が変化することを防止することができた．本章では，図 ５－２で示した分析枠組に従

って，キタムラのような積極的なラボの行動が，競争プロセスを介して，ラボ業界内部の

デジタル・ミニラボの普及を加速させたことを確認した．本章の分析から明らかになった

のは，次のようなポイントである． 

すなわち，「お店プリント」のビジネス・システムが生き残ったのは，単に適切なタイミ

ングでデジタル・ミニラボが市場投入したミニラボ・メーカー側の要因だけに帰すること

はできないという点である．ラボ業界の中には，不確実性の中で高額な設備投資を行うと

いうリスクを積極的に引き受け，デジタル化後の競争構造を能動的に変えようとしたプレ

ーヤーが存在した．そのようなプレーヤーの積極的行動がトリガーとなって，他のラボの

追随を引き起こし，その結果として，業界全体が写真のデジタル化に対応したのである． 

Rogers(1962; 2003)は，新技術が普及していく速度に影響を及ぼす要因について検討を行

っている．その中で，新技術を受容する側の内部で，新技術のメリットに関する情報が伝

播する人的なコミュニケーションのタイプによって普及の速度が異なることを指摘してい

る．具体的には，マンツーマンのコミュニケーションとマス・コミュニケーションとでは，

後者の方が新技術に関する情報が早く行き渡るため，その結果，より早い速度で普及が進

                                                  
83 富士フイルム（2010 年 8 月 27 日）インタビュー：棚橋進． 
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むとしている．Rogers が対人的なコミュニケーションに注目しているのに対して，本章の

議論では企業間の競争が普及の速度に影響を及ぼす可能性について示唆していると考える

ことができる．つまり，キタムラによるデジタル・ミニラボ導入が，他の競合するラボの

対抗的な動きを引き起こし，その結果としてデジタル・ミニラボの普及が加速したという

側面について指摘している 

本章で検討した，ラボ業界内部の個々のプレーヤーの行動の結果，ラボ業界全体がデジ

タル・プリントへの対応を成し遂げ，「お店プリント」というデジタル化以降のラボの新た

な生存領域を生み出した．その結果，写真のデジタル化以降もラボは生きながらえること

が可能となった． 

ところで，本章での分析はラボ業界の大手チェーンに限定されており，これらのチェー

ンはいずれも比較的早い段階から写真のデジタル化に対して高い問題意識を有していたと

考えられる．しかしながら，第２章で見たように，ラボ業界は必ずしも大手のチェーン店

によって占められているわけではなく，1999 年時点で，業界の半分を個人経営のラボ店が

占めていた．しかも，全てのラボ店が必ずしも，当初からデジタル化に対して高い問題関

心を寄せていたわけではないと思われる．これらの，「街場のラボ」がデジタル写真のビジ

ネスに転換できたという点については，章を改めて論じたい． 
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第６章   

街場のラボへの 

デジタル・ミニラボの普及          
 

 

 

第１節 本章の問題意識と分析枠組み 

はじめに 

第５章では，一部のプレーヤーによる積極的な新製品の導入がトリガーとなり，競合す

る他のプレーヤーの追随を引き起こすという波及的な影響によって，新製品の普及が促進

されるメカニズムについて論じた．その場合の普及の原動力となったのは，企業間の競争

的行動である．具体的には，キタムラと直接競合するラボが，先行するキタムラをベンチ

マークにしながらデジタル・ミニラボの導入を積極的に進め，その結果としてラボ業界内

部でデジタル・ミニラボの普及が加速した． 

本章では，企業間の競争的行動とは異なる観点からデジタル・ミニラボの普及について

検討する．デジタル・ミニラボを導入したラボの中には，デジタル化の脅威に強い問題関

心を抱いて積極的に対応を講じたラボばかりではなく，もともとは写真のデジタル化とい

う変化に対する問題認識がそれほど明確でなかったにもかかわらず，比較的早いタイミン

グでデジタル・ミニラボを導入したラボも存在した．本章で特に注目するのは，写真のデ

ジタル化という変化に特に積極的に対応しようと意識していたわけではなく，また，他の

競合ラボの動きを強く意識していたわけでもないようなラボまでもが，デジタル・ミニラ

ボを導入したという側面についてである．  

なお，本稿では，環境変化に対して積極的には対応しようとしないラボを「街場のラボ」

と称すことにする．また，「街場のラボ」とは対照的に，環境変化に対して積極的に対応し

ていこうとするラボを「先進的ラボ」と称すことにする 84． 

 
                                                  
84 「先進的ラボ」という呼称は，セイコーエプソンの浅田俊一氏によるものである．セイコーエプソン（2010
年 8 月 2 日）インタビュー：浅田俊一． 
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街場のラボによるデジタル・ミニラボの導入：A 写真店の事例 

本章の議論の出発点に，街場のラボの典型的な例として A写真店による，デジタル・ミ

ニラボの導入事例の紹介を行う 85． 

A写真店はデジタル・ミニラボを 2002 年 7 月に導入した．キタムラのデジタル・ミニラ

ボ配備が完了したのが 2002 年 3 月であるので，A写真店のデジタル・ミニラボ導入のタイ

ミングは決して遅くなかった．しかしながら，将来的なデジタル写真の発展を視野に入れ

ながら，戦略的意図の下でデジタル・ミニラボ導入を迅速に推し進めたキタムラや，キタ

ムラと直接競合するラボと比較すると，A写真店のデジタル・ミニラボ導入の動機は非常に

受動的であると言える．すなわち，A写真店がデジタル・ミニラボを導入した直接のきっか

けは「以前から使っていた機器が壊れたこと」であった．事業を行う上で不可欠な機器が

壊れたため，A写真店は直ちに新しい機器を導入する必要に迫られた．機器の選択に際して

は，機器問屋から「これからはデジタルの時代だ」と薦められてデジタル・ミニラボを導

入した 86．つまり，将来的にフィルムの現像・プリントからデジタル写真の「お店プリン

ト」へと事業をシフトさせる目的や，既に「お店プリント」を積極的に展開している他の

競合ラボへの防衛的な目的がA写真店にあったわけではない．このようなA写真店によるデ

ジタル・ミニラボ導入の意思決定は，中長期の戦略的観点からではなく，日々の業務活動

のレベルで判断された．  

本章の問いは，写真のデジタル化という環境変化に対する問題意識が明確ではなく，か

つ戦略的意図が明確ではなかった街場のラボにまで，デジタル・ミニラボが比較的早期に

普及したのはなぜだろうか，というものである．  

 この問いに対する本章の結論を先取りするならば，街場のラボにまでデジタル・ミニラ

ボが普及したのは，写真のデジタル化にどのように対応して生き残っていくべきかという

問題に対する，ラボ業界の標準的な解の中核としてデジタル・ミニラボが位置づけられた

からである．その解とは，デジタル写真の「お店プリント」というビジネスを展開するた

めに，デジタル・ミニラボやその周辺的な機器・サービスを導入するというものである．

その解は，ミニラボ・メーカーによってパッケージとして供給されるものであり，ラボに

とっては導入が比較的容易なものであった．  

                                                  
85 A 写真店は東京都内に所在する個人経営の写真店であり，本稿では具体的な店名を伏せている．A 写真

店に関する記述は，店主へのインタビュー（2010 年 5 月 14 日）に基づく． 
86 A 写真店（2010 年 5 月 14 日）インタビュー：A 氏． 
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ラボの中には，写真のデジタル化という環境変化を，緊急性の高い解決すべき問題とし

て深刻に受け止め，それに対する解を模索していたラボも存在したかもしれない．このよ

うに問題を明確に認識していたラボにとっては，生き残っていくための解の出現が待望さ

れていたものと考えられる．こうしたラボが積極的にデジタル・ミニラボを導入しても特

に不思議なことではない．  

しかし，その解は，同時にデジタル化をそれほど深刻な問題として認識していなかった

街場のラボに対しても提示された．このようなラボに対して提示されたデジタル・ミニラ

ボという解は，デジタル化という深刻な問題の存在について，具体的かつ強力に指し示し

た．しかも，その解はパッケージとして供給されるものであるため，事業継続の意思と投

資資金さえあるラボであれば，デジタル・ミニラボを導入するという解を選択することが

比較的容易にできた．その結果，街場のラボを含むラボ業界全体にデジタル・ミニラボが

普及したのである．  

 

ゴミ箱モデルによる意思決定の理論的枠組み 

本章で取り上げるラボ業界によるデジタル・ミニラボの導入の意思決定は，とりわけ街

場のラボに注目した場合に，ゴミ箱モデルと呼ばれる意思決定モデルに非常に適合的な側

面が見出された．本章では，ゴミ箱モデルが提供する視点や枠組みに負う部分が多い．こ

こではゴミ箱モデルについて簡単に紹介することにする 87． 

 ゴミ箱モデルでは，合理的意思決定モデルが前提とする条件を非現実的なものとする立

場を取る．すなわち，合理的意思決定モデルとは異なり，現実の組織は，①目標があいま

いである，②因果関係が不明瞭である，③参加者が流動的である，という特徴を持ち，そ

れはいわば「組織化された無秩序」の状態にある．言い換えるならば，それは高度に分権

化され，複雑で急速に変化する環境に直面しているような組織である．このような状況の

下での意思決定は状況依存的で，偶発的な要素に左右されることが多くなる 

 ゴミ箱モデルでは，「問題」，「解」，「参加者」，および「選択機会」の 4 つの要素が意思

決定を左右する．「問題」とは，組織内外の人が気にすべきものである．問題に対する「解」

は，問題が生み出したものというよりは，誰かが問題とはあまり関係なく生み出したもの

である．「参加者」は固定されておらず，状況によって出たり入ったりする．「選択機会」

                                                  
87 ゴミ箱モデルについては，March, J. and J. Olsen(1976) “Ambiguity and Choice in Organizations”に
詳しい． 
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とは，組織が決定と呼ぶにふさわしい行動を示すと期待される機会であると定義される． 

 ゴミ箱モデルは，組織による「選択機会」をゴミ箱に見立て，「参加者」が，さまざまな

「問題」や「解」を，「選択機会」のゴミ箱に投げ込むものと考える．「問題」や「解」が

入ったり出たりするうちに，偶然的に結びついて，選択が行われる． 

「問題」，「解」，「参加者」，「選択機会」のそれぞれの流れは，相互にかなりの程度独立

している．そのため，問題が明らかになる以前に，解や選択機会が決定の場面に現れるこ

とがあるし，また，たとえ選択がなされても，問題が解かれないということもある． 

 

本章の分析枠組み 

 本章では，図 ６－１に示した分析枠組みに沿って分析を行う． 

本章の第２節では，写真のデジタル化に対する解の内容がどのように形成されたのかに

ついて検討する．そこでは，ミニラボ・メーカーと問題意識の高い先進的なラボが解の形

成に大きな役割を果たしたことが明らかになる．「街場のラボにまでデジタル・ミニラボが

普及したのはなぜか」という本章の問いに直接的に答えるのは，第３節になる．第３節で

は，ラボ業界のプレーヤーの意思決定に注目して分析を行う．先進的ラボによる模索によ

って得られた解を，街場のラボが受容することで，そのまま利用することができたことが

明らかになる．言い換えるならば，先進的ラボが見出した解に，後続のラボがフリーライ

ドすることで，デジタル・ミニラボが広く普及したと考えられる．第 4 節は，第 2 節およ

び第 3 節での議論を基にして，ゴミ箱モデルの市場への適用，およびフリーライダー問題

に関する発展的な議論を展開する．  

 

図 ６－１ 本章の分析枠組み 
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第２節 写真のデジタル化という問題に対する解の形成 

本節では，デジタル・ミニラボを用いた「お店プリント」のビジネスという，ラボにと

っての生き残りのための解がどのように形成されたのか，という問題について検討する．

本節の問題意識をより明確に表現するならば，解の「内容」がどのように形成されていっ

たのかについて検討する，ということである． 

分析から明らかにされる点について結論を先取りすると，解の形成には，デジタル・ミ

ニラボの供給者であるミニラボ・メーカーだけではなく，先進的ラボが大きな役割を果た

した．すなわち，ミニラボ・メーカーと先進的ラボの両者は，相互に連携的な行動を取り

ながら，デジタル写真の「お店プリント」のビジネスを作り出した．図 ６－２のように図

式化されるように，より具体的には，先進的ラボは店頭でキャッチされた消費者ニーズに

関する市場情報をミニラボ・メーカーに対してフィードバックし，また，ミニラボ・メー

カーはそのようなニーズに応えるような製品・サービスをラボに対して提案する．さらに，

ラボはミニラボ・メーカーによる提案について，実際に市場でテストを行う場を提供する． 

このようなミニラボ・メーカーとラボとの連携的な行動を通じて，①デジタル・ミニラ

ボの位置づけが明確化され，②デジタル・ミニラボの周辺機器・サービスが充実する，と

いう二つのフェーズを経由する．その結果，「お店プリント」のビジネスの雛形が形成され

ていった． 

 

図 ６－２ メーカーとラボによる解の形成プロセス  
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「お店プリント」のビジネスが写真のデジタル化という問題に対する解になるプロセス

について詳しく分析するために，本節の以下の分析では，ミニラボのデジタル化を技術開

発と市場創出の両面で主導した，富士フイルムのデジタル・ミニラボ「フロンティア」と

その周辺機器・サービスの事例を取り上げる88．  

 

解の形成プロセス① デジタル・ミニラボの位置づけの明確化 

本項では，デジタル・ミニラボがどのようなプロセスを通じて，写真のデジタル化とい

う問題に対する解の中核的役割を果たす機器として位置づけられるようになったのかにつ

いて検討する． 

最初に確かめておくべき点は，「フロンティア」を開発した当事者である富士フイルムで

は，開発の段階では，写真のデジタル化という問題に対する解としての「フロンティア」

の位置づけが，必ずしも最重要のものとしては認識されていなかったという点である．む

しろ，「フロンティア」はフィルム・プリントに主眼が置かれ，「従来の光学式ミニラボで

は実現し得なかったような品質（画質）でフィルム写真を印画紙に出力する」という利点

が最も重視されて開発されたものであった．つまり，デジタル・カメラで撮影された写真

を出力するという用途は，「フロンティア」にとっては副次的な用途の一つにすぎなかった．

この点について，富士フイルムでデジタル・ミニラボ「フロンティア」の開発を指揮した

木村力氏は次のように語っている． 

 

「平成 8 年（＝1996 年）に，ミニラボのフロンティアを作れという指示が出たとき，

まだ，デジカメって，僕のセンスだと全くのオモチャ．あんなもんが流行るとは全く

予想していなかったです．フロンティアの 350（＝FR350）を作ったときでさえ，僕

が狙ったのはデジタル・カメラのプリンタではなかったんです 89．フィルムをスキャ
、、、、、、、、

ンして，フィルムの情報をきれいにして出す
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

（＝プリントする）機械を作るっていう
、、、、、、、、、

のが，僕のフロンティアに関するコンセプトだったわけです
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

．350 が出た頃（＝1999

年頃），やっとデジカメの画質が『あれ，ちょっとキレイだな』って思って．そうこ

                                                  
88 「フロンティア」とは，富士フイルムのデジタル・ミニラボの商品名である．  
89 フロンティア FR350 は，富士フイルムのデジタル・ミニラボの最初のモデルであり，1999 年 5 月に発

売された．  

 - 110 - 



うするうちに，あれよあれよと思う間にフロンティアが出たのと前後して，デジカメ

が急激に進歩したんです 90．」（傍点筆者） 

 

この木村氏の発言を基に，「フロンティアがデジタル写真のプリントを主目的としたもの

ではなかった」と捉えることの妥当性については，もう少し検討しておく必要があるだろ

う．「フロンティア」が登場した 1999 年の時点では，画質だけではなく，プリントの需要

規模でもフィルム・プリントの方がデジタル・プリントよりも圧倒的に多かった．そのた

め，ミニラボの顧客である個々のラボ店の関心は，フィルム・プリントに偏って向けられ

てしまう可能性がある．したがって，「フロンティア」が実際には将来の写真のデジタル化

を展望に入れてデジタル・プリントを主目的として開発・販売されたものの，メーカー（富

士フイルム）がユーザー（ラボ）に対して「フロンティア」の特徴を説明するような局面

に限っては，「デジタル・プリントへの対応能力」よりも「フィルム・プリントの画質」の

方が相対的に強調されたにすぎない，という解釈も可能であるかもしれない． 

このような見方に対しては，木村氏がフロンティアの開発責任者であり，また，必ずし

も製品と顧客との接点の立場にいるわけではない点に注目すると，「フロンティア」がもと

もとはフィルム･プリントを主用途として想定していたと捉えることは妥当であると判断

しても支障はないものと思われる91． 

では，「フロンティア」は，どのような意味でフィルム写真を「従来の光学式ミニラボで

は実現し得なかったような品質（画質）」で出力することが可能であったのだろうか．その

一つのポイントとして，画像情報のデジタル処理プロセスを介在させることで，高画質の

プリントを実現した点を指摘できる． 

デジタル画像の処理プロセスによってフィルム写真の品質を向上させることの具体的な

例として，ここでは「ハイパートーン処理」というデジタル処理を取り上げて，簡単に説

明したい．従来のアナログ・ミニラボによる面露光では，ネガ面に記録されたコントラス

ト情報が，印画紙面には完全に再現されないことがあった 92．たとえば，ネガにはコント

                                                  
90 富士フイルム（2010 年 8 月 27 日）インタビュー：木村力． 
91 また，副社長として，富士フイルムの技術部門を率いた上田博造氏も，ミニラボのデジタル化の当初の

目的について，「フィルムからのペーパープリントの画質向上にデジタル処理を利用することが第一の目標

であった」と語っている．富士フイルム(2010 年 12 月 17 日)インタビュー：上田博造． 
92 アナログ・ミニラボが採用しているような，画像の取り込みと出力のプロセスで，画像情報が一度に取

り扱われる方式を「面露光方式」，もしくは「同時方式」と呼ぶ．これに対して，印画紙の端から順に画素
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ラストが存在しているにもかかわらず，印画紙にプリントされた場合には，黒く「ツブれ」

てしまったり，白く「飛んで」しまったりすることがあった．コントラストが非常に高い

画像の場合には特にこのような問題が発生する傾向がある．具体的には，図６－３をご覧

いただきたい．図６－３の【A】，【B】は，ハイパートーン処理を行っていない画像であり，

【C】はハイパートーン処理を行った後の画像である．【A】の写真では人物の顔を重視して

プリントしたものである．人物の顔を重視したため，背景は霞がかかったように白く「飛

んで」しまい，背景のコントラストが明確ではない．これに対して【B】では背景を重視し

てプリントしたため，人物の顔が黒く「ツブれ」てしまい，顔のコントラストが明確では

ない．図６－３のような濃度の分布が大きい写真をプリントする場合，従来のアナログ・

ミニラボによる面露光方式では，フィルムに記録されたコントラストを印画紙上に明確に

再現することが困難であったため，手作業による「覆い焼き」という特殊な処理が必要で

あった 93．  

これに対して，「フロンティア」では，「ハイパートーン処理」という，覆い焼きと同様

の効果が得られるプロセスが導入された．これは，ネガ上に記録されたコントラスト情報

を，デジタル画像処理プロセスによって自動的に強調してプリントに再現する処理プロセ

スである．この処理によって，図６－３の【C】で得られた画像のように，人物の顔と背景

との両方を，よりくっきりと再現することが可能となったのである． 

従来の面露光では，フィルムと印画紙との組み合わせによって，プリント画質は制約を

受けていたと考えられる 94．しかしながら，途中にデジタル処理プロセスを介在させるこ

とによって，この制約がなくなり，フィルム写真の画質を格段に向上させることが可能と

なったのである95． 

 

                                                                                                                                                  
で決められる面積上に露光させ，写真プリント画像を作る方式を「走査露光方式」，もしくは「順次方式」

と呼ぶ．富士フイルム（2010 年 8 月 27 日）インタビュー：木村力． 
93 「覆い焼き」とは，プリント時に画像の一部を紙などで覆うことで，画像の濃度を部分的に強調したり

弱めたりする手法である．覆い焼きについては，写真工業出版社（1980），糸川（1985）などに詳しい． 
94 インタビュー（2010 年 8 月 27 日）富士フイルム：木村力． 
95 インタビュー（2010 年 9 月 25 日）富士フイルム：浅沼克己． 
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図 ６－３ 「フロンティア」によるハイパートーン処理効果 

 

【B】 

【C】 

【A】 

（注）上田博造氏提供． 
なお，図中に示された「Image IntelligenceTM」とは，「映像をより美しく，ユーザーの望む仕上が

りを実現する」ための画像処理技術を盛り込んだソフトウェア群である（竹本・依田, 2004）． 

 

「フィルム写真の出力機」としての位置づけを強調したミニラボ・メーカー（富士フイ

ルム）に対して，ユーザーであるキタムラは，「フロンティア」を「写真のデジタル化にラ

ボが対応するための主たる手段」として捉えた．キタムラは「フロンティア」を全店に導

入するために，従来まで使用してきたアナログ・ミニラボ機器を，更新時期以前のタイミ

ングで除却する必要があった．設備の除却には損失が伴うにもかかわらず，あえてキタム

ラが「フロンティア」を導入するという意思決定を行ったのは，デジタル写真への対応能

力を重視したからであると考えることができる． 

キタムラにとってのデジタル・ミニラボ導入の意図とは，デジタル・ミニラボを個別店

舗のDP（現像・プリント）ビジネスの中核に据えることで，アナログ写真ばかりでなくデ

ジタル写真にも対応したビジネスを構築しておき，将来的にデジタル写真が主流になった

ときに写真プリントに生存領域を確保しようというものである．キタムラにとってのデジ

タル・ミニラボは，将来的な写真のデジタル化に能動的に対応していくための最有力の手

段として位置づけられていたと言える 96． 

このように，当初，「フロンティア」という新製品をどのように位置づけるべきかという

問題に関して，ミニラボ・メーカー（富士フイルム）とユーザー（キタムラ）との間には，

認識のギャップが存在した．しかしながら，顧客の使用目的やデジタル化の趨勢が明確に

                                                  
96 キタムラの菅原孝行氏は，「キタムラがデジタル化に対応する際の，決め手はフロンティアだった」と

語っている．キタムラ（2010 年 8 月 10 日）インタビュー，菅原孝行． 
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なっていくのに伴って，次第にそのギャップは解消されていった． 

 このようなギャップの解消に，先進的ラボはどのように貢献したのだろうか．(1)ラボか

らミニラボ・メーカーへの市場情報の提供，(2)市場テストの場の提供，という二つの側面

での貢献が指摘できる． 

(1) ラボからミニラボ・メーカーへの市場情報の提供について 

キタムラは，デジタル・ミニラボのリードユーザー（von Hippel, 1986）としての役割を

果たしたと言える．すなわち，デジタル・ミニラボをどのように使用するかという点で，

ラボ業界全体を先導した． 

デジタル写真の「お店プリント」を行うための手段として，デジタル・ミニラボを用い

るという用途は，非常に早い段階でキタムラの行動によって明確に示された．キタムラに

よるデジタル・ミニラボの全店導入という行動は，強いメッセージ性があったものと考え

られる．すなわち，デジタル写真の「お店プリント」の市場のポテンシャルが高く，デジ

タル写真の「お店プリント」の手段としてデジタル・ミニラボが有効であるという，キタ

ムラの「読み」を，ミニラボ・メーカーに対して強く示したことになる． 

この点について，第５章でも引用した，富士フイルムでデジタル・ミニラボ「フロンテ

ィア」の開発を指揮した木村力氏の発言を再度取り上げて，第５章とは異なる点に注目し

て検討したい． 

 

「（フロンティアの開発企画では）1 万台売りますって書いて開発したんですけれど

も，出したら全然売れなかったんですよ･･･シーンとしてたね．たぶん，（ラボは）

『あれなんだ．買ってもいいのか．』って風に思って，しばらく･･･半年間くらいで

しょうかね，全然売れない時期がありましたね．その後で，（ミニラボの）日本市

場では，キタムラさんがドーンときた 97．」 

 

ここで語られている，「あれなんだ．買ってもいいのか．」という市場の反応からは，「フ

ロンティア」という新製品をどのような用途の機器として捉えるべきかについて，多くの

ラボが当惑したことが窺える．これに対して，キタムラが「フロンティア」を大量に導入

してデジタル写真の「お店プリント」のビジネスを積極的に展開したことは，「フロンティ

ア」がどのように使われるべきなのかという点を明確に想定した上での判断であると考え

                                                  
97 富士フイルム木村力氏インタビュー（2010 年 8 月 27 日）． 
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ることができる．キタムラによるこのような積極的な行動は，「フロンティア」の用途のあ

り方に関して，ミニラボ・メーカーに対する強力なメッセージ性を有していたものと考え

ることができる．  

(2) 市場テストの場の提供について 

ラボ業界の中でいち早くデジタル・ミニラボを導入したキタムラの店頭は，デジタル・

ミニラボがデジタル写真の「お店プリント」に最適な手段であるか否かを試すための実験

の場であったと考えることができる．キタムラの店頭での使用実験によって，デジタル・

ミニラボを用いた「お店プリント」の有効性に関する不確実性が低下した結果，キタムラ

をベンチマークとするラボも，デジタル・ミニラボを導入したものと考えることができる． 

以上のような先進的ラボの貢献，およびデジタル・カメラの品質向上や市場規模の拡大

の影響も加わって，当初はフィルム・プリントに主眼が置かれて開発された「フロンティ

ア」は，「デジタル写真の出力の手段」として位置づけられるようになった．その結果，後

継機種の開発では，デジタル写真の出力という用途に重点が置かれた開発がなされるよう

になった．富士フイルムの木村力氏は次のように語る． 

 

「平成 13 年（＝2001 年）くらいになると，少なくとも僕はもう（写真は）デジタル

になるだろうっていう風に思っていた．だから，第二世代機を作るときは，アナログ

もデジタルも完璧にハイパフォーマンスでという形で，何が来ても経営がびびらない

ようにというスペックにしました 98．第二世代では迅速処理を入れたんだけど，フィ

ルムだったらネガ現（＝現像処理）をしてからプリントしなきゃならないから，絶対

スピードが出ないのね．ところが，デジカメだったら，（顧客が）来て，すぐ読んで，

プリントすればすぐ返せますよね．だから僕が言ったのは『ワンストップサービ

ス』．･･･その頃には，僕自身は（写真はデジタルに）なるだろうと考えていました 99．」 

 

デジタル写真がフィルム写真を代替するという問題が顕在化していくのに伴って，この

問題にミニラボ・メーカーとラボの双方の関心が，向けられるようになった．その結果，

デジタル・ミニラボは，当初はフィルム写真のコンテクストの中で位置づけられていたも

のの，デジタル写真のコンテクストの中に位置づけられるようになり，写真のデジタル化

                                                  
98 第二世代機の最初の機種である FR340E は，2002 年 11 月に市場投入された． 
99 富士フイルム（2010 年 8 月 27 日）インタビュー：木村力． 
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という問題を解決するための中核的な機器としての立場をより明確にしていったのである． 

 

解の形成プロセス② デジタル・プリントの周辺機能の充実 

デジタル・ミニラボが「デジタル写真の出力機」としての特色を明確にしていくのに伴

って，デジタル写真の「お店プリント」に関連した周辺的な機器・サービスも充実してい

った．デジタル写真の「お店プリント」というサービスは，デジタル・ミニラボ機器単体

によって成立するというよりは，デジタル・ミニラボを機能的に補完するためのさまざま

な関連機器やサービス等との組み合わせによって用いられる100．デジタル写真の出力機と

しての位置づけが明確になっていくのに伴い，「お店プリント」の関連機器・サービスも充

実していった． 

このような関連機器・サービスの発達プロセスでも，先進的ラボが大きな役割を果たし

た．この点について検討するために，以下では特に「オーダーキャッチャー」と呼ばれる

デジタル・プリントの店頭受付機を取り上げる． 

消費者がデジタル・プリントを注文する場合，店頭受付機が登場する以前は，デジタル・

カメラや記録メディアをラボに持ち込み，店員が写真を選別してプリントを行う必要があ

った．その方法は，消費者にとって利便性が低く，デジタル写真の「お店プリント」が一

般の消費者に広く普及する上での阻害要因になっていると考えられた．具体的には，次に

挙げるような問題を指摘することができる． 

・ カメラやメディアに収蔵された画像データの中から，プリントしたいコマだけを選択

して，顧客からラボ側に正確に伝達することが非常に煩雑である． 

・ デジタル・カメラやメディアをラボ店に預ける必要がある．そのため，プリント処理

のためにカメラやメディアを預けている間は，顧客は写真を撮影することができない

こともある．また，顧客にとっては，自分の撮影した写真が含まれるカメラやメディ

アを他人に預けることに対する心理的抵抗が存在する．  

このような問題を解決するために開発されたのが店頭受付機である．店頭受付機の直接

の開発を行ったのはミニラボ・メーカーである富士フイルムであるものの，その開発や改

良に関しては，キタムラ等のデジタル・ミニラボを積極的に導入したラボが非常に大きな

                                                  
100 たとえば，富士フイルムがラボ店に向けて提供する，デジタル写真のプリントサービスには，店頭受

付機等の機材，ソフトウェア，あるいはネットプリントへの接続等，さまざまなものが挙げられる．富士

フイルムでは，これらのデジタル写真関連サービスについて「F-Di サービス」という総称を用いている． 
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役割を果たした．先進的なラボが果たした役割として，次の 2 点を指摘できる．すなわち，

(1)ラボの店頭でしか得られないような，消費者のニーズに関する情報をミニラボ・メーカ

ーへとフィードバックすることで，そのニーズに対応した機器・サービスに反映させたこ

と，および，(2)実際に開発した商品と市場ニーズとのマッチングを図るための実験の場を

提供したこと，である．それぞれについて，簡単に検討したい． 

(1)市場情報のフィードバック 

先進的ラボは，消費者のニーズに関する情報をキャッチするとともに，その情報を積極

的にメーカーに対して伝達することで，具体的な機器やサービスに反映させた．キタムラ

の菅原孝行氏は，店頭受付機へのキタムラの関与について，次のように述べている． 

 

「（フロンティアの全店導入に追加して）それから･･･新たに努力したのは，･･･業界他

社に先駆けてやったのは，店頭に行ったらオーダーキャッチャーというのがあります

よね，店頭端末．これは富士さんが出したものですけど．銀行でいったら ATM です．

当時，（フロンティアが）出た頃はあれがなかったわけです．だから，銀行のお金を

おろすのに，通帳を持って窓口で待っておろすようなもんよね．メディアも預かって，

『じゃあ，お客さん明日仕上がりでいいですか．』って．今から考えたら不便ですよ

ね，当時，メディア高いし．メディアを預けている間は，写真を撮れないってことで

すよ．それじゃあいかんなと，もっとお客さんが楽々できるようにどうすればいいか
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

，

じゃあ，ATM 置こうじゃないですかと．･･･それでお客さんが店頭でやって（＝注文

して），それがフロンティアに飛んでいく．早ければ，4，50 枚でも 10 分あったら処

理できる，店内待ちで．それでもいかんから，家からもネットでつないで，家から注

文して取りに来るだけだとか．お客さんのできるだけ注文がしやすい環境を，とイン
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

フラを整備した
、、、、、、、

．（キタムラは）それをいち早くやりました． 

           ･･･中略･･･ 

これ（＝店頭受付機の開発）は富士写の力があって．（店頭受付機は）全部フロンテ

ィアにつながっていますから，富士写さんなしではできないんですよ．まあ，（キタ

ムラと富士フイルムの）共同で作っていったとはいっても，向こう（＝富士フイルム）

はメーカーだから主導権持ってくれないとできないからね．でも，我々のニーズとか

についてある程度プロジェクトとか組んで，結構やりましたよ．プロジェクトを作る

ことによって，先行しているキタムラが『こんなニーズも必要だよ，富士さん．こう
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いうのをお客さんが要るよ』っていう一番新しい情報を，お客さんに成り代わって
、、、、、、、、、、、

ど
、

んどん
、、、

要求してきた
、、、、、、

わけですよ．それに富士さんも協力してくれた．お互いにウィン

ウィンになれば，それを今度は新たなバージョンで提供もできるわけですよね 101．」 

 

この発言からは，店頭受付機の開発の初期の段階から，その後の改良に至るまで，キタ

ムラが継続的に関与していたことが窺える．消費者との直接の接点があるわけではないミ

ニラボ・メーカーに対して，キタムラは「お客さんに成り代わって」消費者のニーズを発

信したのである． 

von Hippel(1986)や小川（2000）は，市場全体の将来的なニーズ予測や，新製品のコン

セプトの明確化等の側面で，一部の先進的ユーザー（リードユーザー）が重要な役割を果

たす点を指摘している．キタムラは，ラボ業界の中でもいち早くデジタル・ミニラボを配

備しただけではなく，デジタル写真の消費者のニーズや不満を把握して，その情報をミニ

ラボ・メーカーに対してフィードバックした．店頭受付機をはじめとする具体的な対応策

が実現する上で，キタムラのようなリードユーザーが寄与していると考えることができる． 

 

(2)市場テストの場の提供 

 先進的ラボの店頭は，新サービス（店頭受付機）と消費者とのマッチングを図るための

実験の場としての役割を果たした．富士フイルムで「フロンティア」のマーケティングを

担当した棚橋進氏は，店頭受付機の普及に先進的ラボが大きな役割を果たした点について

次のように述べている．  

 

「大きいチェーン店が受付機をドンドン置いてくれたんですよ．これはキタムラさんも

そうですし，パレットさんもそうですし．というのは，（昔から地元で営業している）

街の写真店というのは，割と人間関係でやっていますので，お客さんのメディアを預

かっても大丈夫．しかし，たとえば，パレットプラザさんってご存知の通りほとんど

パートさんですから，とてもメディアを預かるってことができない．そうなってくる

と，機械に頼らざるをえない．そういう意味でいくと，あの受付機っていうのは，チ

ェーン店が育てて普及させてくれたな，というところはあります．どこよりもキタム

ラさんだとか，パレットさんとか，コイデさんとかが，一番最初に受付機を置きまし

                                                  
101 キタムラ（2010 年 8 月 10 日）インタビュー：菅原孝行． 
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たんで，その結果，受付機ってやってみる
、、、、、、、、、、

と，やっぱりメディアを預けるよりも便利
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

だよね
、、、

っていう風になって，どんどんどんどん一般のお店にも広まっていきまし

た 102．」（傍点筆者） 

 

ここで述べられている，「受付機ってやってみると，やっぱりメディアを預けるよりも便

利だ」という使用感は，実際にラボの店頭で消費者が使用してみることによって，初めて

実証される性質のものである．先進的ラボによる店頭受付機の実際の導入・運用によって，

その有効性が検証された．そのことは，遅れて店頭受付機を導入しようとしていたラボに

とっては，店頭受付機の導入の是非を見極めるため実験の場として機能したと考えること

ができる． 

 

第３節 街場のラボによる解の受容―意思決定に注目した分析― 

 本節では，一部の先進的ラボとミニラボ・メーカーによる連携的な行動を通じて形成さ

れた解が，街場のラボにまで受容された理由について検討を行う．それぞれの参加者が，

デジタル化という問題をどのように捉え，また，どのように対応しようとしたのかという，

意思決定の観点から分析するために，デジタル・ミニラボの導入で先行したキタムラと，

街場のラボにそれぞれ注目して分析を行う． 

本節の分析から，先行者が高い不確実性の下で選択した解が，業界全体の標準的な解と

なり，それを街場のラボが比較的容易に手に入れたことが明らかになる．  

 

先進的ラボによる解の導出 

前節で確認したように，「お店プリント」のビジネスが，ラボ業界全体の標準的な解とな

る上で，先進的なラボやミニラボ・メーカーが，重要な役割を果たした．先進的なラボの

中でも，キタムラはとりわけ早期にデジタル化の脅威を緊急性の高い問題として認識した． 

キタムラにとって，もし将来的にデジタル・カメラがフィルム式カメラを代替してしま

えば，従来までキタムラにとっての中核的な事業であった銀塩写真の現像・プリントとい

うビジネスの継続が困難となる可能性が高く，生き残っていくためには何らかの対応が必

要であると考えられた103．2001 年頃には，国内のデジタル・カメラの販売は急速に拡大し

                                                  
102 富士フイルム（2010 年 8 月 27 日）インタビュー：棚橋進． 
103 キタムラの菅原孝行氏は，「世の中がデジタル・カメラになってきたら，まずは（カメラの販売）チャ
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ているのに対して，フィルム式カメラは市場縮小傾向にあった．しかしながら，当時は，

処理量から見ても依然としてフィルム写真が主流であり（図２－６を参照），また，「写真

イコール銀塩」という銀塩の地位は容易には失われないという考えも写真業界には根強く

残っていた．そのため，デジタル写真がフィルム写真をどの程度まで置き換えるかについ

ては，必ずしも確実とは言えなかった．将来的に写真がデジタル化するという見方は，不

確実なものであった． 

また，写真のデジタル化がどのタイミングで本格的に発生するのかも，不確実であった．

キタムラの北村正志会長（2007 年当時）は，「私も 60 歳を過ぎて，このデジタルの津波に

とっつかまりました．15～20 年前にこの津波が来るということは知っていました．ところ

が，『すぐ来る』と言われても，なかなか来なかった．『狼少年みたいだな』と言っていた

のが，2001 年からデジタル革命が来ました．」と語っている 104．この発言からは，デジタ

ル化の脅威については長年認識していたにもかかわらず，デジタル化がいつ発生するのか

という点に関しては予想がつかなかったことが窺える． 

将来的な写真のデジタル化の動向は不確実であったため，キタムラの内部では一つの仮

定を置いて，その仮定をベースにして全ての戦略を考えることにした．その仮定とは，「フ

ィルムはデジタル・カメラによって置き換わる」というものである105． 

キタムラが写真のデジタル化という問題に直面したときに，ラボ業界には既成の解は存

在しなかったため，キタムラは自ら解を模索し，見出す必要があった．フィルムがなくな

るということを仮定した上で，写真のデジタル化という問題に対して，キタムラが導出し

た解は，デジタル・ミニラボを全店に導入して，デジタル写真の「お店プリント」を主た

るビジネスとして展開していくことであった．デジタル・ミニラボが登場した2001年当時，

すでにデジタル写真をプリントする手段はいくつか確立されていたものの，プリント画質，

コスト，処理スピード等の多面的な観点から評価して，デジタル・ミニラボが最適なもの

                                                                                                                                                  
ネルが変わるから，カメラでは儲からなくなるな．…中略…それから，当然フィルムカメラは減るだろう

な．いわゆる，現像，プリントは減るだろうな，と思いました．…中略…我々は，デジタル時代に対応し

ないと，たぶん生き残れないだろうなと思いました．」と語っている．（2010 年 8 月 10 日） 
104 北村正志（2007）「デジタル写真の激増・ピクチャーショップチェーンの革新」，『流通問題アカデミー

議事録』 
105 2002 年に，北村正志社長（当時）は，「フィルムは消える」と社内で断言した上で，生き残るための

方法を考えようと呼びかけた．当時，ラボ業界で「フィルムが消える」ということはタブー視されていた．

北村正志（2007）「デジタル写真の激増・ピクチャーショップチェーンの革新」，『流通問題アカデミー議事

録』． 
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と考えられた 106． 

キタムラの菅原孝行氏は，写真のデジタル化という問題に対してキタムラがどのように

臨んだのかという点について，次のように述べている． 

 

「（写真の）デジタル化時代が来ることについては（将来的にフィルムがなくなると）

腹を括りました．だけど，それ以外については，･･･手段については，走りながら考

えてきました．だってやってみないと分からんことばっかりじゃないですか．誰もデ

ジタル時代を体験したことはないですから，うちにいる人間は．うちだけじゃなく，

写真屋さんもメーカーさんも，みんなすべてが初体験でしょ．だから，その先がどう

なるって，･･･こう行くだろっていう延長戦で描くことはできるだろうけど，それが

絶対こうなるということと，その速度はなかなか読めないんです． 

            …中略… 

（キタムラは）たえず現状否定して自戒してきた．現状否定するために，それなりに

数字をウォッチしてたら，絶対に数字が変わってくるアクションの始まりってあるじ

ゃないですか．そこで，いかに仮説を立てて，断言できるかなんですよね．常に最悪

のことを考えすぎてもいかんけど，経営っていうのは，松竹梅で物事を考える．うま

くいくのは大事だけど，最悪の場合でも命を落とすことはないよね，ということを確

認したら，みんなアクションを起こしているはずなんですよ，どんな企業だって．我々

のような経営幹部のように，年齢のいってる者ほど，当時（2000 年～2002 年頃）デ

ジタル時代になったときに，フィルムを否定するってのをしたくはなかったですよ．

それは分かりますよね．人間って，歳がいくほど，自分の行動とかを否定したくはな

いじゃないですか．『フィルムはなくなるぞ．なくなってしまうと俺たちは自戒しよ

う，断言しよう』と思ったことが，今につながっていると思います 107．」 

 

将来的な写真のデジタル化に関しては不確実な部分が多々存在したものの，写真が全

てデジタル化することを前提にして，キタムラはデジタル・ミニラボの全店導入という

意思決定を行ったのである．  

                                                  
106 デジタル・ミニラボ以外のデジタル写真のプリント手段として，たとえば，業務用 IJP，昇華式プリ

ンタ，ピクトロスタット（富士フイルム）と呼ばれるフルカラープリンタなどが存在した． 
107 キタムラ（2010 年 8 月 10 日）インタビュー：菅原孝行． 
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業界の標準解としてのデジタル・ミニラボ 

キタムラのような一部の先進的ラボによって示された，写真のデジタル化という問題に

対する解は，ラボ業界全体が進みうる一つの方向性を典型的に示唆するものであった 108．

前章で確認したように，キタムラによる積極的なデジタル・ミニラボの導入は，直接的に

競合する他のラボのデジタル・ミニラボ導入を誘発した．キタムラの行動は，写真のデジ

タル化が進行していく状況下でのラボ業界のあるべき姿を提示する強力なメッセージとな

って，業界の他のプレーヤーの行動に強い影響を及ぼしたものと考えられる． 

他方で，ミニラボ・メーカーは，先進的ラボとの連携関係の下で形成された解（デジタ

ル・ミニラボや，その周辺機器・サービス）を雛形にして，その解のパッケージをラボ業

界全体に対しても展開した．ミニラボ・メーカーによるデジタル・ミニラボのプロモーシ

ョンは，写真のデジタル化に対する問題意識を喚起することになった． 

当初，一部の先進的ラボにとっての解にすぎなかった，デジタル・ミニラボやその周辺

機器・サービスは，デジタル化の問題がより顕在化していくのに伴って，ラボ業界全体に

広く受容され，業界全体の標準的な解となった． 

キタムラの菅原孝行氏は，デジタル・ミニラボの普及の初期（2000 年～2002 年頃）のこ

とを回顧して，次のように述べている．  

 

「ただ言えることは，当時の写真店にとって今後もデジタル時代に写真屋をやっていこ

うとするならば，デジタル・ミニラボをね，･･･フロンティアみたいなヤツを入れな
、、、、、、、、、、、、、、、、

きゃ，先は
、、、、、

（商売を）やらないということと同義じゃないですか．アレ抜きに写真屋
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

をやってもしょうがないんで
、、、、、、、、、、、、、

．まあ，強いて言えば，昇華型のね，富士だったら同時

プリンチャオとかあるじゃないですか，コイン入れてプリントする方式．それは別と

して，（集合ラボに外注するだけの）受付ビジネスだってね，実際に『中何日ですよ』

って･･･ネットでもできるのに，あえて翌日とか中一日かけて，メディアを預けてや

るという人はいませんよね．だから，コンビニで写真をやるっていったって，通常の

受付では売れないじゃないですか．ということは，やっぱりフロンティアを入れなか
、、、、、、、、、、、

ったら，もうこの事業は止めますか，続けるんだったらいきます
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

（＝デジタル・ミニ

                                                  
108 前章で確認した，55 ステーションやプラザクリエイト等の競合ラボによる追随的な行動は，キタムラ

によって示された解を積極的に採用したものとして捉えることも可能である． 
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ラボを導入する）よね，という話だったんで
、、、、、、、、、、、、

すよ，当時
、、、、、

 、109、．」（傍点筆者） 

 

この発言からは，デジタル写真の「お店プリント」の手段は，デジタル・ミニラボ以外

にも存在したものの，消費者の求めるサービス品質の水準から判断すると，当時のラボ業

界が採りうる現実的な選択肢は，デジタル・ミニラボを導入すること以外になかったこと

が窺える． 

 

街場のラボによる解の受容 

それでは，キタムラ等の一部の先進的ラボによって見出された解が，なぜ変化に積極的

に対応しようとしない街場のラボにまで受け入れられたのだろうか．問いをより突き詰め

るならば，デジタル・ミニラボという具体的な解が登場したことは，街場のラボによる解

の受容にどのような影響を持ったのだろうか．本項ではこの問題について考察する． 

結論から述べると，「お店プリント」のビジネスモデルという既成の解が形成されたこと

で，デジタル化に対する問題意識を明確にしていなかったラボも，それを容易に入手する

ことができるようになったからである．  

写真のデジタル化を，非常に重大な問題として認識していなかったラボにとって，実際

に解が形成されたことは，次の点で重要な意味を持つと考えられる．すなわち，デジタル・

ミニラボやその周辺機器・サービスが，具体性を持つ解として実際に提示されたことで，

個々のラボが本当に取り組むべき問題の所在が明らかになり，ゆえにその問題に関心を集

中させることができるようになった，という可能性を指摘できる． 

それは，解が先に登場して，その後から問題が特定されるというパターンであると考え

ることができる．ミニラボ・メーカーによるプロモーション活動は，デジタル化の脅威を

喧伝し，ラボに対して問題の認識を迫ったものと捉えることができる． 

前に紹介した A 写真店は，実際にデジタル・ミニラボを導入するまで，すなわち解を受

容するまで，写真のデジタル化を問題として認識していなかった．しかしながら，偶然に

も従来まで使っていたラボ機器が壊れて，新しい機器に入れ替える必要が生じたため，デ

ジタル化という問題を初めて認識できたと考えることができる． 

 環境変化に対して積極的に対応していこうとしない街場のラボにも，デジタル・ミニラ

ボが普及したのは，業界としての標準的な解が形成されたことが影響しているものと考え

                                                  
109 キタムラ（2010 年 8 月 10 日）インタビュー：菅原孝行． 
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られるのである． 

 

第４節 発展的議論 

第２節，第３節の議論についてここで簡単にまとめることにする．キタムラ等の一部の

先進的ラボとミニラボ・メーカーとの連携的な行動を通して，デジタル・ミニラボを用い

たデジタル写真の「お店プリント」に生存領域を確保するという解が形成された．この解

は，業界全体に対してミニラボ・メーカーによってパッケージとして提供され，業界全体

の標準的な解になった．当初はデジタル化を深刻な問題として認識していなかった街場の

ラボであっても，デジタル・ミニラボを比較的容易に導入することができたのである． 

 以上の議論を踏まえて，本節の以下の項では次の 2 つの発展的議論を展開する．第一に，

ゴミ箱モデルを市場にも適用できる可能性について論じる．第二に，フリーライダーの問

題について，検討を行う． 

 

ゴミ箱モデルの市場への適用 

本項では，ゴミ箱モデルの市場への適用について論じる．第 1 節で紹介した通り，ゴミ

箱モデルは組織の意思決定を理解するための視点を提供している．とりわけ，典型的には

大学，学校理事会，地方公共団体などの，合理的意思決定モデルとは相容れない，「組織化

された無秩序」状態での意思決定に適合的なものである（March and Olsen, 1979）． 

しかしながら，第 2 節，第 3 節で検討したようなデジタル・ミニラボの普及プロセスは，

組織ばかりではなく市場においてもゴミ箱モデルが適合的である場合があることを示唆し

ている．この点を念頭において，以下では「ミニラボ・メーカー」，「先進的ラボ」，および

「街場のラボ」というそれぞれの参加者の行動に注目しながら，デジタル・ミニラボの普

及プロセスについて，改めて記述を試みる． 

〔ミニラボ・メーカー〕 

デジタル化という問題に対する解を直接的に用意したのはミニラボ・メーカーである富

士フイルムであった．しかし，デジタル写真のプリントという用途は「フロンティア」が

備える多々ある機能の中の一つにすぎず，富士フイルムにとって「フロンティア」は必ず

しもデジタル化に対する解であるとは捉えられていなかった．しかし，デジタル化の問題

が顕在化していくのにしたがって，「フロンティア」は解としての位置づけを明確にしてい

った．富士フイルムは，先進的ラボとの連携によって見出された解を雛形にして，その解
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をラボ業界全体に対して展開した．その際のデジタル・ミニラボのプロモーション活動は，

写真のデジタル化を問題として認識していなかったラボに対して，問題の認識を迫ること

になった． 

〔先進的ラボ〕 

先進的ラボであるキタムラは，比較的早期に写真のデジタル化を深刻な問題と捉えた．

写真のデジタル化に関する不確実性は大きかったものの，「フィルムはなくなる」という仮

定をベースとして，デジタル・ミニラボの全店導入の意思決定を行った．先進的ラボは，

消費者ニーズをミニラボ・メーカーに発信するなど，解の形成に際して大きな役割を果た

した．キタムラは，写真のデジタル化の将来的な見通しがはっきりとしない，高い不確実

性の下での意思決定を行う必要があった．しかし，先行するキタムラによる市場テストを

経ることによって，「お店プリント」の手段として，デジタル・ミニラボが有望であること

が明らかになっていった．すなわち，先進的ラボが先行したことによって，解の有効性に

関する不確実性が低下していった． 

〔街場のラボ〕 

先進的ラボによって不確実性が減じられた状況の下で，街場のラボは解を受容すること

が可能になった．さらに，その解は，街場のラボが障害なく導入できるようなパッケージ

として提供されるものであったため，比較的容易に普及が進んだ．デジタル・ミニラボと

いう具体的な解の出現は，写真のデジタル化という問題の所在を指し示し，街場のラボが

その問題を認識することにつながった．つまり，デジタル・ミニラボという解が登場し，

その導入を検討するプロセスを経ることで，問題の所在が明確になり，それまではデジタ

ル化を問題として認識していなかった街場のラボにまでデジタル・ミニラボが普及したの

である． 

この事例で強調すべきは，デジタル・ミニラボという解がラボ業界に広く普及したもの

の，その解に対応する問題が，必ずしも事前にラボ業界内部で広く認識されていたわけで

はないという点である．典型的には A 写真店に見られるように，ラボ業界には写真のデジ

タル化に対する問題意識が希薄であったラボが少なからず存在した．しかし，ミニラボ・

メーカーがデジタル・ミニラボという商品のプロモーションを積極的に行うほど，写真の

デジタル化という問題がより明確に喧伝され，その問題が関心を集めることにつながった．

街場のラボは，デジタル・ミニラボという解に直面したことを契機に，写真のデジタル化

という問題を認識することができたのである．つまり，解の出現が問題を浮き彫りにした
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と考えることができる． 

街場のラボへのデジタル・ミニラボの普及の事例は，解が出現した結果として問題が浮

き彫りになったという点において，ゴミ箱モデルに適合的な側面があると考えることがで

きる．すなわち，ゴミ箱モデルは組織ばかりではなく，本来合理的なものと捉えられてき

た市場にも適用できる可能性が示唆される． 

合理性を前提とした市場と，ゴミ箱モデルが想定する組織とはどのように異なるとみな

されてきたのだろうか．両者の相違点について検討したい．まず合理性を前提とした市場

では，個々の参加者による意思決定は問題が予め存在していることを前提としている．す

なわち，予め問題が存在して，それに対する解が検討されるという順序になっている．そ

の問題を解決するための知りうる解が全て検討され，その中で最も有効な解が選択される

というプロセスが市場での前提とされている．これに対して，ゴミ箱モデルで想定されて

いる組織では，「問題」，「解」，「参加者」，「意思決定機会」の 4 つの要素が，それぞれかな

りの程度独立して流れている．そのため，必ずしも「解」や「選択機会」に対して「問題」

が先立って存在しているわけではなく，「解」や「選択機会」が出現した後で，「問題」が

出現することもありうる 110． 

 

フリーライダーの問題 

デジタル・ミニラボが街場のラボにまで普及した要因として，第 2 節，第 3 節では，キ

タムラのような先進的ラボによって見出された解を，後発者である街場のラボが容易に入

手できた点を指摘した．ここからは，先発者が模索しながら解を見出したのに対して，後

発者である街場のラボは，比較的容易にデジタル化への方法を入手できた側面が見出せる．  

Lieberman and Montgomery(1988)は，後発者に対して先行者が不利になる要因（先行

者不利）として，①先行者による投資を，後発者がフリーライダーとして利用することが

できること，②後発者は市場の不確実性について見極めることができること，③技術や顧

客ニーズの変化には後発者が対応しやすいこと，④先行者には慣性が存在すること，とい

う 4 点を指摘している．議論の出発点として，この分析枠組みに沿って，本章の事例を検

                                                  
110 ただし，ゴミ箱モデルが想定する組織の意思決定プロセスと，合理性を前提とした市場との共通点と

して，①参加者が流動的である点と，②選択機会が流動的である点の２点が指摘できる．すなわち，市場

内部の参加者は限定的ではなく，また，それらの参加者による自由な意思決定の集合的な結果として，市

場の動向が形成される．これらの特徴は，市場とゴミ箱モデルの両方が本来的に共有しているものと考え

ることができるだろう． 

 - 126 - 



討したい． 

第一に，後発者が先行者による投資にフリーライドしている側面が観察される（上記の

①の要素）．写真のデジタル化への解であるデジタル・ミニラボやその周辺的な機器・サー

ビスという手段を，街場のラボは容易に導入できた．これらの解はミニラボ・メーカーと

先進的ラボとの連携によって見出されたものである．先進的ラボが，デジタル・プリント

の消費者の情報をミニラボ・メーカーに提供していたのは，より優れたデジタル・プリン

ト手段を他のラボに先んじて導入することで，他のラボよりも優れたサービスを実現する

ことに主眼が置かれていたと考えることができる．すなわち，競合である街場のラボを利

することを主たる目的としていたわけではない．しかしながら，先進的ラボの貢献によっ

て開発された解がパッケージとして供給されたため，街場のラボはその解を比較的容易に

入手できたのである．すなわち，先進的ラボによる投資（これは必ずしも金銭的なものに

限定されず，労力も含む）に，後発者である街場のラボがフリーライドしたものとして捉

えることができる． 

第二に，後発者が不確実性を見極めてから参入したという側面についても指摘できる（上

記の②の要素）．第 2 節で言及した通り，キタムラはデジタル・ミニラボを用いたデジタル

写真の「お店プリント」の市場実験としての役割を果たした．すなわち，最初にデジタル・

ミニラボを用いてデジタル写真の「お店プリント」に対応できる体制を整えたキタムラは，

写真のデジタル化や消費者行動等に関する不確実性が非常に高かったものと考えることが

できる．しかしながら，キタムラが先行し，さらに成功したことによって，デジタル・ミ

ニラボの有用性や市場の有望性がある程度明確になった．その後で，他のラボはデジタル・

ミニラボの導入を決定することができたのである．こうした側面は，見方を変えると，後

発者の行動は①で述べられているフリーライダー問題と本質的には同一であることと考え

ることも可能である．つまり，キタムラのような先行者が，デジタル・ミニラボという新

製品に関するリスクを引き受け，それに続くラボは，先行者による「リスクの引き受け」

という行動にフリーライドしたと捉えることができる．  

 以上の分析からは，Lieberman and Montgomery(1988)の枠組み基づいて，後発者であ

る街場のラボが，先進的ラボによるデジタル・プリントの市場開拓に投じられた労力にフ

リーライドした側面について指摘した．しかし，それと同時に，視点を変えると，本章で

取り上げた事例では「先行者が後発者を利用する」という，先行者と後発者の立場が逆転

したフリーライドの側面が存在することを指摘できる．以下では，市場の創出，維持に関
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して，後発的なラボの追随行動が，先行者を利しているという側面について指摘したい．  

 市場の創出・維持には，後発者による追随によるインフラ整備が，市場創出に必要だっ

た．第３章で指摘したように，デジタル写真の「お店プリント」のインフラが整備された

ことが，写真をラボでプリントするという消費者の行動習慣を維持する上で非常に重要な

ポイントであった．消費者にとっての「お店プリント」の利便性を維持する上で，ラボが

消費者の生活の動線上に存在することが必要であったと考えられる．すなわち，デジタル

写真の「お店プリント」であっても，銀塩写真の場合と同様にラボでプリントできるとい

う「手軽さ」が，ラボの生き残りの一つの重大なポイントであったと考えられる．もし，

ラボが消費者の動線から失われると，家庭用 IJP にシフトしたり，あるいはそもそも写真

をプリントするという習慣が失われたりする可能性もあった．しかし，デジタル・ミニラ

ボの導入で業界を先導したキタムラのチェーンは，500 店舗程度の規模しかなかった（2000

年当時）．キタムラのチェーン店舗網がカバーできる商圏は限定的であり，キタムラ一社で

デジタル・プリントの市場を創出・維持することは決して容易ではないと考えることがで

きる．その意味で，他のラボがデジタル・ミニラボ網を整備したことは，デジタル写真の

「お店プリント」に生存領域を確保しようとしていたキタムラにとって，市場拡大をもた

らすという利点が存在すると考えることができる．  

キタムラの菅原孝行氏は，キタムラがデジタル写真に事業をシフトさせる上で後発者の

存在が不可欠であった点について，次のように述べている． 

 

「我々がなぜこれだけ必死になってやってるかといえば，当然，どんなビジネスにも『ト

ップ賞』って，絶対あるんですよね．トップが先ず消えてなくなることはあまり聞い

たことがない．我々が消えてなくなるときというのは，写真屋がこの世に要らないと

言われたときですよ．でも，写真が人類からなくなることはないよね，…そりゃ，テ

ロとか戦争とかの有事のときは別ですけど，それがない限りは，写真がなくなること

はない． 

…中略… 

（ラボ業界が縮小していくことによる残存者利益は）たしかにありうると思いますよ．

ただ，うちのトップが言っているのは，うちだけが生き残っても意味がない
、、、、、、、、、、、、、、、、

．（キタ

ムラの）一千店ではインフラにならないです
、、、、、、、、、、、、、、、、

．昔は（ラボ間で）ドンパチ戦っていた

わけですよ，狭い島国の中で．だけど，今は，写真屋さんがある程度ね…，ある一定
、、、、、、、、、、、、、、、、、
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の量が残っていかないと，当然我々も要らなくなってしまう
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

．それは先ほども申した

ように，写真屋そのものが必要とされなくなると，我々も『残存者利益』とか『トッ

プ賞』は関係なくなるんですよ．うち（＝キタムラ）だけでは，お客様が快適にご利

用いただける（店舗の）量は持ってないですよね．たとえば，東京 23 区の人は厳し

いですよ，（キタムラの店舗が）ほとんどないですからね． 

（生活の動線上にラボが存在する必要性については）ラボが生活の動線上になかったら，

他の手段を考えますよね．『しょうがない，じゃあネットで頼むか』とか，『とりあえ

ずプリントするのは，いつか（ラボの）近くに来たときにやろう』とか…そういう風

にお客様のアクションが変わってきます…変わらざるをえなくなっちゃいますよ

ね 111．」（傍点筆者） 

 

この発言からは，リスクが伴うにもかかわらず，キタムラが積極的に環境変化に対応し

ようとした背後には，先行者優位性や残存者利益を意識していることが窺える．しかし，

それと同時に，デジタル写真の「お店プリント」という市場を維持するためには，他の競

合ラボの存在が不可欠であると考えている点についても明言されている．さらには，キタ

ムラは後発者によってフリーライドされることを最初から容認していたと捉えることもで

きる112． 

ここで注目すべきは，デジタル・ミニラボを導入したラボの中に，採算の取れない状態

にあるラボも少なくないという点である113．特に街場のラボはキタムラのような先進的ラ

ボに追随してデジタル・ミニラボを導入したものの，利益を確保できるほどの需要を獲得

できていないのが実態である．つまり，街場のラボは，実質的にはリターンが得られない

にもかかわらず，デジタル・ミニラボへの投資を行うことで市場の維持・拡大の手助けを

したと見ることができる． 

                                                  
111 キタムラ（2010 年 8 月 10 日）インタビュー：菅原孝行． 
112 キタムラの菅原孝行氏は，「我々は，デジタル時代に対応すると決めたときに，他の写真屋さんとの競

争を意識するのを止めたんです．」と語っている．（キタムラ（2010 年 8 月 10 日）インタビュー：菅原孝

行．） 
113 筆者の試算によると，2009 年以降にデジタル・ミニラボを導入したラボのうち，DP 事業で赤字にな

っているのが約 51％に上る．なお，この採算性については，「デジタル・ミニラボの導入率」から「DP 事

業で採算が取れているラボ店の割合（黒字のラボ）」の差を「デジタル・ミニラボを導入しながらも，採算

が取れないラボ」の指標として用いている．データは，『フォトマーケット 2009 年度版』p. 152.をベー

スにしている． 
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このような，デジタル・ミニラボを導入したにもかかわらず経営的に厳しい状態にある

ラボがある程度の規模で存在することは，先行者にとって大きなメリットが存在する可能

性が指摘できるのである．言い換えるならば，キタムラのような先行者は，市場の創出・

維持のコストを後発者にも負担させ，その上で先行者優位や残存者利益によってもたらさ

れる実質的な利益を獲得していると言える（図 ６－４参照）．つまり，先行者が後発者に

よる投資にフリーライドしたという側面を指摘できるのである． 

 

図 ６－４ キタムラの売上高・経常利益の推移（連結） 
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[出所] 『株式会社キタムラ 有価証券報告書』 

 

第５節 まとめ 

本章では，デジタル・ミニラボが街場のラボにまで早期に普及した理由について検討し

た．検討の結果明らかになったのは，次のようなポイントである． 

先進的ラボの貢献によって形成された解が，街場のラボによって受容されたという点で

ある．先進的ラボとミニラボ・メーカーとの連携的な行動によって，写真のデジタル化の

問題に対する解が形成された．その解が業界全体の標準的な解となった結果，写真のデジ

タル化を問題として意識していたか，意識していなかったかにかかわらず，ラボ業界全体
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にとって，「お店プリント」のビジネスを比較的容易に展開できるようになった．そのため，

デジタル化という変化に対して積極的に対応しようとしない街場のラボであっても，事業

継続の意思と投資資金があれば，解を受容することが可能であった．見方を変えるならば，

街場のラボは，先進的ラボの解にフリーライドできたと考えることが可能である． 

この事例からは，二つの理論的な発展可能性が指摘できる．一つは組織の意思決定モデ

ルであるゴミ箱モデルを，市場にも適用できる可能性がある．市場における多様なプレー

ヤーによる間接的な影響をも含めた，因果関係について記述・理解することが可能になる

と考えられる． 

もう一つは，フリーライダー問題に関する新たな視点を提示できる．先行研究では後発

者が先行者の投資にフリーライドするという視点が提示された．本章の事例では，確かに

そのような側面が存在し，しかもデジタル・ミニラボの普及に際して重要な役割を果たし

た点について確認した．しかしながら，それと同時に，市場の創出・拡大という側面では，

「先行者が後発者を利用する」という別のフリーライドが発生していた点について検討し

た．本研究は，フリーライダー問題を検討する上での視点を提供しているものと考えるこ

とができる． 
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第７章   

消費者行動への影響         
 

 

第１節 本章の問題意識と分析枠組み 

 既に第３章で論じたように，本稿の基本的な問題は，デジタル・ミニラボが早期に普及

したことによって，「撮影した写真をラボに持ち込んで処理する」という，銀塩写真の時代

に消費者が習熟した行動習慣を維持させることができた，という点にある．その意味では，

消費者の行動習慣が変質してしまう以前にデジタル・ミニラボの普及が間に合ったという，

出来事の順序およびタイミングが重要であると言える．このような問題意識の下で，第５

章および第６章では，「お店プリント」のビジネス・システムの内部に注目して，デジタル・

ミニラボの普及プロセスについて検討した．そこでは，ミニラボ・メーカーとキタムラに

よって共同で創り上げられた「お店プリント」のビジネスが，街場のラボを含むラボ業界

全体に広まっていくメカニズムが解明された． 

本章では，デジタル・ミニラボの普及が消費者の行動にどのような影響を及ぼしたのか，

という問題について検討する．本章の結論を先取りするならば，デジタル・ミニラボが普

及した結果，需要がラボ業界全体に分散しながらも，全体の需要規模が拡大していったこ

とが明らかになる．「お店プリント」の需要が創出され，その需要がラボ業界内部に分散し

たことで，ラボのビジネスは写真がデジタル化に対応することができたと言えるのである． 

本章の分析枠組みは図 ７－１のように表すことができる．図 ７－１は大きく分けて二

通りの因果経路から成っている．すなわち，デジタル・ミニラボが普及した結果として，

①デジタル・プリントの「お店プリント」の需要が喚起され，それと同時に，②当初は少

数のラボに集中していた「お店プリント」の需要が，遅れてデジタル・ミニラボを導入し

た後発のラボにもある程度分散した，という 2 つの因果経路である． 

本章の第 2 節では，①の因果関係について確かめるために，デジタル・ミニラボの普及

によって，「お店プリント」の需要が喚起された点について確かめる．その背後では，「お

店プリント」の需要喚起を目的としたプロモーション活動が貢献していた可能性について

指摘する． 
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第 3 節では，②の因果経路について検討する．すなわち，「お店プリント」のビジネスが

立ち上がった初期の段階では，先行者であるキタムラに「お店プリント」の需要が顕著に

集中していた点に注目し，そのように偏っていた需要がキタムラ以外のラボにまで分散し

ていったことについて，ジニ係数という指標を用いて確かめる．さらに，第 4 節では，ス

イッチングコストが，消費者行動に及ぼす影響について検討を行う． 

 

図 ７－１ 本章の分析枠組み 
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の普及

「お店プリント」の
需要拡大

需要の偏りの緩和

第2節

第3節

スイッチングコスト
の影響

第4節

 

 

 

第２節 デジタル・ミニラボの普及と「お店プリント」の市場拡大 

本節では，デジタル・ミニラボの普及によって，「お店プリント」の需要が拡大したとい

う因果経路について確認したい（図 ７－１の上側）． 

図 ７－２はデジタル・ミニラボの普及台数と「お店プリント」の需要規模の関係について

表したものである．2002 年以前にはデジタル・ミニラボの普及台数（横軸）が少なく，「お

店プリント」の需要規模（横軸）は非常に低水準のまま推移していた 114．しかしながら，

2001 年から 2002 年にかけては，デジタル・ミニラボの普及が急拡大して，「お店プリント」

のインフラが急速に整備されたことが分かる．需要規模が急拡大しているのは，その直後

からである．このことは，「お店プリント」のインフラが整備されたことが，デジタル・カ

メラのユーザーのプリント需要を喚起して，その結果として需要規模が拡大したと読むこ

とができる． 

 

                                                  
114 表５－１で示した通り，この当時のラボが処理するプリントのほとんどはフィルム・プリントによっ

て占められており，したがって，デジタル・プリントの占める割合は非常に小さかった． 
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図 ７－２ デジタル・ミニラボの普及台数と「お店プリント」の需要規模 
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[出所]  デジタル・ミニラボの普及台数：『フォトマーケット』2009 年 2 月号, p. 6-7. 
「お店プリント」の需要規模：『フォトマーケット 2010 年度版』p. 98. 

 

 

「お店プリント」の供給者から消費者に対するプロモーション活動 

ただし，本稿が主張するような，デジタル・ミニラボが普及したことが，消費者の行動

習慣を維持させて『お店プリント』の需要を喚起した，という因果関係に対しては，依然

として検討の余地が残っている．既に指摘した通り，デジタル・ミニラボのインフラが整

備されたことは，消費者の行動習慣が維持されるための必要条件が整っただけの意味しか

持たないと考えることも可能である．言い換えるならば，個々のデジタル・カメラのユー

ザーには「撮影した写真をラボに持ち込む」という行動習慣が残っていたとしても，その

ユーザーには「お店プリント」を「利用する」という選択肢ばかりではなく，「利用しない」

という別の選択肢も存在したのである．それにもかかわらず，「お店プリント」を「利用し

ない」のではなく，「利用する」ことが選択されたのである． 

それでは，なぜ消費者はラボを「利用する」ことを選択したのだろうか．見方を変える

ならば，いかにしてラボ業界はデジタル・カメラのユーザーに対して「お店プリント」を
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利用させるように仕向けたのだろうか． 

本稿では，消費者が「お店プリント」を「利用する」という選択を行った背後で，「お店

プリント」の供給者による，消費者に対してのプロモーション活動が存在した点について

指摘する．そのようなプロモーション活動によって，デジタル・カメラのユーザーをラボ

が取り込んだ側面もあるという可能性について言及したい． 

そのようなプロモーション活動として，少なくとも対象範囲が異なる 2 つのタイプのも

のを指摘できる．すなわち，(a)マスとしての消費者に焦点を当てた活動，および(b)個々の

消費者に焦点を当てた活動，の２種類である．以下では(a)，(b)のそれぞれについて検討し

たい． 

(a)マスに焦点を当てたプロモーション活動 

マスを対象としたプロモーションとして，感材メーカーやラボ業界を含めた「お店プリ

ント」のビジネス・システムによって展開されたプロモーション活動を指摘できる．この

タイプのプロモーションでは，急速に拡大するデジタル・カメラのユーザーに向けて「お

店プリント」の利点を伝えることでプリント需要を喚起し，写真のプリント手段としての

地位をIJPから奪回することに主眼が置かれていた 115．  

たとえば，富士フイルムと富士フイルムの商品を取り扱うラボ店を中心に，2002 年から

展開されたキャンペーンでは，「デジカメで撮ったら写真にしよう」というメッセージが一

般の消費者に対して発信された．その際に，当時，IJPに対して「お店プリント」が優位性

を持つ，「簡単，キレイ，色あせない」という 3 つのポイントが強調された 116．より具体

的には「お店プリント」では消費者がラボ店に画像情報を持ち込むだけでプリント写真が

得られるため，IJPで必要な煩雑な設定作業，用紙やインクの補充，および進行状況のモニ

ターが不要である（簡単）．しかも，デジタル・ミニラボでは銀塩印画紙を用いて写真画像

を得るため，高画質（キレイ）で，耐久性の高い（色あせない）プリントを得ることがで

きる． 

 富士フイルムでデジタル・ミニラボのマーケティングに従事した棚橋進氏は，このよう

                                                  
115 富士フイルム（2010 年 8 月 27 日）インタビュー：棚橋進．  
116 第２章で記述した通り，銀塩プリントと比較すると，当時の IJP は画質および耐久性に対する信頼性

が十分なものであるとはみなされていなかった． 
なお，このキャンペーンでは，顧客に対しては「お店プリント」の利点が訴求された．しかし，同時に，

デジタル写真の「お店プリント」を展開するラボ店に対しては，店頭受付機の普及を促す，価格体系を業

界内部で統一するなどの，サービスの質の向上と標準化が図られ，消費者が利用しやすい体制を整備する

点に努力が払われた． 
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なプロモーション活動が「お店プリント」の需要創出にとって重要な役割を果たしたとい

う認識について，次のように述べている．  

 

「（『お店プリント』のビジネスの確立に手応えを感じた出来事として）我々の中で大き

かったのは，デジカメプリントを伸ばそうよってことで，平成 14 年（＝2002 年）に

『デジカメプリント・ライジング作戦』というものを始めたんですね．その当時，ま

だまだデジカメのプリントっていうのは，話としては存在したけれども，実際の需要

はフィルムプリントに比べるとほんのわずかしかない．そういう中で，じゃあ，我々

はどうしていくかってことになったときに， 2002 年に，『デジカメで撮ったら写真

にしよう』っていう一大プリント・キャンペーンを始めました． 

…中略… 

営業の立場から言いますと，ホームプリンタに対して圧倒的に優位だったのが画質

なんですよ．当時（＝2001 年），『なぜ自宅のプリンタではなくて写真店に頼むのか』

という調査を行ったところ，まだ（「お店プリント」を行う消費者の）人数は少なか

ったのですが，圧倒的に『きれいだから』という答えなんですね．作る側（＝ミニラ

ボ機器を開発する側）は，競合ミニラボ・メーカーの方を見てるでしょうけど，僕ら

（＝ミニラボ機器の営業側）は，インクジェットの方が（需要が）すごく多いわけで

すから，これをまず取っていかなければならない．そこで，（消費者に対して訴求し

たのは）まず画質．とにかくきれいだからお店に来てください，と．当時，『簡単，

キレイ，色あせない』という言葉を作りましたけど，そうは言ってもやっぱり『キレ

イ』が一番でしたね…キレイで選んでいる人が多かったし，キレイだからということ

でプリントしてみたら，結果的には長期で保存できるというメリットもあったと．そ

ういった意味では，売る方としては，インクジェットを意識したところはすごくあり

ました 117．」 

 

 この発言からは，「デジカメプリント・ライジング作戦」によって，デジタル写真の「お

店プリント」がビジネスとして成立できるというある程度の見通しが立ったことが読み取

れる．さらに付け加えるならば，デジタル・プリントの需要を喚起して，IJP に偏っていた

プリント需要をラボでの「お店プリント」に引き寄せるために，とりわけ画質の良さを強

                                                  
117 インタビュー（2010 年 8 月 27 日）富士フイルム：棚橋進． 
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調したプロモーションが展開されたことが窺えるのである．  

(b)キタムラによる「お店プリント」の顧客教育 

上記のようなマスとしての消費者に焦点を当てたプロモーション活動以外に，個々の消

費者に焦点を当てたプロモーション活動も存在した．それは，個々の消費者に対して「お

店プリント」の方法や習慣を習得させるための「教育」としての性質を有していると言え

る． 

ここで用いる「教育」という用語は，顧客による商品・サービスに関する学習を促進す

るために，供給サイドから需要サイドに対してなされるはたらきかけの活動を意味する． 

以下ではキタムラが顧客に対して行っている教育について，少し詳しく見ることにした

い．  

キタムラでは，デジタル・カメラを購入した顧客に対してプリントを促すために，デジ

タル・カメラを販売する局面に注力した，独自のプロモーション活動を展開している．そ

こでのプロモーション活動の具体的なパターンは次のようになっている．まず，デジタル・

カメラ購入時に，客の購入したデジタル・カメラと同じ機種を用いて，店員が購入客やそ

の子供の写真を撮影する．その画像が入った記録メディアをカメラから取り出して，デジ

タル・プリントの店頭受付機に店員が顧客を案内し，その操作方法などを説明する．さら

にネット・プリントのソフトウェアや，プリントの割引回数券の入った販促品をさりげな

く渡すことで，客の再来店を促す．最後に，プリントした写真を顧客に見せることで，仕

上がりの良さを実際に確認してもらうのである 118． 

消費者はキタムラの店内にいながらも，自身が購入したものと同じカメラを使って，撮

影からプリントに至るまでの一連の動作を，店員のサポートの下で，実際に体験すること

になる．その体験を通して消費者が直接的に習得するのは，「お店プリント」の注文の方法

である．しかし，それ以上にキタムラで重視されているのは，手軽さや品質の高さという

「お店プリント」の利点を消費者に感じ取ってもらうということである．この活動の主眼

点について，キタムラの菅原孝行氏は次のように述べている． 

 

「（顧客にデジタル・カメラを買ってもらうのと）同時に，「お店プリント」を実際に試

していただく．『お家でもプリントできますけど，お家では印刷ですよ』と．『我々の

は，今までのフィルムのときと同じ銀塩…きちんと焼付けした写真ですよ．（店の）

                                                  
118『日経 MJ（流通新聞）』（2005 年 9 月 28 日）, p. 1. 
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奥のね，1000 万円以上する機械でね，写真を焼いてるんですよ，だまされたとは言

いませんけど，一回，試してみてください』と，デジカメを売ったときにお試し券を

つけたりね．一回チャレンジしてもらうための機会を作って（デジタル・カメラを）
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

販売しているんですね．そうして（プリントを）していただく．そうしたら，お客
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

さ
、

んが見たら『やっぱり，いいよね』と思っていただける
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

．そりゃまあ，はっきり言っ

て，キヤノン，エプロンのプリンタもいろいろ高いやつもありますけど，やっぱり悪

いけど，1000 万からするフロンティアが負けとったらね，そりゃあ，ありえないよ

ね．ということは，やっぱりお客様に来ていただいて，それから納得していただくん

です 119．」 

 

この発言から窺えるのは，上記のプロモーション活動で重視されていたのは，デジタル・

カメラを購入した顧客に実際に「お店プリント」を体験してもらうことで，デジタル写真

の「お店プリント」の注文方法や，そのメリットに関する学習をさせることであることが

分かる． 

このような一人一人の消費者を対象としたプロモーションは，マス全体に対して同時に

はたらきかけることはできないために，需要創出の効果は限定的であると考えることがで

きるかもしれない．しかしながら，個々の消費者に対してプリントの習慣を確実に定着さ

せるという観点では，ある程度の影響力を有したのではないかと推察される．さらにキタ

ムラがデジタル・カメラの販売チャネルとして屈指のシェアを持つ点に注目すると，新規

のデジタル・カメラのユーザーのうち，キタムラによって「お店プリント」に関する教育

を受けたユーザーが，社会の中にある程度の規模で生み出されていたと考えることも可能

である 120． 

ところで，キタムラが顧客に対して行った教育は，キタムラでのプリント・サービスを

利用してもらうことを目的としていた 121．しかし，そこで顧客が学習によって得た知識は，

                                                  
119 キタムラ（2010 年 8 月 10 日）インタビュー：菅原孝行． 
120 第４章で確認した通り，キタムラのデジタル・カメラの販売シェアは 8％であり（2006 年），これは業

界 2 位の大きさである． 
121 キタムラでは，写真プリントのエキスパートである点を消費者に対して強く訴求した．たとえば，銀

塩写真かデジタル写真かを問わず，あらゆるプリント・ニーズに対して高品質かつ短時間での対応が可能

であるという意味を込めて「プリント“超”専門店」という店舗コンセプトを打ち出して，強調した．他

のチェーン・ラボでは，デジタル・ミニラボの配備が不完全であったため，デジタル・プリントのサービ

スを強くアピールできずにいたのに対して，キタムラでは高品質かつ短時間での処理を全店で均一に受け
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実は「キタムラでプリントするための知識」というよりも，「お店プリント」というサービ

スに関する一般的な知識であったと捉えることができる．言い換えるならば，キタムラで

学習した「お店プリント」に関する知識は，キタムラのみで有効なものではなく，それ以

外のラボ店にもそのまま適用できるものであった．このように「お店プリント」に関する

教育内容は一般性の高い性質を有しているがゆえに，キタムラが自社のプロモーションの

為に顧客に教育を施しても，その顧客および経済的な成果を必ずしも占有できるわけでは

ないことが推察されるのである． 

次節では，キタムラが「お店プリント」の顧客を占有し続けることができなかったとい

う側面について見ることにしたい． 

 

第３節 デジタル・ミニラボの普及と需要の偏り 

前節では，デジタル・ミニラボが普及した結果，「お店プリント」の需要規模が拡大した

という因果関係について確認した．本節では，そのようにして拡大した需要が，ラボ業界

によってどのように引き受けられたのかという問題について検討したい（図 ７－１の下部

の因果経路）．本節の分析から得られる結論を先に述べると，ラボ業界内部に存在した「お

店プリント」の需要の顕著な偏りが，デジタル・ミニラボの普及に伴って緩和されたと言

える．「お店プリント」の需要は，当初はキタムラを含む一部のラボに著しく集中していた．

しかしながら，デジタル・ミニラボの普及が進むと，遅れてデジタル・ミニラボを導入し

た後発のラボもプリント需要を獲得することができた．つまり，ラボ業界全体に需要が分

散していったのである． 

 

需要の偏りの指標としてのジニ係数 

 デジタル・ミニラボの導入に先行した一部のラボに集中していた需要が，デジタル・ミ

ニラボの普及に伴って，その他のラボにも分散していくというプロセスについて確かめる

ために，ここではジニ係数と呼ばれる指数を用いて検討したい． 

ジニ係数とは，主に厚生経済学の分野で，人口構成の観点から所得格差を測定するため

に用いられる指標である．社会に所得格差が存在せずに，全ての世帯の所得が同額である

場合，すなわち完全平等の場合，ジニ係数の値は 0 になる．逆に，1 世帯のみで全ての所得

を独占し，それ以外の世帯には所得がないような完全不平等の場合，ジニ係数は 1 となる．

                                                                                                                                                  
られるという点は，消費者にとって非常に分かりやすい差別化ポイントとなる． 
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したがって，ジニ係数（G）は，0≦G≦1 の範囲で変化する． 

ジニ係数は，ローレンツ曲線を基にして算出される 122．具体的には，縦軸（所得累積百

分率），横軸（人口累積百分率），および 45 度線によって囲まれた直角二等辺三角形の面積

と，ローレンツ曲線と 45 度線とによって囲まれる部分の面積の比を，1 から差し引くこと

によって求められる．完全平等の場合，ローレンツ曲線は 45 度線と一致する（G=0）．し

かし，不平等度が高まると，ローレンツ曲線は 45 度線よりも右下に膨らんだ形状になる． 

本稿では，ラボ間に存在する需要の偏りの程度を見るためにジニ係数を用いる．その場

合のジニ係数は，ラボ店間の集客力の格差と読み替えることも可能である．業界内部に顕

著な集客力の格差が存在して，一部のラボ店に需要が集中するような場合，ジニ係数は高

い．逆に，ラボ店間の集客力の格差が小さく，需要が分散していれば，ジニ係数は低い．

したがって，一部のラボが需要を占有している状態から，多くのラボが需要を獲得する状

態へと変化するのであれば，ジニ係数は下落傾向を示すと予測される．  

 ここでは，需要の偏りの程度を見るために，デジタル写真の「お店プリント」の受付件

数とプリント枚数との 2 種類のデータを用いて，それぞれに関してジニ係数を算出した．

受付件数ベースのジニ係数は，プリント・サービスの注文を受付けた回数についての店舗

間格差を見るためのものである．また，プリント枚数ベースのジニ係数は，プリント処理

を行った枚数についての店舗間格差を見るためのものである．なお，受付件数，およびプ

リント枚数の分布は，『フォトマーケット』の各年度版に掲載されるデータを基にして，筆

者が算出を行った 123．  

 

2002 年時点の需要の偏り 

デジタル・ミニラボの普及の初期に，「お店プリント」の需要はどの程度偏っていたのだ

ろうか．需要の偏りがどのように推移していったのかという問題について検討する前に，

ここでは入手できたデータの中で最も古い時点である2002年の状況について詳しく確かめ

ておきたい．2002 年時点の特徴として，次の２点を指摘することができる．第一に，2002

年のジニ係数の値は 0.95 と，非常に高水準にあり，「お店プリント」の需要の偏りが非常に

大きかったという点である．第二に，このような顕著な需要の偏りには，キタムラが大き

                                                  
122 ローレンツ曲線とは，横軸が所得階級別の累積人口比を，縦軸が累積所得相対比率を，それぞれ表し

たグラフである． 
123 当該データは，2002 年度版以降，毎号に掲載されている． 
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な影響を及ぼしていたという点である．以下では，特に第二のポイントについて詳しく検

討したい．  

キタムラの店舗あたりの月間デジタル・プリント処理枚数は，1 万 3,543 枚と推計され

る 124．ここで推計されたプリントの量は，図 ７－３のローレンツ曲線上の横軸（ラボの

累積百分率）では，上位 1％の階級に該当する．このことは，キタムラの「平均的な店舗」

が属する，全体のわずか 1％にすぎないラボの集団が，デジタル写真の「お店プリント」の

総需要の 79％を獲得していることを意味する． 

 さらに，この上位 1％の集団は，キタムラの店舗によってかなりの部分が占められている

と推察される．同時期（2001 年 12 月）のキタムラによって導入されたデジタル・ミニラ

ボの台数は，国内のデジタル・ミニラボ導入台数の 17％を占めており（図５－２を参照），

国内のラボの中でキタムラ一社にデジタル・ミニラボが偏って所在していた．これに対し

て，図 ７－３においてキタムラの「平均的な店舗」が属する集団は，デジタル・ミニラボ

を導入したラボ店のうちの上位わずか 1％にすぎない．全体の 17％を占めるキタムラの「平

均的な店舗」が，この 1％の集団に属していることを勘案すると，この上位 1％の集団のう

ち，相当の割合がキタムラの店舗によって占められているものと推察されるのである．つ

まり，2002 年時点では，デジタル・ミニラボの導入で先行したキタムラに，「お店プリント」

の需要のかなりの程度が集中していたと考えることができるのである． 

 

                                                  
124 キタムラのプリント枚数の実績データは公表されていないため，プリント部門の売上から推定を行っ

た．具体的には次のようなプロセスである．2002 年のキタムラの一店舗あたりのプリント部門の売上高は

5,688 万円であるため，これを 12 ヶ月で除して月間売上高に換算すると 474 万円/月となる．2002 年 3 月

時点のキタムラの，プリント全体に占めるデジタル写真の割合は 10％であるため，キタムラの月間売上高

の 10％に該当する 47 万 4 千円が，デジタル・プリントの売上高であると推定される．キタムラではデジ

タル・プリントの基本料金は徴収しないため（2000 年 10 月に廃止），47 万 4 千円全額がプリントによる

売上高であると見なすと，キタムラのデジタル写真のプリント価格は 35 円/枚であるので，キタムラのデ

ジタル・プリント枚数は（47 万 4 千円/35 円=）13,543 枚と求められる．なお，算出に用いた 2002 年 3
月時点のデジタル写真の割合は，『日経 MJ（流通新聞）』2002 年 3 月 11 日を参照した． 

 - 141 - 



図 ７－３ ローレンツ曲線（2002 年，プリント枚数ベース） 
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[出所] 『フォトマーケット 2002 年度版』p. 192. 

 

需要の偏りの推移 

図 ７－３で見られたような「お店プリント」の需要の顕著な偏りは，デジタル・ミニラボ

が普及したことによってどのように変化したのだろうか．ここでは，2002 年時点では非常

に高水準にあったジニ係数が，デジタル・ミニラボの普及によってどのように変化したの

かという点に注目したい．分析から導かれる発見事実は，デジタル・ミニラボの普及によ

って，著しかった需要の偏りが緩和されたという点である． 

図 ７－４は，デジタル・ミニラボの普及が，ラボ間の需要の偏りに及ぼす影響について見

るためのものである．図 ７－４の横軸はデジタル・ミニラボの普及台数であり，これは「お

店プリント」のインフラの拡充の程度を表している．これに対して，縦軸はジニ係数であ

り，需要の偏りの程度を表している． 

図 ７－４の特徴について詳しく見るために，①2002～2005 年と，②2005 年以降，という

二つの時期に区切って分析したい． 

①2002～2005 年 

 デジタル・ミニラボの普及台数は早いペースで増加しており，この時期に「お店プリン
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ト」のインフラが急速に拡充していたと考えることができる． 

同時期のジニ係数は比較的高い水準にある．図 ７－３のローレンツ曲線で確かめたよう

に，2002 年には上位 1％のラボに，全需要の 79％が集中するという，著しい偏りが観察さ

れた．これは，キタムラのような一部のラボが，「お店プリント」の需要の大部分を占有し

ていることに起因している． 

②2005 年以降 

デジタル・ミニラボの普及台数が 1 万台を超えた頃から普及のペースが鈍化しており，

2007 年以降には減少に転じている．デジタル・ミニラボの普及が成熟していることが示唆

される．  

このようなデジタル・ミニラボの普及の鈍化に伴って，受付件数，プリント枚数の両方

でジニ係数が低下している．特に，受付件数ベースのジニ係数の減少の幅が大きい．ここ

からは，顕著であった需要の偏りが小さくなっていったことが読み取れる． 

全期間を通して図 ７－４を見ると，当初は「お店プリント」の需要の大半が一部のラボ

に著しく集中していたものの，デジタル・ミニラボのインフラが広く構築された結果，そ

の偏りが幾分かは解消されていったことが分かる．すなわち，後発のラボも，デジタル・

ミニラボを導入したことで，ある程度の需要を獲得することができたと考えることができ

る． 
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図 ７－４  デジタル・ミニラボの普及とジニ係数の関係（「お店プリント」） 
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（注）各年のジニ係数については，受付件数ベース，プリント枚数ベースともに，以下のデータを基にし

て，筆者が計算して求めた． 
[出所]  2002 年：『フォトマーケット 2002 年度版』p. 192. 

2003 年：『フォトマーケット 2003 年度版』p. 192. 
2004 年：『フォトマーケット 2004 年度版』p. 172. 
2005 年：『フォトマーケット 2005 年度版』p. 158. 
2006 年：『フォトマーケット 2006 年度版』p. 160. 
2007 年：『フォトマーケット 2007 年度版』p. 154. 
2008 年：『フォトマーケット 2008 年度版』p. 156. 
2009 年：『フォトマーケット 2009 年度版』p. 156. 

 

 

消費者の特性に注目した需要分散の特徴 

本章のここまでの議論から，「お店プリント」の需要は，ラボ間での偏りを解消しながら

規模を拡大させてきたことが分かった．では，需要の分散にはどのような特徴が見出され

るのかという点について，消費者の特性に注目して，もう少し掘り下げて検討したい．  

図 ７－４の「お店プリント」のジニ係数の増減の方向に注目すると，2003～2004 年の期

間を除いて，同じ方向に変化している．言い換えるならば，「受付件数ベース」と「枚数ベ

ース」は連動しており，受付件数の格差が増加（減少）すれば，プリント枚数の格差も増
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加（減少）する．このことは，とりわけて直感に反することではない． 

しかし，受付件数ベースとプリント枚数ベースの，両方のジニ係数の変動幅に注目する

と，プリント枚数ベースのジニ係数の方が，受付件数ベースのジニ係数よりも変動の幅が

小さいことが分かる．ここから示唆されることは，デジタル・ミニラボを遅れて導入した

後発のラボは，小口の需要しか取り込めていないということである．この点についてより

詳しく検討したい． 

図 ７－５では，横軸に受付件数ベースのジニ係数を，縦軸にプリント枚数ベースのジニ係

数を，それぞれプロットしている．各点の大きな変化のトレンドに注目すると，2008 年を

除いて，左下に向かって移動していることが読み取れる．しかし，それと同時に，45 度線

から乖離傾向にあることが分かる．つまり，受付件数とプリント枚数の両面で，ラボ業界

内部の需要の偏りが小さくなってきてはいるものの，受付件数の格差が縮小するほどには，

プリント枚数の格差は縮小していないのである． 

このことは次のように読むことができる．すなわち，消費者が利用するラボが分散した

ため，受付件数とプリント枚数の両面で，需要の偏りが緩和された．しかし，新たに利用

されるようになったラボでは，受付件数は増加したものの，プリント枚数はそれほど増加

していない．したがって，後発者が取り込んだ需要は，一件あたりのプリント枚数が少数

の，いわば小口の需要であったと推察されるのである．  

見方を変えれば，当初は先行した一部のラボが需要を占有していたものの，デジタル・

ミニラボを導入した後発者が増加し，その後発者がある程度の需要を獲得したことで，需

要の偏りは緩和された．しかしながら，一件あたりの注文で大量枚数をプリントするよう

な，いわば大口の需要については，一部のラボが取り込んだままである，という可能性を

指摘することができるのである． 

この背後には，ヘビーユーザーと呼ぶべき顧客層の存在が窺える．すなわち，キタムラ

以外の後発のラボが取り込んだのは，主に小口の需要であり，ヘビーユーザーによる大口

の需要はキタムラが取り込んだまま離さない，という現象が起こっているのではないかと

推論することができるのである． 

デジタル・ミニラボが普及して，消費者が利用するラボ店が増加すれば，消費者はより

利便性の高いラボを利用することが可能になるため，キタムラに集中していたプリント需

要がそれ以外のラボに分散してしまう可能性が高いと考えられる．したがって，ラボ間の

需要の偏りは小さくなるだろう．しかし，顧客数で見れば他のラボへの需要の分散が大き
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かったとしても，もしヘビーユーザーがキタムラを利用し続けるのであれば，プリント枚

数で見た影響はそれほど大きくはない，と考えられるのである． 

 

図 ７－５ 受注件数ベースのジニ係数とプリント枚数ベースのジニ係数の関係 
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[出所] 図 ７－４と同じ． 

 

キタムラが念頭に置くビジネス・モデルは，「カメラ販売で顧客との継続的な関係を築き，

プリントで利益を上げる」というものである 125．キタムラと顧客との関係の下で，一部の

顧客はヘビーユーザーへと変貌していくこともある．このようなヘビーユーザーの重要性

について，キタムラの菅原孝行氏は次のように述べている．  

 

「なんでキタムラが一店あたりそれだけのプリントがあったかといえば，これは商圏が

                                                  
125 キタムラ（2010 年 8 月 10 日）インタビュー：菅原孝行． 
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大きいだけじゃないんです．やっぱりカメラを売ってたからなんです．ヘビーユーザ
、、、、、、

ーというのは，写真を撮る人の中の
、、、、、、、、、、、、、、、、

1
、
割はいないと思いますけど，その人たちが写真
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

をするとなれば，売上の構成比ではグンと上がるんですよ
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

…3 割，4 割と．1 割の人

が売上の 3 割に貢献する．彼らは写真を趣味としているわけですから，写真を焼くわ

けですよ．また伸ばすわけですよ．フロンティアは四つ切まで自店で焼けます．カメ
、、

ラを売ってプリン
、、、、、、、、

トにつなげていく
、、、、、、、、

という形が，うちのビジネスです
、、、、、、、、、、、、、、、

． 

…中略… 

（郊外型のキタムラとは異なる店舗形態である）ショッピングセンターだったら，

我々よりも店の前を通るお客さんがはるかに多いわけですからね．うちもそういうお

店を持ってましたから分かりますけど．でも，やっぱり，専門店の方が売上も大きい
、、、、、、、、、、、、

し，比例してプリントの売上もやっぱり多い
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

．（キタムラへの来店動機は）最寄性じ

ゃない…，（郊外型のキタムラの立地は）何かのついでで来るような利便性の店舗じ

ゃないですよね．（キタムラの）ほとんどの店は目的来店性ですから…キタムラに目

的があるから，わざわざ来ていただける 126．」 

 

キタムラにとってのヘビーユーザーとは，売上への貢献度が非常に高いという特徴を持

った顧客層である．しかも，より利便性の高い立地のラボ店が存在するにもかかわらず，

必ずしもアクセス面で便利であるとは言えない郊外に立地するキタムラの店舗に「わざわ

ざ」来店するという特徴を持っている．このようなヘビーユーザーの存在が，プリント件

数ほどには，プリント枚数の需要が分散していない要因であると推察されるのである． 

しかしながら，図 ７－５で確かめたように，受付件数ベースの需要と同様に，大きな傾

向としてはプリント枚数ベースの需要も分散化される傾向が見られるため，ヘビーユーザ

ーがプリント需要の分散を抑制したという効果は限定的であると考えるのが妥当である．

次節では，「お店プリント」のビジネスのスイッチングコストに注目して，需要の分散がス

イッチングコストによって影響を受けるという問題について検討することにしたい． 

 

第４節 スイッチングコストの影響 

「お店プリント」とネット・プリントのスイッチングコスト 

本節では，スイッチングコストの有無が，デジタル・プリントの消費者の行動に及ぼす

                                                  
126 キタムラ（2010 年 8 月 10 日）インタビュー：菅原孝行． 
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影響について検討を行う．ここでは，「お店プリント」の比較対象として，ネット・プリン

トを取り上げて検討する 127． 

分析から導かれるポイントは，「お店プリント」はスイッチングコストが低いため，消費

者は最初に選択したラボを利用し続けるわけではない．これに対して，ネット・プリント

はスイッチングコストが高いため，最初に選択したラボを利用し続けるという特徴を有し

ている．すなわち，ネット・プリントは，「お店プリント」と比較すると，先行者優位性が

非常に強くはたらく可能性が高いビジネスであると言えるのである． 

以下では，「お店プリント」とネット・プリントのそれぞれの，スイッチングコストの特

徴について具体的に比較したい． 

消費者がデータを直接店頭に持ち込む「お店プリント」では，消費者がラボを変更する

ことに伴うスイッチングコストは低いと考えられる．たとえば，「お店プリント」のサービ

スは標準化されているため，特定のラボでしか利用できないような知識やノウハウが顧客

の側に蓄積されるとは考えにくい．また，ラボによってはポイントサービス等の経済的価

値を付与することで，既存顧客のスイッチの防止を図っているものが存在するものの，そ

れによって顧客のスイッチを完全に防止できるとは言えないであろう．  

キタムラの菅原孝行氏は，「お店プリント」の顧客を自店に繋ぎ止めることが困難である

点について，次のように述べている． 

 

「（キタムラ自身が取り込んだ顧客を直接囲い込める可能性は）ないですね．だって，

たとえば（キタムラが率先して導入した）オーダーキャッチャー（＝店頭受付機）は

単なる端末に過ぎないですから．一度，オーダーキャッチャーで（プリント注文を）

やったからって，次からあれを使わないと（デジタル・プリントが）できないという

仕組みはないですし…残念ながらね 128．」 

 

この発言からは，たとえ先進的なサービスを導入することで顧客にとっての利便性を高

                                                  
127 ネット・プリントとは，インターネット上でプリントの注文ができる仕組みである．ネット・プリン

トを利用すれば，消費者はわざわざラボの店頭に出向かなくても，「お店プリント」の注文が可能である．

注文されたプリントは，指定されたラボ店のデジタル・ミニラボ機器を用いて処理される．また，プリン

ト処理の終わった写真の受け取りについては，指定したラボに取りに行く以外にも，郵送で自宅まで届け

てもらうなどの方法が存在する． 
128 キタムラ（2010 年 8 月 10 日）インタビュー：菅原孝行． 
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めたとしても，顧客がキタムラから他のラボにスイッチすることを防ぐことは実質的には

不可能であることが示唆される． 

デジタル・ミニラボや店頭受付機が社会に広く普及することは，デジタル化に先行して

いたキタムラと同様のサービスを，後発のラボにおいても供給できるようになり，消費者

の選択肢が増加することを意味する．ラボ間のスイッチングコストが高くはない限り，消

費者は「お店プリント」のサービスを利用する機会ごとに最も都合の良いラボを選択すれ

ばよい 129．したがって，最初のラボの選択が，その後に利用するラボの選択に影響しにく

いのである． 

これに対して，ネット・プリントでは，最初に消費者が利用するラボ店を選択する際の

制約は小さいにもかかわらず，一旦選択してしまうとスイッチングコストが発生するとい

う特徴が指摘できる．そのスイッチングコストとは，利用するラボを変更する際に生じる

「手間」であると考えられる． 

そのような手間として，具体的には次のようなものが挙げられる．第一に，ソフトウェ

アを入れ替える手間である．ネット・プリントを利用するためには，最初にラボが発行す

る専用ソフトを PC にインストールして，そのソフトを利用してプリント注文を行う，とい

う手順をとる．利用するラボ店を変更するためには，最初にインストールした専用ソフト

をアンインストールして，別の店舗が発行する専用ソフトに入れ替えなければならない． 

第二に，消費者がネット・プリントで利用するラボ店を変更する場合には，利用者登録，

支払い手続き等に関する情報を入力する手間も生じる．利用するラボを変更する都度，こ

れらの詳細な情報を入力し直すことは，消費者によっては非常に煩雑であると認識する可

能性がある．  

このようなスイッチングコストが存在するがゆえに，ネット・プリントでは顧客が一旦

特定のラボの専用ソフトをインストールしてしまえば，その後もそのソフトを通して最初

に選択したラボを利用し続ける可能性が高いと言えるのである． 

 

スイッチングコストが消費者行動に及ぼした影響の検討 

では，スイッチングコストの有無は，ラボ業界全体への需要の広がりにどのような影響

                                                  
129 たとえば，立地条件に注目すると，キタムラの典型的な店舗は都市部ではなく，郊外に立地している

ため，消費者の日常的な生活の中での動線上にあるとは限らない．したがって，消費者はより利便性の高

い立地のラボを利用しやすいと考えられる． 
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を及ぼしているのだろうか．ここでは，スイッチングコストが低い「お店プリント」と，

スイッチングコストが高いネット・プリントとを取り上げて，需要の偏りがどのように変

化したのかという観点から比較を行う．図 ７－６の縦軸は，「お店プリント」とネット・

プリントのジニ係数を表している．なお，両者とも，受付件数ベースのジニ係数である． 

既に前節で確認したように，「お店プリント」のジニ係数は 2006 年前後に急速に低下し

ている．これは，消費者が利用することのできるラボが急速に増加して，新規にデジタル・

ミニラボを導入したラボにも需要がある程度分散したためであると考えることができる． 

 他方，ネット・プリントのジニ係数の変化について見ると，2002 年時点のジニ係数は 0.6

程度と，「お店プリント」と比較して非常に低い水準である．しかしながら，ここで注目し

たいのは，その後のジニ係数の推移である．2003 年以降，ネット・プリントのジニ係数は

非常に高い水準で推移しており，一部のラボ店にネット・プリントの需要が集中したまま

であることが分かる．デジタル・ミニラボの普及が成熟した 2006 年から 2009 年にかけて

の期間でもジニ係数は高水準を維持しており，「お店プリント」のインフラが整備されても，

需要があまり分散していないことが分かる． 

このような「お店プリント」とネット・プリントのジニ係数の変動の仕方の違いを生み

出している要因は，ネット・プリントのスイッチングコストの存在であると推論される． 

スイッチングコストの高いネット・プリントでは，消費者は最初に利用したラボを利用

し続ける傾向が見られた．消費者がネット・プリントのラボを変更することには手間が伴

うために，最初に選択したラボをその後も継続的に利用し続ける可能性が高い．このため，

デジタル・ミニラボが普及しても，ネット・プリントの消費者は影響を受けにくく，ジニ

係数は比較的硬直的に推移すると言える．このことは，ネット・プリントのビジネスでは

先行者優位性が持続的にはたらく可能性を示唆しているのである．すなわち，ネット・プ

リントの場合，先にビジネスの仕組みを整えて顧客を取り込んでしまえば，たとえ後発者

が追随してきても，顧客を奪われるということが容易には起こりにくいと考えられるので

ある． 

これに対して，スイッチングコストが低い「お店プリント」では，先行者が顧客を囲い

込むことは困難である．したがって，後発の競合ラボが増加することで，顧客が競合に流

出しやすい．つまり，ネット・プリントとは異なり，「お店プリント」のビジネスでは，た

とえ一時的には先行者優位性が存在したとしても，その優位性が持続しにくい，というこ

とが示唆されるのである．  
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図 ７－６ 「お店プリント」とネット・プリントとのジニ係数の推移 
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（注）ネット・プリントのジニ係数は，受付件数ベース，プリント枚数ベースともに，以下のデータを基

にして，筆者が算出した．ただし，2004 年，2005 年の「ネット・プリント・受付件数ベース」の

データは欠落している．なお，「デジタル・受付件数ベース」のデータは，図 ７－４と同じである． 
[出所] 『フォトマーケット 2002 年度版』 p. 194. 

『フォトマーケット 2003 年度版』 p. 193. 
『フォトマーケット 2003 年度版』 p. 193. 
『フォトマーケット 2006 年度版』 p. 161. 
『フォトマーケット 2007 年度版』 p. 155. 
『フォトマーケット 2008 年度版』 p. 157. 
『フォトマーケット 2009 年度版』 p. 157. 

 

 

第５節 まとめ 

本章では，デジタル・ミニラボが普及した結果，「お店プリント」の需要は分散しながら

拡大していったという点について確かめた．具体的には，デジタル・ミニラボの普及が消

費者に対して及ぼした二つの影響について検討した．第一の因果関係は，デジタル・ミニ

ラボの普及によって，「お店プリント」の需要規模が拡大したというものである．その背後

では，消費者に対するプロモーション活動が展開されていた．キタムラによって消費者に

対して施された，「お店プリント」に関する教育は，自社にプリントの顧客を呼び込むこと
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を目的としていたものの，その教育効果が一般化してしまう性質を備えている点について

指摘した．つまり，キタムラが行った教育活動が，キタムラの思惑を超えて，業界全体を

利したという側面が存在した可能性がある． 

第二の因果関係は，デジタル・ミニラボの普及によって，需要の集中が分散化されたと

いうものである．当初はキタムラのようにデジタル写真の「お店プリント」のビジネス展

開で先行したラボに著しい需要の集中が見られたものの，デジタル・ミニラボの普及によ

って，後発のラボにも需要が分散していった．  

これに対して，スイッチングコストの高いネット・プリントでは，「お店プリント」で見

られたような需要の分散の傾向は観察されなかった．すなわち，ネット・プリントでは顧

客のスイッチが発生しにくいがゆえに，先行者優位性が持続しやすい性質を備えているこ

とが示唆されるのである． 
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第８章  （第８章） 

結論                     
 

 

 

第 1 節 要約 

本論文では，写真のデジタル化という技術変化によってもたらされた，ビジネス環境の

変化に，フォトフィニッシングを担ってきたラボが，いかにして対応することができたの

かという問題について検討してきた．本論文の結論を導く前に，いま一度，これまでの議

論を振り返っておきたい． 

第１章では，本研究の問題設定を行った．本研究が注目するのは，写真の現像・プリン

ト（フォトフィニッシング）の工程を担ってきたラボ（街の写真店）や，ラボが使用する

ミニラボ機器のメーカーが，写真のデジタル化という技術革新が生じたにもかかわらず，

非常に粘り強く生き残っているという現象である． 

フィルム式カメラに代わってデジタル・カメラが普及したことで，銀塩写真のシステム

全体が時代遅れのものになってしまった．デジタル・カメラは，PC やプリンタとつなぐこ

とで，自宅で写真をプリントすること（ホームプリント）が可能であるため，デジタル・

カメラのユーザーにとっては，ラボに足を運んでプリントを行う必要はなくなった． 

しかも，銀塩写真のシステムと，デジタル写真のシステムとでは画像形成の原理が異な

り，ラボやミニラボ機器のメーカーが，技術的に異質なデジタル写真のビジネスに転換す

ることは困難であると考えられる． 

したがって，もともと銀塩写真システムの一要素として現像・プリントの工程を担って

きたラボやミニラボ機器は，時代遅れとなった銀塩システムの中に取り残されてしまう可

能性があったと考えられる． 

このように，デジタル写真のシステムとは技術面での親和性が低く，また，写真のデジ

タル化によって消費者から見たラボの必要性も低下したにもかかわらず，ラボやミニラボ

機器のメーカーが，デジタル写真のシステムに適応し，非常に粘り強く生き残ることがで

きているのはなぜだろうか，というのが本論文の問題意識である． 
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本研究の問題意識を明らかにした上で，この問題について分析するための視座を得るた

めに，先行研究のレビューを行った．技術代替を中心的に取り上げた，Cooper and 

Schendel(1976)や Foster(1986)，Tushman and Anderson(1986)は，代替されるか否かを

最終的に決定するのは単一の評価尺度に基づいた客観的性能の優劣であるという前提を置

いている．しかし，銀塩写真もデジタル写真も，非常に複雑な技術システムによって形成

されていることを考慮すると，この前提は非常に限定的な条件設定であるように思われる． 

（銀塩写真とデジタル写真の両方を含む）写真は，技術面では多様な要素技術が複雑に

関連し合ったシステムとしての側面を有しており，それと同時に，ビジネスの面では，フ

ィルム，カメラ，ラボなどの多様なプレーヤーによって担われたビジネス・システムの側

面も有している．そのため，技術変化が既存ビジネスに及ぼす影響を見る上で，技術のシ

ステム性とビジネスのシステム性の両方を視野に入れた，複眼的な視点で分析することで，

技術代替の現象に関して，より深い議論を展開することができる可能性があると考えられ

る． 

本論文では，技術代替のプロセスに注目して，プレーヤーによる行動のタイミングが有

効となったメカニズムの解明に主眼を置く．タイミングの影響について示唆している研究

として，たとえば Lieberman and Montgomery(1988)，Mitchel（1988）が挙げられるも

のの，これらの研究は，なぜある特定のタイミングでの行動が有効性を持つのかというメ

カニズムが解明されているわけではない．したがって，本論文では，個々のプレーヤーの

行動と，その影響についてのプロセスを検討することにより，ある特定のタイミングでの

企業行動が有効性を持つメカニズムを解明しようという立場をとる． 

第２章では，第３章以降の議論の準備として，写真プリントのビジネスに関する基本的

な背景について概観した．具体的には，第一に，写真の現像とプリントの加工（フォトフ

ィニッシング）を手掛けるビジネスの概容と，ラボ業界の業界構造について確認した．第

二に，デジタル・カメラがフィルム式カメラをどのように代替したのかという点について，

デジタル・カメラの機器の高性能化（高画素化）および低価格化の進行と併せて確認した．

第三に，ラボにとっての競合的なプリント手段である，IJP に目を向けて，IJP の普及率は

比較的早期からある程度の普及水準を達成していたこと，および IJP の性能（画質および

画像耐久性）は，2004 年頃には銀塩方式のカラーペーパーと比肩する水準に達していたこ

とを確かめた． 

第３章では，この論文の中心的な問題をより明確に設定し，さらに第４章～第７章での
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具体的な分析のための説明枠組みを提示した．最初に写真のデジタル化という技術変化が

ラボやミニラボ機器のメーカーに対して与える影響について，既存理論の枠組みの中で整

理した．そこでは，ラボやミニラボ機器のメーカーにとっての写真のデジタル化が，技術

および市場とのつながりという二つの側面で，能力破壊的イノベーション（Tushman and 

Anderson, 1986）の特徴を持つことを指摘する．さらに先行研究に従って考えるならば，

ラボがデジタル化に対応することは困難であり，ラボが消滅する可能性があったことが示

唆される（Tushman and Anderson, 1986; Leonard-Barton, 1992; Tripsas and Gavetti, 

2000）． 

ここから，写真のデジタル化という能力破壊的イノベーションに直面したにもかかわら

ず，「お店プリント」のビジネス・システムがデジタル写真のビジネスに適応しながら存続

できているのはなぜだろうか，という解明されるべき問題が導かれる．この問いに対する

本論文の仮説は，デジタル・ミニラボが早期に開発され，普及したことが，「お店プリント」

のビジネス・システムの存続に大きく貢献したというものである．具体的には，デジタル・

ミニラボの普及が果たした役割として，次の二点を指摘できる．第一に，デジタル・ミニ

ラボの導入によって，技術的には全く異質なデジタル写真の領域での，ラボによるビジネ

ス展開が可能になったという点である．第二に，デジタル・ミニラボが早期に普及したこ

とによって，消費者が銀塩写真時代に慣れ親しんだ「撮影した写真をラボに持ち込んでプ

リントする」という行動習慣を維持させ，ラボがデジタル写真のプリント需要を取り込む

ことができたという点である． 

 デジタル・カメラが登場して消費者に普及を始めても，消費者の慣れ親しんだ行動習慣

が直ちに変化するわけではない．旧来の消費者の行動習慣が持続しているタイミングで，

デジタル写真の「お店プリント」のサービスのインフラが早期に整ったことが，消費者の

行動習慣の変化を防止し，つまりは消費者をラボにつなぎとめ，ラボが粘り強く存続する

ことができたと考えることができるのである． 

 第４章から第６章にかけては，ラボ業界が写真のデジタル化にどのように対応したのか

という問題について，具体的に検討した．そこでは，ラボ業界全体が写真のデジタル化に

対応する上で，一部の積極的なラボが非常に大きな役割を果たした．本稿では，とりわけ

カメラのキタムラ（キタムラ）の動きに注目する．キタムラは，他のラボに先駆けてデジ

タル化に対応し，デジタル・ミニラボが業界全体に普及する上での，いわば「起爆剤」と

しての役割を果たしたと考えられる． 
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第４章では，キタムラが，写真のデジタル化の脅威をなぜ早期に察知することができた

のだろうかという問題について検討した．キタムラが写真のデジタル化の到来を的確に察

知することができたのは，キタムラが DP（現像・プリント）事業だけではなく，カメラ機

器の販売も積極的に展開していたということが，重要なポイントである．フィルム式カメ

ラとデジタル・カメラの売れ行きが，写真のデジタル化の進行を示唆する「先行指標」と

しての役割を果たした．したがって，DP 事業ばかりではなく，カメラ販売も同時に展開す

るラボは，消費者側で生じている写真のデジタル化をカメラの販売状況によって察知する

ことができ，さらには，写真のデジタル化が自社の DP 事業にどのような影響を及ぼしうる

のかという点について，ある程度の予測を行うことができた．したがって，カメラ販売を

手掛けていなければ，実際にフィルム・プリントの需要が減少したタイミングになってよ

うやく写真のデジタル化が迫ったことをリアルに認識できるのである．  

 第５章と第６章とでは，デジタル・ミニラボが普及したプロセスの解明を行った．デジ

タル・ミニラボが登場した当時は，ラボによる投資の負担が大きく，またデジタル写真の

将来的な不確実性も高かった．そのため，当時のラボがデジタル・ミニラボの導入に躊躇

しても不思議ではなかった．それにもかかわらず，デジタル・ミニラボが速やかに，かつ

広くラボ業界に普及したメカニズムについて検討した． 

第５章で普及の原動力として注目したのは，企業間の競争的行動である．そこでの普及

のメカニズムは，一部のプレーヤーによる積極的な行動がトリガーとなって，競合する他

のプレーヤーの追随を引き起こすという波及的な影響によって，デジタル・ミニラボが普

及するというものである．具体的には，キタムラが，業界他社に先駆けて 500 台強のデジ

タル・ミニラボをチェーン全店に配備したことが，キタムラをベンチマークにする他の競

合ラボの追随を引き起こし，デジタル・ミニラボが本格的に普及する契機になった．つま

り，キタムラによるデジタル・ミニラボの導入が，競合他社の導入を誘発して，その結果

として業界全体への普及を加速させたというメカニズムであると言える． 

第６章でも，デジタル・ミニラボの普及のメカニズムについて検討する．しかし，第５

章と異なり，第６章で特に注目するのは，写真のデジタル化という変化に特に積極的に対

応しようと意識していたわけではなく，また，他の競合ラボの動きを強く意識していたわ

けでもない街場のラボまでもが，デジタル・ミニラボを導入したという側面についてであ

る．すなわち，先進的ラボばかりでなく，街場のラボにもデジタル・ミニラボが比較的早

期に普及したメカニズムについて検討する．街場のラボにまでデジタル・ミニラボが普及
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したのは，写真のデジタル化という問題に対する，ラボ業界の標準的な解としてデジタル・

ミニラボが位置づけられたからである．解が提示されたことによって，街場のラボは写真

のデジタル化という問題を認識した．ここからは，「認識された問題に対する解が模索され

た」のではなく，「解が先に登場して，問題の存在を指し示した」と捉えるべきであり，組

織の意思決定モデルであるゴミ箱モデルを，市場にも適用できる部分がある可能性が示唆

される． 

写真のデジタル化という問題に対する解の形成には，デジタル・ミニラボの供給者であ

るミニラボ・メーカーだけではなく，キタムラに代表される先進的ラボが大きな役割を果

たした．すなわち，ミニラボ・メーカーと先進的ラボとが，相互に連携的な行動を取りな

がら，デジタル・ミニラボという解が形成されたのである．  

それでは，キタムラ等の一部の先進的ラボによって見出された解（デジタル・ミニラボ）

が，なぜ変化に積極的に対応しようとしない街場のラボにまで普及したのだろうか．そこ

では，ミニラボ・メーカーが，先進的ラボとの連携関係の下で形成された解（デジタル・

ミニラボや，その周辺機器・サービス）を雛形にして，その解のパッケージをラボ業界全

体に対しても展開したことが重要である．なぜならば，デジタル・ミニラボのプロモーシ

ョン活動を通して，写真のデジタル化という問題が喧伝され，そのことが写真のデジタル

化に対する街場のラボの問題意識を喚起することになったからである．デジタル・ミニラ

ボという解が形成されたことで，街場のミニラボは写真のデジタル化という問題を認識し

たため，デジタル・ミニラボを導入したと考えられるのである． 

第７章では，デジタル・ミニラボが普及したことによって，需要に及ぼした影響につい

て検討した．デジタル・ミニラボが普及したことで，「お店プリント」全体の需要規模が拡

大し，それと同時に，需要がラボ業界全体に分散した．その結果として，ラボ業界全体が

生き残ることができたと言える．  

 

第２節 結論 

 以上の議論を踏まえて，本論文の貢献しうる点および限界について指摘した上で，より

広い地平の上での本研究の位置づけについて考察したい． 

 

本論文の貢献 

 最初に，本論文の貢献として，次の三点を挙げることができよう.すなわち，①技術代替
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の議論に，技術システムとビジネス・システムの両方の観点から，同時に複眼的に見るこ

との意義について提示している点，②時間軸の中で諸要素の変化のタイミングが代替関係

に大きな影響を及ぼしうる点について指摘した点，および③企業の外部に存在する，顧客

の側に蓄積された「行動習慣」の果たしうる役割について着目した点，の三点である． 

 それぞれについて簡単に説明しておきたい. 

 本研究の第一の貢献は，技術革新時における代替関係に関しては，技術とビジネスの両

方を視野に入れた複眼的な視点が重要であることについて指摘した点である． 

第１章の先行研究のレビューで確認したように，技術代替を中心的に取り扱った研究で

は，単一の性能評価基準で測定される技術の優劣によって代替関係が決定されるという前

提が置かれていた．そのような前提の下では，システムの中核的な製品が代替されるので

あれば，システム全体が代替され，したがって旧製品システムに属する企業はその技術変

化に対応することが困難だということになる．この論理を，本論文で取り扱った写真の事

例に即して記述するならば，フィルム式カメラやフィルムがデジタル・カメラによって代

替されると，銀塩写真のシステムの構成要素であるフィルムやラボも同時に衰退するとい

うことになる． 

しかし，本論文の分析からは，実際はそれほど単純な図式の下で代替が決定されるわけ

ではないことが示唆される．技術の論理ばかりでなく，同時にビジネスの論理も視野に入

れて複眼的に現象を捉えることで，上記の見立てとは異なる見方が可能となる．製品同士

がビジネスとして連結されている場合，システム内の一部分での技術変化がその他の要素

に及ぼす影響として，技術の論理とは別に，ビジネスの論理に基づく影響も存在する．し

たがって，代替について考える場合，この両方の論理を同時に考慮する必要があると言え

るのである．  

とりわけ第４章での議論は，技術のシステムとビジネスのシステムの両方を視野に入れ

た，複眼的な視点を持つ効用について典型的に示唆している．キタムラが写真のデジタル

化という脅威に非常に素早く適応できた理由について突き詰めると，そのやや特異な事業

構造ゆえに，技術システムとビジネス・システムの両面での変化を推論したことが窺える．

すなわち、キタムラは，写真のビジネス・システムの要素であるカメラ販売と DP の両方の

事業を自社で展開していたがゆえに，デジタル・カメラとフィルム式カメラの売れ行きか

ら写真のデジタル化を察知し，ひいては DP 事業が受ける影響についての予測が可能となっ

た（図４－１）．カメラで生じた技術変化が DP 事業に及ぼす影響を予測する上で，技術シ
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ステムの底流を流れる論理と，ビジネス・システムの底流を流れる論理の両方に基づいて

複眼的に考察しなければ，DP 事業が直面する脅威について予測できなかったのではないか

と推察される． 

本論文の貢献の第二は，代替を決定する上で，事象の発生するタイミングが重要な要因

になっているという点について，改めて指摘した点である130． 

具体的には，本論文では「お店プリント」のビジネス・システムが存続する上で，個々

の事象が発生したタイミング，あるいは物事の発生の順序が非常に重要な意味を持ってい

ることを指摘した．第３章で指摘しているように，ラボの存続に影響を及ぼした個々の要

素の変化のタイミングとして，次のようなものを指摘できる． 

(a)カメラでの代替：デジタル・カメラがフィルム式カメラを代替するのに，約 10 年程度を

要した．つまり，代替が瞬間的に完了するわけではない． 

(b)顧客の行動習慣の変化：顧客の行動習慣は，技術が変化した瞬間に変化してしまうわけ

ではなく，時間の経過と共に徐々に変化し，やがて失われる． 

(c)代替品の普及と進化：「お店プリント」の代替的プリント手段である IJP はある程度の高

い普及率を維持していたものの，必ずしも全家庭に普及しているわけではなく，また普及

率はほとんど変化していない．他方で，性能に関しては，少なくとも画質と画像耐久性の

面で IJP の性能が銀塩方式のカラーペーパーに比肩する水準に到達したのは 2004 年頃で

あり，それ以前には，「お店プリント」に比べると，性能面で劣っていた．  

(d)「お店プリント」による対抗策の準備：デジタル・ミニラボの普及には，ある程度の時

間を要す． 

事例からは，(a)～(d)の要素間のタイミングの前後関係が，ラボの存続を大きく左右した

ことが示唆される．したがって，時間という要素を排除して，技術システムとビジネス・

システムに関する一般化された代替について議論することは，非常に困難であることを指

摘することができる． 

タイミングという要素が、代替の局面で重要な意味を持つことに注目すると，このこと

は，実務的な面でも有益な示唆が得られる．すなわち，物事の発生するタイミングの差や

個々の要素間の変化のスピードの差を利用することによって，既存企業は技術代替の脅威

に対してより能動的に対応できる可能性を見出しうるのである． 

本論文の貢献の第三は，顧客の側に蓄積される行動習慣を，既存企業が生き残る上で積

                                                  
130 同様の指摘を行っている研究として，David（1985）が挙げられる． 
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極的に利用したという側面について指摘した点である． 

本論文では「撮影した写真をラボに持ち込む」という消費者の行動習慣がすぐには変化

しないという特性を利用することで，デジタル写真の「お店プリント」の需要を獲得でき

たという点について指摘した． 

顧客による製品・サービスの使用経験によってもたらされる学習が，企業にとっての一

種の情報的経営資源として，企業の外部に位置する市場に蓄積されるということは，これ

までも指摘されている（青木・伊丹，1985; 伊丹，2003）．このような，市場の側に蓄積さ

れる経営資源として，従来まではブランドをカギ概念とした議論が中心的に展開されてき

た（Aaker, 1991; 恩蔵，1995; 青木・小川・亀井・田中，1997）．しかしながら，本研究

で取り扱った事例では，ブランド以外の，顧客学習によって生じる経営資源として，「顧客

の日常的な行動習慣」の特徴に注目して，それを技術代替に関する研究領域に取り込んで

いる．  

 

本論文の限界 

 上記のような貢献の反面，本論文には限界についても指摘することができる. 

 第一は，本論文では，顧客の行動習慣というものに注目して，それが代替の防衛策を講

じる上で，企業の外部である市場に蓄積される利用可能な資源の一つであることを指摘し

た.しかしながら，本研究では顧客の行動習慣を直接的な分析の対象としていない.つまり，

写真のデジタル化が生じる前後で，顧客の行動がどのように変化したのかという点につい

ては，検討の余地が残されていると考えられる.この点については，今後の検討すべき課題

であると認識している. 

 本研究の限界の第二は，「お店プリント」の代替的なプリント手段である，ＩＪＰ側のプ

レーヤーの動きについての記述が限定的であるという点である． 

ＩＪＰ側のプレーヤーが写真プリント市場をどのように捉え、また，その市場をどのよ

うに攻略しようとしたのかという，行動とその背後の意図については，本論文では検討さ

れていない．これは本研究がラボの存続に注目していたことに起因するものの，ここから

は「お店プリント対ホームプリント」という対立軸をクリアにした上で，ＩＪＰとラボと

が写真プリントの標準的な手段としての地位をめぐっていかに競争を行ったのかという論

点にまで議論を拡張できる可能性が示唆されるのである． 

 本研究の限界の第三は，本研究の分析期間が，1995 年の QV-10 が発売された 1995 年か
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ら 2010 年以前までの 10 年あまりの期間を対象としているため，本研究が結果変数として

捉えている，「ラボやミニラボのメーカーが粘り強く生き延びている」という状態について，

異なる評価の余地を残している点である．すなわち，もう少し長期的視点で見るのであれ

ば，この論文が分析した 10 年あまりの期間は，写真をラボでプリントするという「お店プ

リント」の消費者行動が消滅に向かう途中段階にすぎなかったということになるかもしれ

ない．この点については，後に改めて検証し直す必要があるだろう． 

 

文明史の中でのデジタル化 

 本論文の第三の限界に目を向けると，本研究を技術代替の問題とは少し異なった文脈の

中に位置づけることも可能になるかもしれない． 

 情報通信技術の発展に伴って， 20 世紀の終わりから情報のデジタル化が急速に進行した． 

写真のような画像情報を含む，情報全般のデジタル化が人間社会にもたらす可能性に関し

て，さまざまな予測がなされている． 

たとえば，Mitchell(1992)は，写真や画像の視覚情報のデジタル化という技術変化が，19

世紀の写真の登場という「歴史的瞬間」に比肩するほどの，人間の視覚文化に劇的な変化

を及ぼすものであると捉え，その変化に関するいささか明るい展望について論じている131． 

画像技術ばかりでなく，情報全般のデジタル化が人間社会に与えうる影響についての見

方も示されている．たとえば坂村(2008)は，情報のデジタル化の影響として，社会のさまざ

まな枠組みが融解する可能性について言及している．この点についてもう少し詳しく見た

い． 

坂村（2008）によると，人間の社会的営みの本質的な部分に「情報処理」という側面が

                                                  
131 Mitchell(1992)は，アナログとデジタルの画像情報の間に存在する断絶について次のように述べている．

なお，ここで言う「写真」とは，アナログの銀塩写真を指す．「･･･どちらにしても，新しい技術（印刷術，

写真術，コンピューティングなど）の突然の結晶作用が，新しい形式による社会的，文化的な活動の核と

なって，新たな芸術的探求の時代の到来を告げるような，ある種の歴史的瞬間というものを認めることは

できる．ダゲールとフォックス・タルボットが写真術を発明した 1830 年代の終わりは，そうした歴史的瞬

間の１つであった．そして 1990 年代の初頭も，そういう瞬間の 1 例として記憶されることになるだろう

―つまり，コンピュータ処理されたデジタル画像が，銀を使った感光材料に像を固定する写真を凌駕し始

めた時期として．ジョイスとボルヘスの世紀，キュビスムとシュルレアリスムの世紀，ヴィトゲンシュタ

インによって論理実証主義への信頼が崩壊し，ポスト構造主義の風変わりな形至上学の興隆をみた世紀―

その時代も押しつまった今，複製を作成する行為が改めて定義し直されたのである．誕生後 150 年経った

1989 年を境に，写真は死んだ―いや，もっと正確に言えば，150 年前の絵画と同じように，写真は根底か

らその地位を，永久に奪われてしまったのである．」（訳書 p. 19） 
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ある．その情報処理には人類文明の長い歴史の大半の期間で，紙に代表される「物質」を

伴うことが必須であった．実は，現代の社会の営みのさまざまな形式，手順，規則，さら

には法律や国家というものは，このような物質的情報処理の時代に，物質的な拘束条件を

前提として確立したものである．しかしながら，デジタルICT（情報処理技術）の時代に入

ると，情報処理に伴っていた物理的拘束がなくなる132．つまり，全ての情報をデジタル化

することによって，物理的メディアを特定せずに，記録，伝送，蓄積することができる．

その結果，現代の社会の営みを規定してきた「枠」が無化するというのである． 

坂村の描く図式の中で，仮に現在を情報のデジタル化が成し遂げられる途上の段階であ

ると捉えるのであれば，既存の社会のさまざまな枠組みが，今、まさに融解しているとこ

ろであると捉えることが可能である． 

 Mitchell(1992)や坂村(2008)は，情報のデジタル化という技術変化を，長い文明の歴史の

中の非常の重大な転換点として位置づけている．もしその通りのことが起こっているので

あるならば，我々はこの変化の瞬間の目撃者として，その詳細について記録し，後世に伝

える必要があると思われる．そのためにも，Mitchell(1992)や坂村(2008)によって提示され

た，情報のデジタル化が人間社会にもたらす変化の展望については，実際の変化と照らし

合わせて検証される必要がある．すなわち，果たして彼らが描いた通りに人間社会は変化

したのか．デジタル化という技術変化によって，人間社会のどの部分が変化し，またどの

部分が変化しなかったのか．変化したのであれば，それはメリットとデメリットの両方を

含めて，どのような波及的な影響を及ぼしたのか． 

本論文は，写真プリントのビジネスという，人間社会のごく一部分に注目して，デジタ

ル化という技術変化が実際にはどのような影響をもたらしたのかという問題について，検

討するための材料を提供している．本論文で取り上げたさまざまなプレーヤーは，情報の

デジタル化という外部環境の変化に必ずしも受動的であったわけではなく，自ら積極的に

外部環境にはたらきかけた側面も存在する．その意味では，これらのプレーヤーは情報の

デジタル化という変化の一端を担ったと捉えることも可能である． 

銀塩写真技術は一世紀半にわたって写真技術の根幹であり続けた．銀塩写真技術は，1939

年のダゲレオタイプの登場以降，1 世紀半にわたって写真という画像記録の方法の根幹を成

                                                  
132 Negroponte(1995)は情報のデジタル化によってもたらされる社会的な変化の可能性について論じてい

る．彼は，従来のアトム（物質）によって拘束されてきた情報（ビット）を，切り離して考えようとする．

彼は，ビットの特徴について，①ビットはたやすく混じり合う，②ビットとビットを組み合わせることに

よって，新しい種類のビットが誕生する，という特徴を指摘している． 
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してきた．その間に，幾多もの革新的な技術の進歩を経ながら，現在の水準にまで到達し

た．写真感材が湿板から乾板に変わり，それがさらにフィルム化され，さらにフィルムが

黒白からカラーになっても，写真画像を形成するベースとなっていたのは，ハロゲン化銀

が光に感応して変色するという原理であること自体は変わらなかった．フィルムメーカー，

カメラメーカー，フォトフィニッシング，あるいは写真関連の流通業者などの，写真業界

のプレーヤーは，いずれもこの原理を前提に成立した写真ビジネスという土台の上で産業

化された工程を生業としたものであった． 

しかしながら，20 世紀の終わりにデジタル・カメラが登場すると，デジタル・カメラは

スチルカメラ領域に急速に侵食して，銀塩フィルムをベースとしていたフィルム式カメラ

を急速に代替した．わずか 10 年程度でフィルム式カメラは瀕死の状態に追い込まれたので

ある．我々はこの歴史的な瞬間の目撃者であると言えよう． 

では，そのような技術変化によって，人間が写真を紙という媒体を通して鑑賞する習慣

が本当に失われてしまうのか否かという問題の答えが出るまでには，もうしばらくの期間

を要するであろう．これまでに人間と写真との関係はどのように変化してきたのか，また，

これからどのように変化していくのかという問題については，より広く，長期的な視野の

下での評価が求められると考えられるのである． 
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付録（A）  

デジタル・カメラの性能と価格の変化       
 

 

 第２章で確かめたように，デジタル・カメラが急速に普及した背後では，デジタル・カ

メラの性能向上と価格低下とが同時に進行していた． 

ここでは，デジタル・カメラの性能の向上と価格低下についてそれぞれ別個に見てみた

い． 

〔デジタル・カメラの性能の向上について〕 

デジタル・カメラの性能として，特に画質に注目したい．QV-10 が，「PC の入力機」と

してのやや特殊な位置づけで消費者に受け入れられたという点に注目すると，当初の「粗

い」画像のデジタル・カメラは，消費者が鑑賞・保存の目的で用いるフィルム式カメラと

は，ある程度の棲み分けがなされていたことが窺える．しかしながら，デジタル・カメラ

の画質が向上すると，画質に対するユーザーの不満が小さくなる．それに伴って，ユーザ

ー側から見たデジタル・カメラの用途や位置づけも変化する可能性が生じる．言い換える

ならば，フィルム式カメラとデジタル・カメラの棲み分け関係が壊れ，フィルム式カメラ

が担ってきた鑑賞・保存目的の写真という領域に，デジタル・カメラが侵入してくること

を意味する． 

ここでは，画質性能を見る場合の性能評価の基準として，デジタル・カメラの画素数を

用いたい．デジタル写真では，画素数が小さいほど，被写体の輪郭がギザギザとした，ジ

ャギー（jaggy）感のある不自然な画像になってしまう．逆に画素数が高いほど，より滑ら

かな輪郭の画像が得られる．このような意味で，画素数がデジタル・カメラの画質性能を

知るための一つの目安とされてきた133． 

デジタル・カメラの性能（画素数）の実際の変化を見るために，図では，横軸に画素ク

ラスをとり，縦軸に国内出荷台数をとって，隔年で販売実績を示した． 

                                                  
133 ただし，藤原(2009)によると，デジタル・カメラにとって画素数が当初から重要な性能評価軸とされ

ていたわけではないことが窺える．具体的には，QV-10 を開発したカシオでは，銀塩写真との用途の差異

化を図る目的で，高画素化競争とは一線を画す方針であった．しかしながら，銀塩写真の性能評価軸を重

視したカメラ系メーカーが，高画素を謳った商品開発を主導し，同時に「高画素＝高画質」という点を消

費者に訴求した結果，いわゆる「メガピクセル戦争」と称される，1997 年頃からの画素数の多寡をめぐる

競争が展開されるようになったという側面も存在する． 
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図 A －１からは，各年のグラフが，経年的に右方向にシフトしていることが読み取れる．

たとえば，2003 年時点の「売れ筋」が 300 万画素以上 400 画素未満のクラスであったもの

が，2009 年には 1000 万画素以上のクラスにシフトしており．しかも，それぞれの年の分

布の山の高さが高くなっていることが分かる．このことは，デジタル・カメラが全体的に

高画素化しており（右方向への動き），それと同時に市場が拡大している（上方への動き），

ということを意味している． 

 

図Ａ －１ デジタル･カメラ画素別国内出荷台数 
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[出所] カメラ映像機器工業会ホームページ（2010 年 5 月 7 日最終確認） 
（注） 各年のグラフの両端に位置するデータは，便宜上その階級に区分しているものの，厳密にはその階

級に全てが収まるものではない．たとえば，2003 年の「100 万～200 万画素」に区分しているもの

は，正しくは「200 万画素未満」と表記すべきであり，100 万画素未満の出荷数量もこの階級に含

まれている可能性を否定できない． 

 

〔デジタル・カメラの価格の低下について〕 

さらにデジタル・カメラの価格に注目したい．図２－８で確かめたような急速な価格低

下を可能にした要因の一つとして，経験効果が考えられる．一般に，単位あたりの製品コ
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ストは，累積生産量の倍加に伴って一定の比率で減少していくと言われる134．図A－２は，

横軸にデジタル・カメラの累積生産量を，縦軸にデジタル・カメラの平均価格をプロット

したものである．この図からは，デジタル・カメラの生産台数の増加に伴い，平均価格が

低下していることが読み取れる． 

つまり，図 A－１で認められた価格低下の背景には，累積生産量の増大によるコストダウ

ンの効果が寄与していた可能性を指摘することができる． 

 

図Ａ－２ デジタル・カメラ経験曲線 
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[出所] カメラ映像機器工業会ホームページ（2010 年 5 月 7 日最終確認）を基に，筆者算出．平均出荷額

は，消費者物価指数でデフレート済み（2005 年＝100） 

 

 

 

                                                  
134 Aaker (1984). 
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付録（B） 

IJPの性能分析：画質と耐久性の向上                 
 

 

第２章では，IJPがある程度の水準まで消費者に普及していたことについて言及した．し

かしながら，ラボが供給する「お店プリント」のサービスと比較した場合に，IJPはこの二

つの性能面で劣勢に立たされており，ユーザーからの改善の要求も大きかった135．IJPがド

キュメント（文書）印刷ばかりでなく，写真印刷のツールとして用いられるためには，画

質と画像の耐久性の両面での性能改善が必須であると，メーカーでは認識された． 

IJP がデジタル写真のホームプリントのツールとして受け入れられるための条件と考え

られた，画質と耐久性という二つの性能がどのように変化したのかという点について見る

のがここでの目的である．以下では，画質と耐久性について，それぞれの変化について確

かめたい． 

 

ＩＪＰの性能の変化：画質の向上 

解像度別の販売実績のデータが入手できないため，その年の 1 時点で販売されていた機

種の平均を算出し，その平均値の水準と変化傾向を見た136．  

その年に販売されていた，IJP のモデルの平均解像度の変化のトレンドを表したものであ

る．ここでは延べ 573 個の機種が対象となっている．青のドットは，同じ解像度の機種が

重なり合っているため，グラフ上のドットの数は少なく表示されている．また，赤のドッ

トは，各年の解像度の平均値を表している．解像度の平均値の変化のトレンドを見るため

に，近似線を描いている． 

 図B－１の平均的な解像度のトレンドを見ると，10年間で約 10倍になっている．つまり，

写真のインプット側（カメラの画素数）ばかりでなく，アウトプット側（プリンタの解像

度）でも，より肌理
き め

の細かい画像の再現が可能になったことを意味する． 

 

                                                  
135 小倉・デジタルカメラマガジン編集部（2008）p. 184-193. 
136 なお，これは Christensen and Bower(1996)で用いられた，HDD の性能の推移を表したものと全く同

じ方法である． 
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図Ｂ－１ ＩＪＰの性能の推移（解像度） 
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（注）グラフの値は，1 平方インチあたりに吹き付けられるインク滴の密度を表す．すなわち，通常の場

合，ＩＪＰの解像度の性能は，縦方向と横方向のそれぞれについて，1 インチあたりの吐出できる

数（dpi）表示される．そのため，縦方向の dpi と横方向の dpi を掛け合わせることで，1 平方イン

チあたりの，インクの吐出数を算出して，解像度を測定する目安にした． 
[出所] 『カメラ年鑑 ’98 年版』p. 362-363. 

『カメラ年鑑 ’99 年版』p. 369-370. 
『カメラ年鑑 2000 年版』p. 392-395. 
『カメラ年鑑 2001 年版』p. 393-394. 
『カメラ年鑑 2002 年 付録デジタルカメラ年鑑 2002』p. 52-55. 
『カメラ年鑑 2003 年 付録デジタルカメラ年鑑 2003』p. 70-73. 
『カメラ年鑑 2004 年 付録デジタルカメラ年鑑 2004』p. 112-115. 
『カメラ年鑑 2005 年』p. 421-424. 
『カメラ年鑑 2006 年』p. 421-424. 
『カメラ年鑑 2007 年』p. 348-353. 
『カメラ年鑑 2008 年』p. 356-361. 

 

石井ほか（1998）では，IJP の画質について，「画質に関してはこの一，二年ようやく納

得できるレベルに達した様相である」と報告している． 

さらに，石井（2004）は，2004 年時点の IJP の画質は，銀塩方式のカラーペーパーと比

較して遜色のない水準に達していると指摘している．しかも図 B－１を見ると，2004 年以

降も解像度の向上の傾向は維持されたままである． 
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解像度のほかにも画質に影響を及ぼしうる要素についても，初期の段階に比べて改善が

図られている137．たとえばインク色数が増加したことで，諧調表現力が高まった．さらに，

プリント用紙や，プリンタ側での画像データの処理方法などにも改善が加えられることで，

より優れたプリント画質が得られるようになった．これらの総合的な改善を経ることで，

IJPはもはや銀塩のカラーペーパーと比較して画質面で劣っていると言うことはできなく

なっているのである． 

 

IJP の性能の変化：耐久性の向上 

銀塩方式のカラーペーパーと比較して，画質と並んでIJPの画像の短所として指摘されて

いたのは，画像の耐久性である．銀塩のカラーペーパーは，一時期耐久性に疑問が呈され

たこともあったものの，1984 年の「サクラカラー100 年プリント」の登場以降，飛躍的に

耐久性を高め，100 年程度の耐久性があるものとされている138．このような高い耐久性の

実績を持つ銀塩方式のカラーペーパーとの比較を念頭に置きながら，ここでは，IJPの画像

耐久性がどのように変化したのかについて，石井を中心とするグループによる調査報告に

ついて紹介しておきたい． 

石井を中心とするグループは，1997 年から 2004 年にかけて，デジタル・プリントによ

って得られた画像の耐久性テストの報告を行っている．このテストの対象となった IJPは，

過去に市販された機種の一部にすぎないものの，IJP がどの時点でどの程度の耐久性を実現

していたのかを知る上で，一つの参考になると考えられる． 

図B－２は，その調査報告の中から，IJPに関する結果のみを抽出してプロットしたもの

である．縦軸は明所保存性を表し，具体的には「画像を明るい光にさらし続けた場合に，

画像が何年維持されるか」を意味している139． 

図B－２について少し詳しく見てみたい．1996 年時点のIJPによる画像の耐久性は 2 年程

                                                  
137 小倉・デジタルカメラマガジン編集部（2008）p. 184-193. 
138  1976 年に，「カラープリントの色が消える」という問題が指摘され，その結果，フィルムやプリント

の袋には変退色の可能性がある旨を伝える文言が記されるようになった（石井（2004））． 
139 石井のグループが実施した退色テストでは，イエロー（Y），マゼンタ（M），シアン（C）の三色それ

ぞれについて，経年的な画像残存率を測定している．図 B－２の作成に際しては，プリントを実施してか

ら画像残存率が 80％にまで低下するまでの時間（年数）を，そのプリンタによる画像の「耐久性」として

捉えた． 
なお，図 B－２の作成に際して，出所となった報告書のグラフのデータを筆者が目視で読み取るという

方法を採ったため，若干の誤差が存在する可能性は否めない． 
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度であった．この点について，石井ほか(1997)は「画像堅牢性に難があり，…（中略）…従

来の銀塩方式カラープリントのような長期間の保存に耐えられない」と指摘しており，こ

の時点での銀塩方式のカラーペーパーとIJPとでは，耐久性面での差は歴然としていたこと

が窺える140． 

しかしながら，1997 年以降は，継続的に耐久性の改善がなされている点について言及さ

れている．特に，2000 年には顔料インクを用いたプリントでは，従来の染料インクと比較

して飛躍的に耐光性を高めることができている（図B－２の（E））．また，染料インクにつ

いても，2004 年に「つよインク」と称した，保存性の高いインクを使用した機種（PM-G800）

のテスト結果について，石井ほか（2003）は次のように述べている141．「今回テストした染

料タイプのPM-G800 およびPX-G900 はこれまでのインクジェットプリンタとは一線を画

すほどの画質保存性を備え，画質も良好である．…（中略）…染料，顔料の何れが本命に

なるかは不明だが，デジタル系カラープリントの主役となって，銀塩カラープリントを脅

かす存在となる可能性は大であり，今後の更なる進展が期待される．」と述べている．つま

り，2004 年時点で，耐久性能に関しては， IJPが銀塩写真を射程内に捉えていたことが窺

える．  

これらの一連の調査を総括して，石井は次のように述べている． 

「現在の銀塩カラープリントの画像保存性は，10 年以前と比較して進歩はなく，わずか

に低下している状況である．画質についても明確な進歩は認められない．一方，非銀塩デ

ジタルカラープリントについては，テストに使用したエプソン・顔料インク『つよインク』

によるカラープリントの画質は銀塩に劣らず，暗所保存性，耐光性ともに銀塩を凌駕して

いる．さらに染料『つよインク』の画質は銀塩を上回り，耐オゾン性を強化した保存性も

銀塩並みと評価できるなど，非銀塩デジタル系カラープリントの品質は，銀塩カラープリ

ントを越える時代に突入した様相であり，永年親しんだ銀塩写真に果して未来はあるのだ

ろうか142．」 

つまり，2004 年時点で，IJP の画像耐久性は銀塩方式と比較して遜色のない水準にまで

到達していたことが窺えるのである． 

 
                                                  
140 石井ほか（1997）p. 65．  
141 耐光性の難点について，従来までは酸化防止剤をインクに添加するなどの対応をとっていたが，「つよ

インク」では分子構造を改良して耐光性を向上させた（石井（2004））． 
142 石井（2004）． 
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図Ｂ－２ IJP の画像耐久性に関する調査結果 

（注） （E）と(J)の明所保存性は 30 年を上回るものの，便宜上 30 年としてプロットしている． 

 

 - 171 - 

 

[出所] 以下の報告書のデータを基にして筆者が作成した． 
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上記の調査結果の発表時期（論文掲載の時期）と，個々の機種が実際に販売されていた時期とが異

なる可能性があるので，各点の横軸の値は『カメラ年鑑』の各年版を参考にして筆者が調整している． 

石井・高橋・松田（1997） 

石井・高橋・原・松田（2004） 
石井・高橋・松田・原・降幡（2003） 
石井・高橋・松田・原・降幡（2002） 
石井・高橋・松田・原（2001） 
石井・高橋・松田・原・金（2000） 
石井・高橋・松田・原・金（1999） 
石井・高橋・松田・金（1998） 

（J)エプソン　PX-G900(顔料インク）

（I)エプソン　PM-G800（染料インク）

（H)エプソンPM-950C

（G)HP Deskjet 970Cxi

（F)キヤノン　BJ　F850

（E)エプソン　MCシリーズ（顔料系インク）

（D)エプソン　PM800C

（C)キヤノン　BJC700C

（B)エプソン　PM 750C

（A)エプソン　PM 700C

 



ID ご協力くださった方（敬省略） 所属 インタビュー時点での職位 日

1 浅田 俊一 エプソンiソリューションズ㈱ システム営業部副主幹 2010年8月2日

2 浅沼　克己 富士フイルム㈱ 2010年9月2

3 稲旗 貴雄 富士フイルム㈱ 広報課長 2010年7月22日

4 上田 博造 富士フイルム㈱（元） 副社長（元） 2010年12月17日

5 大西　昌寛 富士フイルム㈱（元） 2010年10月

6 神谷　隆史 富士フイルム㈱（元），東京理科大学 人事部長（元），教授 2010年9月27日

7 神山　宏二 富士フイルム　オプティクス㈱ 顧問 2010年10月27日

8 木村　力 富士フイルムソフトウェア㈱ 取締役常務執行役員 2010年8月27日

9 菅原　孝行 カメラのキタムラ 取締役管理部長　IR担当 2010年8月10日

10 棚橋　進 富士フイルム㈱
イメージング事業部

フォトイメージング営業グループ担当部長
2010年8月2

11 宮原 諄二 富士フイルム㈱（元），一橋大学（元），東京理科大学（元） 教授（元） 2010年5月22日

12 柳 智 エプソン販売㈱ 特販営業二部　部長 2010年8月6日

13 吉澤 ちさと 富士フイルム㈱ 広報部長 2010年7月22日

14 A A写真店 店主 2010年5月14日

5日

7日

7日

 

（50 音順） 

（注）旧所属もしくは旧職位の場合は，「（元）」と記載している．無記載のものは，インタビュー時点の職位・所属である．

インタビューにご協力くださった方々              
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